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   永田信治

チアミンの吟醸酒醸造に及ぼす影響 

 

上東治彦 加藤麗奈 森山洋憲 甫木嘉朗 * *

伊藤伸一 ** 神谷昌宏 ***  

Effect of thiamine on Ginjou-shu brewing  

Haruhiko UEHIGASHI Reina KATOH Hironori MORIYAMA Yoshiro HOKI * 

Shinji NAGATA * Shinichi ITO ** Masahiro KAMIYA ***
 

  

高精白の原料米を使用する吟醸造りではチアミン(ビタミン B1)が不足し、発酵不良となる可能性がある。そこで吟醸酒

仕込みへのチアミン添加効果を検討した結果、チアミンを原料米 1 トン当たり 1g 添加することにより発酵期間が短縮さ

れ、ピルビン酸、酸度、アミノ酸度が減少し、香気成分は増加した。さらに実地醸造においてチアミンを0.1～0.3g添加

した結果、対照に比べピルビン酸が約半分に低下した。 

 

１．緒言 

 清酒製造の健全を期する目的で仕込み水等に加える

乳酸等の各種酸類や塩類は、酒類の原料として取り扱

わない物品として酒税法法令解釈通達に掲名されてい

るが、平成18年3月の通達改正によりビタミン類(チ

アミン塩酸塩)及びビタミン類を含む酵母発酵助成剤が

これに追加された。ビタミンの中でチアミンは発酵中

の清酒モロミにおいてピルビン酸→アセトアルデヒド

→アルコールやピルビン酸→アセチル-CoAへの代謝の

補酵素であり、不足するとアルコール生成が停滞し、

ピルビン酸が高いまま推移し、結果として不快臭であ

るアセトアルデヒド 1)の生成を引き起こす。チアミン

は原料米中の赤糠に多く含まれるが、精米により激減

する 2)。また、麹菌はビタミンを合成するが、その生

成量の変動は大きく 3)、若すぎる麹や麹使用量が少な

い場合、更に高精白の原料米を使用する吟醸造りなど

ではチアミンが不足する可能性がある。チアミンにつ

いては仲田ら 4)は米粉糖化ろ液仕込みにおいて香気生

成促進効果を、福井ら5)はアルコール生成促進効果を、

また、若井 2)らはピルビン酸低減効果を報告している

が、吟醸仕込みでのチアミンの効果についての報告は

ない。実製造での吟醸酒仕込みの際、特定の酵母や酒

造場で発酵中のピルビン酸のピークが高く、終期での

消失が遅れ、モロミ日数が遅延する場合がしばしばあ

る。そこで、高知県で使用している酵母の中でピルビ

ン酸が残存しやすいAC-95株やCEL-24株を使用した吟

醸酒醸造へのチアミン添加による発酵改善効果につい

て検討した。更にチアミン等の各種ビタミンを配合し

た発酵助剤の添加効果についても併せて検討した。 

 

２．実験方法 

２．１ チアミンの発酵に及ぼす影響 

麹は吟の夢50%精白の麹力価の異なる3種類を用い

た。それらの麹の消化試験 6)での総合力価は強区分で

782、中区分で736、弱区分で606であった。またチア

ミン含量は強区分で3,106 ng/g、中区分で1,590 ng/g、

弱区分で1,172 ng/gであった。初添えは麹158g(白米

換算132g)、水315ml、乳酸0.3ml、18℃とし、2日後

に留として吟の夢50%精白540g、水630ml、7℃とし、

7日間で最高品温10℃とした。チアミン添加区は初添

時に原料米1トン当たりチアミン塩酸塩(甲南化工㈱製、

食添用)を1g添加した(以下同様にチアミン塩酸塩での

添加であるがチアミンと省略する)。酵母はAC-95株を

YM培地50 mLで培養後、遠心分離で回収した菌体を用

いた。発酵中のサンプリングは50～100mlのもろみを

採取し、10,400 G、8分間の遠心分離を行い、最終の

上槽は18,800 G、20分間の遠心分離により行った。モ

ロミ及び製成酒の一般成分は国税庁所定分析法 7)に従

*   高知大学農学部 
**   高松国税局 
*** 大阪国税局 
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って分析した。ピルビン酸はデタミナーPA(協和発酵製)

を用いて測定した。香気成分は吉沢らの方法8)9)に従っ

てヘッドスペース法により測定した。チアミンは麹20 

gを100 mLの蒸留水で一晩、0℃で抽出後、以下の条

件でHPLC分析を行った。カラムにCosmosil 

5C18-MS-II(4.6 mm i.d.×150 mm、 ナカライテスク)

を使用し、カラム温度を30℃、移動相として5 mMヘ

キサンスルホン酸ナトリウムを含むアセトニトリル：

20 mMリン酸緩衝液(pH 2.5)= 10:90(v/v)、流速1.0 

mL/min、検出波長210 nmとし、検出器はフォトダイオ

ードアレイ検出器2998(日本ウォーターズ㈱)を使用し

た。 

 

２．２ チアミン添加量の発酵に及ぼす影響 

仕込み配合は2.1と同様とし、麹は2.1で用いた麹

強区分と中区分を等量混合して使用した。チアミン添

加量は原料米1トン当たり0g、0.01g、0.03g、0.1g、

0.3g、1gの6区分とし、初添時に添加した。 

 

２． ３ セルレニン耐性ホモ型変異株CEL-24株への

チアミン添加効果 

2.2と同様の仕込み方法で、酵母はCEL-24株10)を用

い、チアミン添加量は原料米1トン当たり1gとした。 

 

２．４ 各種ビタミンを配合した発酵助剤の発酵に及

ぼす影響 

無機窒素、不活性酵母、チアミン、葉酸、ナイアシ

ン、パントテン酸Ca等を配合した発酵助剤フェルメイ

ドK(Lallemand社製、代理店セティ株式会社)を用いて、

チアミン単独での添加効果と比較した。本発酵助剤中

のチアミン含量から換算して、2.2と同量のチアミン

濃度とするために原料米1トン当たり23g、78g、234g、

780g、2340gの発酵助剤を初添時に添加した。仕込み

配合、発酵温度は2.3と同様とした。 

 

２．５ 発酵途中でのモロミへのチアミン添加試験 

2.4に示した対照区のモロミを2本作成し、モロミ

７日目にチアミンを原料米1トン当たり1gを添加し、

発酵を継続させた。 

 

２．６ 実地醸造でのチアミン添加効果 

H24BYに高知県内の3酒造場の吟醸モロミの初添ま

たは留時にチアミンを原料米1トン当たり0.1～0.3g

添加して醸造を行い、同酒造場のH23BYまたはH24BY

の同じ米品種、精米歩合、酵母を用いた通常仕込みの

ものとモロミ日数、日本酒度、ピルビン酸濃度を比較

した。 

 

３．結果及び考察 

３．１ チアミンの発酵に及ぼす影響 

高香気性酵母AC-95株を用いた50%精白での吟醸仕

込みにおいて、チアミンを原料米1トン当たり1g添加

して発酵に及ぼす影響を検討した。AC-95株は製造場

によってはピルビン酸のピークが高く、末期でも消失

しにくい株である。また同時に麹のハゼ具合によって

チアミンの生成量が増加し、ピルビン酸を低減させる

ことが出来るのかを確認するため、麹力価とチアミン

含量の異なる3種類の麹を用いた仕込みを併せて行っ

た。モロミの最高品温は10℃としたが、チアミン添加

区は日本酒度の切れが速いため、20日目からは徐々に

品温を下げ、最終7℃とした。対照区は上槽まで10℃

一定とし、30日目に全ての試験区を上槽した。 

モロミ中の成分変化と上槽後の分析結果を図1、表1

に示す。チアミン無添加の対照区ではボーメとアルコ

ールから予想される上槽時のアルコール度数が高くな

ったため、モロミ7日目に麹強区分で153ml、中区分

で160ml、弱区分で45mlの追い水を行った。チアミン

添加区では逆に予想アルコールが低かったため追い水

はしなかった。チアミンの添加により日本酒度の切れ

が早くなり、7日目で対照より24～29低く、13日目で

13～18低くなった。またアルコール生成も速く、13

日目で対照より1.3～1.7%、19日目で1.1～1.7%高く

推移した。ピルビン酸は対照のピークが300～350ppm

であるのに対し、チアミン添加区では発酵期間中50ppm

以下で推移した。また、酸度やアミノ酸度は対照の2

割程度低くなった。香気成分では酢酸イソアミルがピ

ーク時で対照の2倍ほど生成し、カプロン酸エチルも

1.4倍ほど生成された。 

しかし、同時に好ましくない香りである酢酸エチルが

対照の1.2～1.6倍、酸臭の原因となる酢酸が1.3～1.8

倍生成された。この酢酸の増加については若井ら 3)も

報告している。また、チアミン添加区ではモロミ期間

中の固形分率が高くなる傾向があったが、糖化よりも

アルコール発酵が先行したためと考えられる。一方、

麹の強弱によるピルビン酸の生成量はチアミン含量の

多い麹強区分でも中区分や弱区分と比較してピーク時

に約1割ピルビン酸が下がった程度であり、麹の強弱

がピルビン酸量を大きく左右することはなかった。な

お、表1に示す純アル収得量は相当低くなっているが、

発酵期間中のサンプリングによるものである。 
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図1 麹の強弱とチアミン添加小仕込み試験 

■ 麹強－対照 □ 麹強－チアミン添加 

● 麹中－対照 ○ 麹中－チアミン添加 

▲ 麹弱－対照 △ 麹弱－チアミン添加 

 

表1 麹の強弱とチアミン添加小仕込み試験の生成酒 
  

アルコール

（%） 
日本酒度

液量 

(mL) 

純アル 

収得量 

(L/ton) 

固形分率

(％) 

酸度 

(mL) 

アミノ酸度

(mL) 

グルコース

(％) 

ピルビン酸 

(ppm) 

死滅率 

(％) 

酵母数 

(108/mL) 

麹強－対照 16.17 1.2 744 179 33.5 1.91 1.32 0.63 175.9 3.3 2.11 

麹強－チアミン 17.12 4.2 682 174 43.2 1.62 1.14 0.64 15.4 3.9 2.23 

麹中－対照 16.47 3.9 794 195 31.8 1.8 1.28 0.56 171.6 1.4 2.21 

麹中－チアミン 17.51 6.7 684 178 43.3 1.57 0.95 0.69 19.6 2.9 2.13 

麹弱－対照 16.22 -3.2 626 151 40.6 1.78 1.22 0.64 157 0.8 2.28 

麹弱－チアミン 16.57 3.8 648 160 46.8 1.46 0.88 0.45 23.6 3.1 2.25 

  

アセト 

アルデヒド 

(ppm) 

酢酸エチル 

(ppm) 

酪酸エチル 

(ppm) 

プロパ 

ノール 

(ppm) 

ブタ 

ノール

(ppm) 

酢酸 

イソアミル

(ppm) 

イソアミル

アルコール

(ppm) 

カプロン酸

エチル 

(ppm) 

カプリル酸 

エチル 

(ppm) 

カプロン酸 

(ppm) 

酢酸 

(ppm) 

麹強－対照 60.5 51.9 0.5 38.5 24.2 4.01 96.8 6.37 2.91 23.7 20.1 

麹強－チアミン 52.0 85.4 0.7 29.5 34.9 8.51 139.4 9.12 3.19 32.0 26.7 

麹中－対照 63.0 72.6 0.5 45.1 26.8 5.46 100.8 6.44 2.97 24.9 18.4 

麹中－チアミン 54.5 95.4 0.7 30.1 35.4 8.97 139.3 8.24 3.04 33.8 33.9 

麹弱－対照 49.0 76.2 0.6 41.9 31.8 6.04 110.2 6.23 2.61 23.5 18.6 

麹弱－チアミン 43.4 89.2 0.7 26.3 40.8 9.34 145.1 8.41 2.71 30.7 29.0 
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また、酢酸エチルや酢酸の生成量もチアミンの添加量

を少なくすることにより段階的に抑制されていた。こ

のように大きく酒質を変えることなく、ピルビン酸を

低減させ、安定した発酵を行うためにはチアミンの添

加量は0.1～0.3g/トン程度の添加量が適当と考えられ

る。市販清酒中のチアミン濃度は5.3～12ppb11)、また、

普通酒の発酵中のモロミ物量全体では138ppb、モロミ

液中遊離は0ppb12)と報告されているが、実験1、2の

結果からも吟醸酒醸造においては麹や原料米に由来す

るチアミン量では不足しているものと考えられる。 

 

３．３ セルレニン耐性ホモ型変異株CEL-24株へのチ

アミン添加効果 

セルレニン耐性ホモ型変異株であるCEL-24株はカプ

ロン酸エチルをモロミで20～30ppm程生成する高香気

性酵母である。この酵母は玄米酒や焼酎モロミでは十

分な発酵力を示すが、吟醸酒モロミでは極端に発酵力

が鈍る。また、ピルビン酸の消失も遅く、ピルビン酸

が150ppm以下になるのを待って上槽するため、モロミ

日数は40日を超えることもしばしばある。そこでこの

酵母へのチアミン添加効果を検討した。その結果を図

3、表3に示す。チアミン添加により日本酒度は20程

度切れが速くなり、アルコールも1%程度高く推移し、

ピルビン酸は対照のピークが340ppmであったのに対し、

チアミン添加区では20ppm前後で推移した。また、カ

プロン酸エチルは対照区の1.34倍に当たる35ppmを生

成し、非常に香りが高くなり、安定な醸造が可能とな

った。なお、対照区のピルビン酸は20日目以降急激に

減少しているが、実地醸造ではこのような減少は起こ

らない。 

３．４ 各種ビタミンを配合した発酵助剤の発酵に及

ぼす影響 

発酵助剤フェルメイドKにはチアミン以外の種々の

ビタミン等が配合されているため、チアミン単独での

添加とは異なる効果が期待され、本発酵助剤を用いた

仕込み試験を行った。その結果を図4、表4に示す。

チアミン単独での添加ではモロミ期間中に固形分率が

高くなる傾向があったが、本発酵助剤では逆に溶解が

促進され、原料米1トン当たり780g以上の添加で固形

分率が低くなる傾向が見られた。また、アルコールは

モロミ期間中、対照に比べ0.3～1.3%程高くなり、発

酵が促進されており、純アルコール収得量も780g添加

で対照より30L/トン、2,340g添加で50L/トン高くな

った。日本酒度はモロミが溶けやすくなったためにチ

アミン単独のように切れが早くなりすぎることはなか

った。ピルビン酸は発酵助剤の添加量が増えるに従っ

て減少し、12日目モロミで対照が240ppmであるのに

対し、780g添加で80ppmまで減少し、それ以上の添加

ではほぼ一定であった。その他酸度やアミノ酸度はチ

アミン単独と同様減少する傾向があった。香気成分で

は酢酸イソアミルは増加する傾向があったが、カプロ

ン酸エチルは逆に減少する傾向があった。このように

本発酵助剤ではチアミン単独での添加と共通する部分

もあるが、若干異なる発酵の挙動を示した。本発酵助

剤ではチアミン含量が少ないため、3.2のチアミンと

同量とするために最大2,340g/トンの添加を行ったが、

本発酵助剤のワイン醸造での推奨使用量は果汁1,000L

当たり250gである。これは清酒醸造では原料米1トン

当たり600g程度に相当するが、本実験結果からもこの

程度の添加量が適当と考えられる。 

 

表2 チアミン添加量を変化させた小仕込み試験の生成酒 

チアミン 

添加量 (g/t) 

アルコール

（%） 
日本酒度 液量 

純アル 

収得量 

(L/ton) 

固形分率

(％) 

酸度 

(mL) 

アミノ酸度

(mL) 

グルコース

(％) 

ピルビン酸 

(ppm) 

死滅率 

(％) 

酵母数 

(108/mL) 

対照 17.47 -2.3 815 212 36.8 1.95 1.20 0.36 115.9 3.3 2.11 

0.01 16.98 -3.6 800 202 37.5 1.90 1.15 0.31 112.4 2.1 2.08 

0.03 17.47 -3.2 830 216 36.1 1.95 1.20 0.39 105.2 3.9 2.23 

0.1 17.57 -1.1 838 219 36.8 1.82 1.10 0.35 76.5 1.4 2.21 

0.3 17.86 2.6 830 221 37.0 1.70 0.98 0.25 32.7 1.8 1.78 

1 17.96 5.8 820 219 37.6 1.62 0.90 0.20 9.6 2.9 2.13 

  

アセト 

アルデヒド 

(ppm) 

酢酸エチル 

(ppm) 

酪酸エチル 

(ppm) 

プロパ 

ノール 

(ppm) 

ブタ 

ノール

(ppm) 

酢酸 

イソアミル

(ppm) 

イソアミル

アルコール

(ppm) 

カプロン酸

エチル 

(ppm) 

カプリル酸 

エチル 

(ppm) 

カプロン酸 

(ppm) 

酢酸 

(ppm) 

対照 48.4 67.6 0.53 42.6 31.3 5.63 107.6 7.13 3.21 34.8 21.5 

0.01 47.8 57.9 0.50 40.6 31.7 5.31 109.9 7.09 3.24 42.0 25.9 

0.03 46.6 67.7 0.49 42.3 30.8 5.86 107.6 7.14 3.21 34.3 21.5 

0.1 49.7 74.9 0.55 38.3 32.9 6.47 112.4 7.91 3.50 44.3 28.5 

0.3 49.5 103.1 0.61 33.1 36.1 8.82 121.6 8.36 3.55 44.2 37.6 

1 43.4 89.2 0.7 26.3 40.8 9.34 145.1 8.41 2.71 30.7 29.0 
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表5 実地醸造でのチアミン添加醸造結果 

酒造場 
酒造 

年度 
酵母 

精白 

歩合 

サンプル

数 

ﾁｱﾐﾝ 

添加量 

 (g/ton) 

モロミ 

日数 

 (days) 

日本 

酒度 

ピルビン

酸     

(ppm) 

A 

H23 CEL-24 50 4 対照 16.5 -32 297 

H24 

H24 

H24 

CEL-24 

CEL-24 

CEL-24 

50 

50 

50 

3 

1 

1 

対照 

0.1 

0.2 

17 

17 

15 

-29 

-24 

-42 

274 

208 

159 

B 

H23 

H24 

H24 

AC-26 

AC-26 

AC-26 

50 

50 

50 

2 

1 

1 

対照 

0.2 

0.3 

18 

14 

12 

-23.5 

-26 

-35 

326 

168 

161 

H23 

H24 

H24 

CEL-19:KA1 

CEL-19:KA1 

CEL-19:KA1 

40 

40 

40 

2 

1 

1 

対照 

0.1 

0.2 

19 

18 

13 

-20 

-21 

-26 

321 

156 

178 

C 
H23 

H24 

AC-95 

AC-95 

50 

50 

2 

2 

対照 

0.2 

17.5 

17 

-21 

-14 

215 

124 

 

３．６ 実地醸造でのチアミン添加効果 

以上の結果をもとに、H24BYに高知県内の３酒造場

において精米歩合40%、50%の吟醸モロミにチアミンを

添加し、その効果を検証した(表5)。なお、これらの

仕込み配合は麹歩合20%程度であり、通常の吟醸仕込

みであった。 

A社ではCEL-24株を使用した精米歩合50%、総米1,200 

kgの吟醸仕込みであるが、H24BYの二本の仕込みにチ

アミンをそれぞれ原料1トン当たり0.1g、0.2 gを添

加した。同一のモロミ日数のサンプルは取得できなか

ったが、チアミンを添加していないH23BYの４本の仕

込みとH24BYの3本の仕込みのモロミ日数平均17日目

のピルビン酸が300ppm程度であったのに対し、チアミ

ン添加仕込みでは0.1 g添加でモロミ日数17日目に

208ppm、0.2 g添加で15日目に159ppmまで低減でき

た。 

 B社ではAC-26株を使用した精米歩合50%、総米770 

kgとCEL-19株とKA1株を2:1の混合で使用した精米

歩合40%、総米600 kgの吟醸仕込みで、チアミンをそ

れぞれ原料1トン当たり0.2 g、0.3 gと0.1 g、0.2 g

を添加した。AC-26株はAC-95株と同様ピルビン酸が

残存しやすい株である。チアミンを添加していない

H23BYのAC-26株のモロミではピルビン酸が18日目に

326ppmであるのに対し、チアミンを添加したH24BYの

モロミでは14日目もしくは12日目に約半分の160ppm

程度となった。同様にCEL-19株：KA１株2:1の仕込み

においてもチアミンを添加していないモロミでは19

日目にピルビン酸が321ppmであるのに対し、チアミン

を添加したH24BYのモロミでは18日目もしくは13日

目に約半分の160ppm程度となった。なお、この上槽酒

のピルビン酸はH23BYでは144ppmであったの対し、

H24BYでは86ppmまで減少していた。 

 C社ではAC-95株を使用した精米歩合50%、総米900 

kgの吟醸仕込みで、原料1トン当たりチアミンを0.2 g

添加したが、チアミンを添加していないH23BYのモロ

ミでは17.5日目にピルビン酸が215ppmであるのに対

し、チアミンを添加したH24BYのモロミでは17日目に

約半分の124ppm程度となった。 

チアミンのこの程度の添加量であれば極端な短期モ

ロミとはならず、また、ピルビン酸も低く推移したた

め、アセトアルデヒドの発生を危惧することなく上槽

のタイミングを決められるなど安定した醸造が可能で

あった。また、チアミンの添加により酢酸エチルや酢

酸の生成が懸念されたが、A社のチアミン添加の上槽

酒の酢酸エチルは平均18ppm、酢酸は5ppm、同様にB

社のAC-26株使用酒は72ppm、9ppm、CEL-19株：KA１

株使用酒では72ppm、4ppm、C社は100ppm、7ppmであ

り、無添加のものに比べても問題ないレベルであった。 

以上のように酵母の種類や酒造場によっては発酵中の

ピルビン酸が消失しにくい場合があるが、適度な量の

チアミンを添加することによりピルビン酸の生成を抑

えることができるとともに、発酵期間の短縮や酸、ア

ミノ酸の低減、更には良好な香気エステルの増加も期

待される。 

 

４．まとめ 

 発酵促進効果のあるチアミンを用いた吟醸酒小仕込

み試験を行い、さらに実地醸造でのチアミン添加試験
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を行った結果、以下のような知見を得た。 

1. ピルビン酸の残存しやすいAC-95株やCEL-24株を

用いた小仕込み試験において、チアミンを原料米1ト

ン当たり1g添加することにより発酵が促進され、ピル

ビン酸もピーク時で約1/7まで減少した。また、酸度

やアミノ酸度は減少し、香気成分は増加した。 

2. 酒質を大きく変えることなくピルビン酸を低減させ

るためにはチアミン添加量は0.1～0.3g/トン程度が適

当であった。 

3. チアミンを含む発酵助剤フェルメイドKの添加によ

りピルビン酸が減少するとともにアルコール収量は増

加した。 

4. 発酵途中でのチアミンの添加はピルビン酸をある程

度低減させるが、発酵を促進させるためには早い時期

に添加する必要がある。 

5. 実地醸造においてチアミンを0.1～0.3g添加した結

果、対照に比べピルビン酸が約半分に低下した。 

 

参考文献 

1) 土肥和夫、宮内俊一、川本雅之：発酵工学、52、 

(1974)416-422 

2)  小山：大阪市立生活科学研報告、16(2)、(1944) 

3)  若井芳則：醸協、83(9)、(1988)579-583 

4)  仲田富士男、浜地正昭、本馬健光：発酵工学、66(1)、  

(1988)17-23  

5)  福井三郎、谷喜雄、岸部忠信：発酵工学、34、  

(1955)131-135 

6)  堀江修二、土佐典照、細谷達夫：醸協、87(1)、  

(1992)57-61  

7)  注解編集委員会編：第4回改正国税庁所定分析法

注解、日本醸造協会(1993) 

8)  吉沢 淑：醸協、61(6)、(1966)481 

9)  吉沢 淑：醸協、61(7)、(1966)585  

10)  上東治彦、中川悦子、森山洋憲、永田信治、味園

春雄：醸協、94(1)、(1999)63-71 

11)  秋山裕一：醸協、58、(1963)638  

12)  谷喜雄、岸部忠信、福井三郎：発酵工学、36、

(1955)296-301 

 

日本醸造協会誌 109(4)、(2014)310-317に一部掲載 
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柑橘果皮由来エッセンシャルオイルの食品への応用 

近森麻矢 加藤麗奈 上東治彦 

Application of citrus essential oil to fravor 

Maya CHIKAMORI Reina KATOH Haruhiko UEHIGASHI  

 

 柑橘類の搾汁後に残る果皮には精油など有用な成分が含まれているが、実際に精油やその他の加工原料として利用され

る量は１割以下で、大部分が産業廃棄物として処理されている。そこで、搾汁残渣の有効利用を目的に、精油成分を主体

とした天然香料の開発に取り組み、精油の抽出方法や食品への添加方法を検討した。 

 

１．まえがき 

 柑橘の搾汁時に産出される果皮は、柚子では県内で

年間2500トン程度あり、この果皮中に精油成分や機能

性成分などの有用成分が多数含まれている。しかし、

実際に精油原料や入浴剤、食品、化粧品として有効利

用される量は１割以下で、多くが産業廃棄物として有

償での廃棄を余儀なくされている。 

一方、食品加工に使用される香料は大半が化学的に

合成されている。近年は消費者の本物指向と安心・安

全の観点から、自然素材から抽出した天然香料のニー

ズが高まっているが、現在、県内で生産されている精

油は大半がアロマテラピー用に県外に移出されており、

県内で食品加工に利用される量は極わずかである。 

そこで、搾汁残渣の有効利用を目的として、精油の

抽出方法や加工食品の香味を改善するための食品への

添加方法を検討し、清涼飲料水等の試作を行った。 

 

２．精油の抽出 

２．１ 原料果皮の採取 

通常、柑橘の搾汁後に生じる残渣は果皮と内袋が一

体になっている。今回の試験では、この残渣をスライ

サー処理により果皮と内袋に分離し、精油が多く含ま

れる果皮の表面部分のみを抽出原料として使用した。 

 

２．２ 精油の抽出と評価 

２．１で採取した果皮を使用して、減圧マイクロ波

加熱水蒸気蒸留法により精油の抽出を行った１）２）。 

果皮の前処理（すり潰し）にはミンチャーを使用し、

抽出にはマイクロ波精油抽出装置（兼松エンジニアリ

ング(株)製）を使用した。また、抽出した精油につい

て、官能評価及びガスクロマトグラフ質量分析計によ

る香気成分分析を行った３）４）。 

官能評価では、低温で抽出した精油は果皮そのまま

のフレッシュ感やグリーン感のある香りになり、高温

で抽出した精油はやや甘く濃い香りになる傾向が見ら

れた。 

アロマオイルなど軽い香りを楽しむ用途では低温で

抽出した精油が、食品香料などでは高温で抽出した高

沸点成分の多い精油が適すると考えられる。 

 

３．食品への添加試験 

３．１ ブンタン果汁飲料への添加試験 

３．１．１ ブンタン香料の調製 

精油そのものは水に分散しないため、水溶性を持た

せるために精油と99.5%濃度のエタノールを1：9の割

合で混合しブンタン香料とした。原料精油は30℃、

40℃、50℃で抽出した3種類を用いた。 

 

３．１．２ 精油の抽出温度の決定 

ブンタン果汁10％を使用した果汁飲料に、原料精油

の抽出温度が異なる3種類のブンタン香料を添加して

官能評価を行った(表１)。評価点数は、評価者に5点

(良)から1点(不良)までの間で点数をつけてもらい、

その平均をとった。 

官能評価では、抽出温度が30℃の精油よりも50℃の

精油のほうが「香り高い」「文旦らしい」と感じる傾向

が見られた。これはブンタンの特徴的な香気成分であ

るNootkatoneが高温でより抽出されやすいためと考

えられる。 

表１ 精油の抽出温度による違い（n=4） 

抽出温度 評価点数 コメント 

30℃ 2.5 香り薄い 

40℃ 3.0 香りやや薄い 

50℃ 3.5 香り高い、文旦らしい
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３．１．３ ブンタン香料の添加割合の決定 

図１にブンタン香料の添加割合を変えて添加した場

合の官能評価の結果を示す。縦軸の評価点数は、評価

者に5点(良)から1点(不良)までの間で点数をつけて

もらい、その平均をとった。 

ブンタン果汁飲料の量に対して、ブンタン香料中の

精油分が10万分の1になるよう添加することで明らか

に風味の違いが感じられるようになり、7.5万分の1

を超えると、それ以上添加してもあまり違いが感じら

れないという結果になった。自由コメントではブンタ

ン香料を添加した方が添加なしに比べ「香りがよい」

「さわやか」「こくがある」などの意見であった。また

5万分の1添加では香りが強すぎると感じた評価者も

いた。 

 

図１ ブンタン果汁飲料の官能評価（n=10） 

 

３．１．４ 加熱殺菌試験 

試作したブンタン果汁飲料について、加熱殺菌によ

る品質への影響を検討するため、容器への充填後に

65℃、75℃、85℃で各10分間の加熱殺菌を行い、加熱

殺菌をしなかったものと比較した。 

2ヶ月保管後に官能評価を行ったところ、加熱殺菌

なしでは酸化臭が、加熱したものでは75℃以上で加熱

臭が発生した。これらのうち65℃で殺菌したものは香

りもあり、最も風味が良かったため、加熱殺菌の温度

は65℃前後が最適と判断した。 

 

３．２ 炭酸飲料の試作 

7種類の柑橘（小夏、はるか、文旦、ポンカン、黄

金柑、ユズ、ベルガモット）から抽出した精油を使い、

炭酸飲料（サイダー）の試作と官能評価を行った。 

男女18名に試飲してもらったところ、香りが特徴的

なベルガモットやユズでは少量の添加でも風味が感じ

られ、香りの持続性や風味もよいと好評であった。 

 

３．３ フレーバーティの試作 

アールグレイは柑橘の一種であるベルガモットを用

いて着香したフレーバーティである。 

ベルガモットの果皮から抽出した精油を原料茶葉に

着香させてアールグレイ紅茶を試作した。原料茶葉に

は高知県産のべにふうきを用いた。原料茶葉に対する

精油の添加割合を変えたものを試作し官能評価を行っ

た結果、茶葉10gに対してベルガモット精油150μl

を添加したものが最も風味が感じられ、評価が良かっ

た（表２）。 

 

表２ ベルガモット精油の添加割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ フレーバーティ（試作品） 

 

また表2の③と④について、ベルガモットの果皮を

冷風乾燥したのち、細く刻んだものを茶葉に対して5

～20％の割合で混ぜたもの（図2）も試作し、茶葉の

みのものとあわせて官能評価を行った。 

その結果、果皮を加えた試作品は精油の添加量を

100μlに減らしてもベルガモットの風味が十分に感

じられ、精油の添加量が同じ場合は果皮を加えること

で香りが増強され、味がまろやかになることがわかっ

た。3か月保存後に改めて行った官能評価では果皮添

加あり、なしのどちらも香りは保持されていた。 

今回は一般的にフレーバーティに利用されるベルガ

モットを使用したが、ブンタンやユズなど他の柑橘類

の精油でも同様の方法で着香が可能である。 

No. 茶葉 精油 香りの評価 

① 10g 25μl 感じない 

② 10g 50μl わずかに感じられる 

③ 10g 100μl 口に含むと風味がある 

④ 10g 150μl 風味がある 

⑤ 10g 200μl きつい 
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４．商品化 

 柚子果汁を使用した飲料の風味向上を目的に、柚子

精油の添加方法と割合を決定するための試作を行い、

Ａ社から商品化された（図３）。 

 

図３ ゆずフルーツソーダ 

 

５．まとめ 

柑橘搾汁残渣の有効利用例として、果皮からの精油

抽出を行った。今回実施した減圧マイクロ波加熱水蒸

気蒸留法では温度や加水などの条件を調整して使用目

的に合わせた精油を得ることができた。 

柑橘果皮等から抽出した精油を香料として添加する

場合、対象の食品に対して10万分の1の添加量で香味

の改善が見られ、果汁を使った食品の風味を向上させ

ることができた。 

 

参考文献 

1) 村井正徳、浜田和秀、近森麻矢ほか：平成22

年度高知県工業技術センター報告、No.42:(2011)25-28 

2) 村井正徳、浜田和秀、近森麻矢ほか：第55回香

料・テルペンおよび精油科学に関する討論会講演要旨

集、茨城、(2011)192-194 

3) 近森麻矢、村井正徳、浜田和秀ほか：平成22

年度高知県工業技術センター報告、No.42:(2011)29-32  

4) 近森麻矢、村井正徳、浜田和秀ほか：第55回香

料・テルペンおよび精油科学に関する討論会講演要旨

集、茨城、(2011)195-197 
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県産ユズ果汁のブランド化推進支援（第３報） 

平成25年産ユズ果汁の品質調査 

岡本佳乃 竹田匠輝 久武陸夫＊ 近森麻矢 下藤 悟 

Establishing the Brand of Yuzu Juice produced 

in Kochi Prefecture（Part 3） 

Quality Investigation of Yuzu Juice produced in 2013  

Yoshino OKAMOTO Naruki TAKEDA  Mutsuo HISATAKE *  

Maya CHIKAMORI Satoru SHIMOFUJI 

 

 県産ユズ果汁のブランド化を図るため平成 25 年度も県内産ユズ果汁の品質調査を実施した。その結果、県内産冷凍果

汁は県外産冷蔵果汁に比べ、酸度が低く、還元型ビタミン C含量が高かった。また、県内産果汁の全てで大腸菌群は陰性、

一般細菌と真菌は最小菌数であった。一方、県外産果汁 1試料では一般細菌 30個/mL以上、3試料で真菌 100個/mL以上

が検出された。これらの県外産果汁は冷蔵流通であり、冷凍流通では一般細菌と真菌は最小菌数であった。 

 

１．まえがき 

 本県のユズ生産量は全国の約50%を占め１）てはいる

が、県域での統一的な品質向上への取り組みや規格基

準等は弱く、本県産ユズ果汁のブランド化は十分とは

言えない。そこで、高知県ユズ振興対策協議会と県農

業振興部と連携し、県産ユズ果汁のブランド化を図る

ため、県内外及び国外のユズ果汁の品質調査を過去4

年間実施し報告してきた。今回は平成25年度に行っ

た品質調査について報告する。 

 

２．実験方法 

２．１ 調査試料 

平成25年度に生産されたユズ果汁を調査試料とし

た。県内産ユズ果汁として県内6農協、8工場から8

試料を、県外産ユズ果汁として7試料（宮崎県2、徳

島県2、愛媛県1、大分県1、鹿児島県1）を収集し、

品質調査を実施した。なお、県内産ユズ果汁のうち１

試料（No.6）は冷蔵で、それ以外の7試料（No.1～5、

７）は冷凍状態で入手した。また、県外産ユズ果汁の

うち2試料（No.12、15）は冷凍状態で、それ以外の5

試料（No.11、13、14、16、17）は冷蔵状態で入手した。 

 

２．２ 分析項目及び方法 

 分析項目及び方法は次のとおりである。 

２．２．１ 一般物理化学的性状 

・外観、官能評価：色、味、香りを官能評価 

・異物検査：NO.5Aのろ紙で吸引ろ過後、目視検査 

・一般細菌：標準寒天培地法 

・真菌：ポテトデキストロース寒天培地法 

・大腸菌群：デソキシコレート寒天培地法 

・比重：比重計(浮ひょう型) 

・可溶性固形分：屈折糖度計（株式会社アズワン製 

APAL-1） 

・pH：pHメーター（株式会社HORIBA製 LAQUA pH METER 

F-71） 

・酸度：0.1N NaOHによる中和滴定 

・油性浮上物：共栓シリンダーで一夜放置後、浮遊層

を測定 

・精油：蒸留法（ASTA法） 

・還元型ビタミンC：インドフェノール法 

・アミノ態窒素：ホルモール法 

・果汁粒子のサイズ分別：100メッシュ(150μm)のフ

ルイで篩い分けした後、通

過量を重量測定 

・苦味成分（フラボノイド）：Davis変法 

 

２．２．２ 香気成分 

日本電子㈱製ガスクロマトグラフ質量分析計

JMS-Q1000GCmkⅡを用いて香気成分分析を行った。 

 

*  食品加工特別技術支援員 
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測定方法：ヘッドスペース法 

HS条件： 

サンプル 10μL 

 サンプリングモード トラップ 

 吸着管 Tenax 

 抽出回数 1回 

 サンプル加熱温度 30℃ 

 サンプル加熱時間 40分 

 トランスファーライン温度 200℃ 

 GCインジェクション温度 220℃ 

GC条件： 

 

カラム DB-WAX（長さ60μm、内径250μm、膜厚

0.25μm） 

 カラム温度 50℃（5min）- 2℃/min-220℃（５min） 

       -10℃/min-240℃（10min） 

 カラム流量 １mL/min 

 キャリアガス He（超高純度He） 

MS条件： 

 イオン化エネルギー 70eV 

 イオン化電流 300μA 

 イオン源温度 260℃ 

３．結果及び考察 

３．１ 外観、官能評価、異物検査について 

 ユズ果汁の外観、官能評価、異物検査結果を表1に

示す。 

県産ユズ果汁は平成25年度産全て混濁した淡黄色

を呈し、強い酸味とユズ特有の芳香を有し、色、味、

香りのいずれも良好であった。 

県外産ユズ果汁の味は良好であったものの、県産品

に比べ油性浮上物が30%を超え、品質が異なるように

思われる試料があったため、このサンプル(No.15)は除

外した。 

異物検査では、県内、県外共に黒い微粒子が数個見

られたが、通常流通しているユズ果汁のレベルで問題

なかった。 

 

３．２ 微生物検査について 

微生物の存在状況を表2に示す。 

大腸菌群は県内、県外産のいずれも陰性で検出され

表1  平成25年度県内、県外産ユズ果汁の外観、官能評価と異物検査結果 

項目 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 

外観、 

官能評価 

淡黄色、

色、味、香

り良好 

淡黄色、

色、味、香

り良好 

淡黄色、

色、味、香

り良好 

淡黄色、

色、味、香

り良好 

淡黄色、

色、味、香

り良好 

淡黄色、

色、味、香

り良好 

淡黄色、

色、味、香

り良好 

淡黄色、

色、味、香

り良好 

異物検査 問題なし 問題なし 問題なし 問題なし 問題なし 問題なし 問題なし 問題なし

項目 No.11 No.12 No.13 No.14 No.16 No.17 

外観、 

官能評価 

淡黄色、

色、味良

好、風味や

や異なる 

淡黄色、

色、味、香

り良好 

淡黄色、

色、味、香

り良好 

淡黄色、

色、味、香

り良好 

淡黄色、

色、味良

好、風味や

や異なる

淡黄色、

色、味、香

り良好 

異物検査 問題なし 問題なし 問題なし 問題なし 問題なし 問題なし

（注）県内産ユズ果汁：No.1～No.8、県外産ユズ果汁：No.11～No.17(No.15は除外) 

表2  平成25年度県内、県外産ユズ果汁の微生物検査結果 

項目 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 

一般細菌（個/mL） 30以下 30以下 30以下 30以下 30以下 30以下 30以下 30以下 

真菌（個/mL） 100以下 100以下 100以下 100以下 100以下 100以下 100以下 100以下 

大腸菌群 

（陽性・陰性） 
陰性 陰性 陰性 陰性 陰性 陰性 陰性 陰性 

項目 No.11 No.12 No.13 No.14 No.16 No.17 

一般細菌（個/mL） 30以下 30以下 30以下 30以下 30以下 1.9×103

真菌（個/mL） 100以下 100以下 1.1×104 4.0×104 5.0×103 10以下 

大腸菌群 

（陽性・陰性） 
陰性 陰性 陰性 陰性 陰性 陰性 

（注）県内産ユズ果汁：No.1～No.8、県外産ユズ果汁：No.11～No.17(No.15は除外) 
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なかった。一般細菌は、県外ユズ果汁1試料(1.9×103

個/mL)を除き30個/mL以下で、ほとんどの柚子果汁で

最小菌数に抑えられていた。真菌は、県産ユズ果汁で

100個/mL以下で最小菌数に抑えられていた。県外ユズ

果汁は3試料（1.1×104、4.0×104及び5.0×103個/mL）

で100個/mL以上の真菌が検出された。 

これらの微生物が存在した試料は冷蔵流通されてい

る県外産ユズ果汁であり、流通温度条件が微生物数に

は影響している。これまでの研究で、ユズ果汁はpH3.0

以下であるため、-18℃以下で冷凍すると細菌が死滅す

ることを確認している 2)。そのため、県内ユズ果汁で

行われているような冷凍流通は、細菌汚染の恐れが生

じない良好な方法である。 

 

図1  平成25年度県内、県外産ユズ果汁の物理化学的性状 
□：冷凍入手ユズ果汁、■：冷蔵入手ユズ果汁 
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３．３ 一般物理化学的性状について 

一般物理化学的性状について図１に示す。県内産柚

子果汁は冷凍流通、県外産柚子果汁では冷蔵流通がほ

とんどを占めたため、この両者で比較を行った。その

結果、県内産冷凍果汁の酸度（4.82±0.33%）は県外

産冷蔵果汁の酸度（5.55±0.33％）に比べて低い。酸

度はユズ果汁中のクエン酸など有機酸含量を表す指標

である。ユズ果汁の酸度は2010年度の調査開始より、

県外産果汁に比べ低い傾向が続いている 3、4)。県内産

果汁のユズ収穫時期は 11 月中旬で搾汁の最盛期であ

るが、県外産果汁のユズ収穫時期は不明であるため、

収穫時期や気候の違いが影響している可能性もある。

県内産冷凍果汁の還元型ビタミン C（37.4±2.8mg%）

は県外産冷蔵果汁の還元型ビタミン C（28.2±

2.8mg％）に比べて高かった。還元型ビタミンCは年に

よる変動が大きく、年により県内が低いこともある。 

そのほかの測定項目である比重（県内産冷凍果汁

1.037 ± 0.002g/mL 、県外産冷蔵果汁 1.039 ±

0.002g/mL）、可溶性固形分（県内産冷凍果汁8.8±0.6%、

県外産冷蔵果汁9.1±0.6%）、pH（県内産冷凍果汁2.58

±0.04、県外産冷蔵果汁2.53±0.04）、油性浮上物（県

内産冷凍果汁7±2%、県外産冷蔵果汁6±2%）、精油（県

内産冷凍果汁 1.10±0.25%、県外産冷蔵果汁 0.97±

0.25%）、アミノ態窒素（県内産冷凍果汁41±4mg%、県

外産冷蔵果汁42±4mg%）、粒子サイズ150μm通過割合

（県内産冷凍果汁 93±2%、県外産冷蔵果汁 95±2%）、

苦味成分フラボノイド（県内産冷凍果汁 154±35mg%、

県外産冷蔵果汁163±35mg%）については、有意な差は

見られなかった。

 

 

 

 

 

 

 

図2  平成25年度県内、県外産ユズ果汁の主要な香気成分（面積割合） 
□：冷凍入手ユズ果汁、■：冷蔵入手ユズ果汁 
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３．４ 香気成分について 

 ユズ果汁の香気成分はGC-MS法で約100成分検出さ

れている5、6）。本研究でもGC-MS法で分析、約90成分

を検出した。その中で主要な 9 成分（α-Pinene、

β-Pinene、β-Myrcene、Limonene、γ-Terpinene、

p-Cymene、Linalool、Terpinene-4-ol、α-Terpineol）

の全成分中に占める割合を面積値より算出したもの

（各成分面積値/全成分面積値）を図2に示す。 

スダチやユズ果汁を貯蔵するとα- Pinene、

β-Pinene が 減 少 し 、 貯 蔵 臭 と 言 わ れ る

Terpinene-4-ol、α-Terpineolが増加すること及び長

時間の加熱や高い貯蔵温度でそれらの生成が促進され

ることが報告されている 5、7）。そこで県内産冷凍果汁

と県外産冷蔵果汁での比較を試みたが α-Pinene（県

内産冷凍果汁 2.9±0.6、県外産冷蔵果汁 2.7±0.4）、

β-Pinene（県内産冷凍果汁 0.8±0.2、県外産冷蔵果

汁0.7±0.2）、β-Myrcene（県内産冷凍果汁3.2±0.3、

県外産冷蔵果汁 3.1±0.2）、Limonene（県内産冷凍果

汁72±3、県外産冷蔵果汁72±2）、γ-Terpinene（県

内産冷凍果汁17±1、県外産冷蔵果汁17±1）、p-Cymene

（県内産冷凍果汁 0.9±0.1、県外産冷蔵果汁 0.8±

0.1）、Linalool（県内産冷凍果汁1.0±0.3、県外産冷

蔵果汁 0.9±0.3）、Terpinene-4-ol（県内産冷凍果汁

0.21 ± 0.02 、県外産冷蔵果汁 0.23± 0.03）

α-Terpineol（県内産冷凍果汁0.09±0.03、県外産冷

蔵果汁0.15±0.11）について、有意な差は見られなか

った。 

 

４．まとめ 

県内、県外産ユズ果汁について、官能評価、異物検

査、比重、可溶性固形分（Brix）、pH、酸度、油性浮上

物、精油、還元型ビタミン C、アミノ態窒素、果汁粒

子サイズ、苦味成分、香気成分、微生物（一般細菌、

真菌、大腸菌群）を分析、調査した。 

県内産冷凍果汁と県外産冷蔵果汁との比較を行った

結果、県内産冷凍果汁で県外産冷蔵果汁に比べて酸度

が低く、還元型ビタミンC含量は高かった。その他の

項目では差はみられなかった。 

微生物検査では、流通温度の影響が見られた。平成

25 年度の県内産ユズ果汁はすべて冷凍流通品であり、

微生物は検出されなかった。一方で、県外産ユズ果汁

では冷蔵状態で入手した試料で一般生菌と真菌が検出

される結果となった。また、県外産でも冷凍状態で入

手した試料では微生物は検出されなかった。 
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高規格化乾燥処理技術確立と地産外商向け乾燥素材の研究開発（第２報） 

LC-MSによる冷風乾燥ブルーベリーのアントシアニン解析 

森山洋憲 下藤 悟 島崎雅哉＊  

Study of drying technique for foods produced in Kochi Pref. (Part II) 

 LC-MS analysis of anthocyanins in dried blueberry by low temperature air drying   

Hironori MORIYAMA Satoru SHIMOFUJI Masaya SHIMASAKI ＊ 

 

 冷風乾燥機を用いて乾燥されたブルーベリーに含まれているアントシアニンを解析した。アントシアニン解析には質量

分析計付き高速液体クロマトグラフ（LC-MS）装置を使用した。標準物質を使用した LC-MS 分析条件の設定後、冷風乾燥

試料からアントシアニン色素を抽出し、LC-MS装置に注入した。試料として用いたラビットアイブルーベリー（V. Ashei 

Reade）から、デルフィニジン、シアニジン、ペチュニジン、ペオニジン、マルビジンの各配糖体が 11種類検出された。

冷風乾燥後の試料は乾燥前に比べて約 1.8倍高い値を示し、総アントシアニン量8.11 mg/gであった。 

 

１．目的 

 ブルーベリーはツツジ科スノキ属（Vaccinium）に属

し、ラビットアイ（V. Ashei Reade）、ハイブッシュ（V. 

corymbosum L.等）、ローブッシュ（V. angstifolia） 

の３種に分類される。平成23年産特産果樹生産動態等

調査 1)によると、高知県におけるブルーベリーの栽培

面積は3.9 ha、収穫量は6.1 tであり、全国37位の

生産量である。ブルーベリーは、特に目立った県生産

品ではないものの、その特徴的な色が食品開発に適し

ていることから、大豊町等で生産増に向けた取り組み

が行われている 2)。 

 ブルーベリーに含まれている特徴的な紫色の色素成

分はアントシアニンである（図1）。ハイブッシュブル

ーベリー品種では8～14種類、ラビットアイブルーベ

リー品種では8～11種類のアントシアニンが検出され

ている 3)。他方でブルーベリーアントシアニンはいく

つかの生体調節機能を有することが知られている。例

えば視力改善作用 4)、抗酸化作用 5)、糖尿病性網膜症

に対する作用 6-7)、脳の老化作用 8)、動脈硬化リスク軽

減効果 9)が報告されている。内皮依存性血管弛緩によ

る血圧降下作用 10)、あるいは疲労回復作用 11)について

も研究が行われている。アントシアニンは生体調節機

能を示す有用な成分である一方で、安定性が低いため

に、加工によって変化することも知られている 12-13)。 

 県産ブルーベリーを活用した食品開発例のひとつと

して、ドライフルーツの開発が挙げられる。しかしな

がら乾燥工程と、ブルーべリーアントシアニンの変化

との間の関連について調べた例はない。そこで本研究

では、乾燥工程のブルーベリー色素への影響について

基礎的知見を得ることを目的とし、冷風乾燥されたブ

ルーベリーに含まれているアントシアニンを調べるこ

とにした。約10種類のアントシアニン解析には、質量

分析が有効であると判断し、質量分析計を備えた高速

液体クロマトグラフ（LC-MS）装置を用いた。 

 

２．方法 

２．１ 試料 

島崎商事㈱（佐川町）で生産されているラビットア

イブルーベリーを試料として用いた。試料は冷凍品と

して入手し、乾燥試験直前まで冷凍保存した。冷蔵庫

内での一晩放置によって解凍したものを乾燥試験に使

用した。 

 

２．２ 試薬 

標準物質として㈱常盤植物化学研究所製のデルフィ

ニジン- 3-グルコシド（Dp-3-glc）、シアニジン- 3-

グルコシド（Cy-3-glc）、ペチュニジン- 3-グルコシド

（Pt-3-glc）、ペオニジン- 3-グルコシド（Peo-3-glc）、

マルビジン- 3-グルコシド（Mv-3-glc）の各塩化物を

使用した。 

 

２．３ 乾燥 

ブルーベリーの乾燥には、冷風乾燥機（ユニマック

＊ 島崎商事株式会社 
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製DV-5P）を使用した。温度を40℃による1段階の連

続運転条件に設定後、オゾン灯スイッチをONに設定し

た。続いて撹拌送風機の出力目盛を最大値（200 W）に

調整し、22時間の乾燥を行った。乾燥庫内にサーモレ

コーダー TR-77Ui（㈱T&D）を設置することにより、庫

内の温度と湿度の両変化をモニタリングした。 

 

２．４ 色素抽出 

ブルーベリーアントシアニンの抽出条件は、寺原ら

の方法14)を参考にして次のように行った。 

ギ酸4 mL、アセトニトリル100 mL、Milli-Q水896 mL

の割合で混合した液を抽出溶媒として用いた。試料5 g

に抽出溶媒50 mLを添加し、均質化した。均質化した

試料を遠沈管に移し、遠心分離（946 ×g、10分間）

後、上清を回収した。残さには抽出溶媒50 mLを添加

し、遠心分離によって上清を回収した。同じ遠心分離

操作を繰り返し、合計3回分の上清を得た。3回分の

上清を合一し、200 mLにメスアップしたものを色素抽

出液とした。色素抽出液をポアサイズ0.45 mのフィ

ルターに通過させた後、LC-MS装置に注入した。 

 

２．５ LC-MS解析 

２．５．１ LC部条件 

装置：Agilent 1100、カラム：Synergi 4 MAX-RP80A 

φ2.00×150 mm、溶媒A：5%ギ酸（v/v）、溶媒B：5%

ギ酸（v/v）を含むアセトニトリル、グラジエント条件：

0分（10%B）→15分（15%B）→25分（20%B）→30分（50%B）、

流速：毎分0.2 mL、検出波長：520 nm、カラム温度：

30℃、注入量：2 L 

２．５．２ MS部条件 

装置：ABSCIEX API 2000、イオン化モード：ESI 

positive、スキャンタイプ：Q1 MS（m/z 250-550）、

Curtain Gas：20 psi、Ion Source Gas1：50 psi、Ion 

Source Gas2：80 psi、Ion Spray Voltage：5500、

Temperature：400℃ 

 

３．結果と考察 

３．１ ブルーベリー乾燥 

 解凍したブルーベリーを冷風乾燥庫内に置き、22時

間の冷風乾燥試験を行った。乾燥試験を行った当日の

室温は19℃、湿度80.3%であった。乾燥庫内の温度は、

乾燥開始時に室温と同じく19℃を示し、その後約1時

間で装置設定温度である40℃に上昇した（図2）。また

乾燥機に組み込まれている除湿機の霜取が作動するタ

イミングで1～5℃低下した。こうした低下は2時間間

隔で発生し、乾燥開始後6時間まで確認された。6時

間以上経過した時間帯では温度低下が見られなかった。

一方、乾燥庫内の湿度は、乾燥開始時に実験室湿度と

同等の値を示した後、約1時間で約15%に低下した。

温度変化と同様に霜取のタイミングで湿度が上昇し、

15～55%の範囲で変化した。霜取作動の影響について、

6時間以上の時間帯では温度変化が見られなかったの

に対し、湿度変化は22時間の乾燥時間中約2時間間隔

で確認された。 

 

３．２ LC-MS分析条件設定 

 5つの標準物質を0.1 mg/mLに調製し、LC-MS装置に

注入した。波長520 nmで検出したところ保持時間4.07

分、5.94分、7.21分、10.18分、11.81分にピークが

それぞれ検出された（図3）。またMS検出器によるイ

オンクロマトグラム上にもほぼ同じ保持時間で5つの

ピークが検出された。これらピークについて保持時間
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図1 ブルーベリーアントシアニンの構造式 
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の短いものからアルファベットを順番に付け、ピーク

A～Eとした。まずピークAのMSスペクトルを調べた

（図4）。その結果、ピークAからは主分子イオンピー

クとしてm/z=465、副分子イオンピークとしてm/z=303

を検出した。前者のm/zは標準物質であるDp-3-glc

の分子量に一致し、後者の値はアグリコンであるデル

フィニジンの分子量に一致した。副分子イオンピーク

は主ピークのフラグメントとして検出されたものと予

想する。したがってピークAはDp-3-glcである判断し

た。他のピークについてもMSスペクトルを解析した結

果、ピークBは449と287、ピークCは479と317、ピ

ークDは463と301、ピークEは493と331をそれぞ

れ検出した。これらの解析値から、ピークB～Eは順に

Cy-3-glc、Pt-3-glc、Peo-3-glc、Mv-3-glcであると

判断した。また副分子イオンピークのm/zは各アント

シアニンのアグリコンの分子量に一致することも確認

した。 

  

３．２ 乾燥品の色素解析 

冷風乾燥されたブルーベリーから色素抽出物を調製
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図2 ブルーベリー乾燥中の冷風乾燥庫内の温湿度変化 
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図3 標準物質のLC-MSクロマトグラム 

上段：検出波長520nmによるクロマトグラム、下段：MS検出器によるトータルイオンクロマトグラム 
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し、LC-MS装置に注入した。波長520 nmで検出したと

ころ、保持時間3.67分、4.10分、5.13分、6.07分、

6.28分、7.28分、8.79分、10.22分、11.76分、13.56

分にピークが出現した（図5）。これらピークに保持時

間の短い方から順番に番号を付与し、ピーク1～10と

した。 

各ピークのMSスペクトルを調べたところ、m/z=463

～493の分子イオンピークを検出した。図３で示した

標準物質の保持時間と一致したことと、m/z=465のMS

スペクトルが得られたことにより、ピーク2は

Dp-3-glcであると推定した。ピーク1は、ピーク2よ

りも短い保持時間でありながら、m/z=465の分子イオ

ンピークを示した。石川らは、ブルーベリーエキスの

LC-MS解析により、m/z=465を示す物質としてデルフィ

ニジンのグルコース配糖体（Dp-3-glc）とガラクトー

ス配糖体（Dp-3-gal）を検出し、ガラクトース配糖体

の方がグルコース配糖体よりも短い保持時間で溶出さ

れることを報告している15)）。この報告が示すMSスペ

クトルの値と溶出順序から、ピーク1はDp-3-galであ

ると予想した。 

ピーク4と6についてもピーク2と同様に、標準物

質の保持時間及びMSスペクトルの解析値を用いて考

察した。その結果、ピーク4はCy-3-glc、ピーク6は

Pt-3-glcであると推定した。またピーク3と5につい

てはピーク1と同様に考察した。すなわち石井らの報

告15)を参考にして、ピーク3はシアニジンのガラクト

ース配糖体（Cy-3-gal）、ピーク5はペチュニジンのガ

ラクトース配糖体（Pt-3-gal）であると予想した。 

ピーク8は標準物質であるPeo-3-glcと同じ保持時

間を示していた。このピークのMSスペクトルを調べた

ところ、m/z=493と463とを検出した。また前者の分

子イオンピークの面積は後者のピーク面積の10倍で

あった。したがってピーク8はm/z=493の物質と

m/z=463の物質とを10:1の割合で含むことが分かった。

保持時間と分子量との一致により、ピーク8の副成分

はPeo-3-glcであると推察した。一方、ピーク9につ

いては、標準物質の保持時間との比較、分子イオンピ

ークの値（m/z=493）からMv-3-glcであると予想され

る。グルコース配糖体よりもガラクトース配糖体の方

が短い保持時間で溶出されることから判断すると、ピ

ーク8の主成分はマルビジンのガラクトース配糖体

（Mv-3-gal）であることが示唆される。ピーク10の保

持時間は13.55分、分子イオンピークのm/z=463であ

った。この値の分子量を示すブルーベリーアントシア

ニンの候補として、ペオニジンの配糖体（Peo-3-gal、

Peo-3-glc）、マルビジンのアラビノース配糖体

（Mv-3-ara）が挙げられる。ペオニジン配糖体の溶出

位置は、先述の通りにピーク7～8と考えられる。石井

らの報告15)を参照すると、マルビジンの配糖体につい

てはガラクトース、グルコース、アラビノースの順番

で溶出していた。ペオニジン配糖体である可能性が低

く、溶出順から判断した結果、ピーク10はMv-3-ara

と推定した。 

 以上のように、ブルーベリー抽出物のLC-MSクロマ

トグラムを解析し、各ピークの推定アントシアニンに

関する情報を得た（表1）。この情報をもとにして冷風

ピークA

ピークB

ピークC

ピークD

ピークE

図4 標準物質のMSスペクトル 
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乾燥ブルーベリーのアントシアニン含量を解析した

（表2）。比較のために、乾燥前の試料抽出物について

も同時に分析した。既知濃度の標準物質（各アントシ

アニンのグルコース配糖体）のピーク面積と、試料か

ら得られたピーク面積との比を用いて、試料中のグル

コース配糖体濃度を算出した。ガラクトースあるいは

アラビノースの配糖体の濃度については、同じアグリ

コンをもつグルコース配糖体のピーク面積から算出し

た。ピーク8については分子イオンピークの面積割合

に応じてピーク面積をMv-3-galとPeo-3-glcとに分配

し、両成分濃度を決定した。 

冷風乾燥前のブルーベリーは水分67.0%であった。

このブルーベリーには湿重量1 g当たり4.53 mgのア

ントシアニンが含まれていた。11種類のアントシアニ

ンの中ではMv-3-galが最高値1.59 mg/gを示し、組成

比は35%であった。 

冷風乾燥後、ブルベリーの水分は35.0%に減少して

いた。この乾燥品に含まれているアントシアニン含量

は8.11 mg/gであり、乾燥前の値に比べて約1.8倍に

増加していた。11成分の中ではMv-3-galが最も高い

値（2.92 mg/g）を示し、乾燥前とほぼ同じ組成比36.0%

であった。 

  

４．まとめ 

冷風乾燥機を用いて乾燥されたラビットアイブルー

ベリー（V. Ashei Reade）に含まれているアントシア

ニンを解析した。試料からはデルフィニジン、シアニ

ジン、ペチュニジン、ペオニジン、マルビジンの各配
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図5 ブルーベリー抽出物のクロマトグラム 

ピーク
番号

保持時間
（分）

分子イオンピーク
（m/z）

推定化合物

1 3.67 465 Dp-3-gal
2 4.10 465 Dp-3-glc
3 5.13 449 Cy-3-gal
4 6.07 449 Cy-3-glc
5 6.28 479 Pt-3-gal
6 7.28 479 Pt-3-gｌｃ
7 8.79 463 Peo-3-gal
8 10.22 493, 463 Mv-3-gal, Peo-3-glc
9 11.76 493 Mv-3-glc
10 13.55 463 Mv-3-ara

Dp:デルフィニジン、Cy：シアニジン、Pt：ペチュニジン、Peo：ペオニジン、Mv：
マルビジン、glc：グルコース、gal：ガラクトース、ara：アラビノース

表1 ブルーベリーアントシアニンのLC-MS解析結果 
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糖体が11種類検出された。冷風乾燥後の試料は乾燥前

に比べて約1.8倍高い値を示し、総アントシアニン量

は1 g当たり8.11 mgであった。 

アントシアニンは有用な成分である一方で、加工に

よって不安定になりやすい物質でもある。生鮮のブル

ーベリーに含まれているアントシアニンをできるだけ

損なうことなく加工する方法が望まれる。こうした加

工方法を検討する上で、アントシアニンを定性及び定

量できる手段が必要となる。本研究のLC-MS装置を用

いれば、複雑なブルーベリーアントシアニンの組成を

解析し、その含量を算出することが可能である。LC-MS

によるアントシアニン解析の精度を高めつつ、ブルー

ベリーの加工条件を今後検討する。 
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Dp-3-gal Dp-3-glc Cy-3-gal Cy-3-glc Pt-3-gal Pt-3-gｌｃ Peo-3-gal Mv-3-gal Peo-3-glc Mv-3-glc Mv-3-ara

冷風乾燥前 67.0 0.29 0.04 0.35 0.04 0.35 0.20 0.36 1.59 0.20 0.39 0.72 4.53
冷風乾燥後 35.0 0.92 0.03 0.71 0.07 0.73 0.21 0.65 2.92 0.37 0.33 1.16 8.11

水分
(%)

アントシアニン（mg/g）
合計

Dp:デルフィニジン、Cy：シアニジン、Pt：ペチュニジン、Peo：ペオニジン、Mv：マルビジン、glc：グルコース、gal：ガラクトース、ara：
アラビノース

表2 冷風乾燥前後のブルーベリーアントシアニン含量 
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懸濁結晶法凍結濃縮装置を用いた液体だしの濃縮 

森山洋憲 下藤 悟 松本泰典＊ 竹内悠規＊ 佐藤 暢＊ 

Concentration of the soup stock by using freeze concentration system 

with method of suspension crystallization 

 Hironori MORIYAMA  Satoru SHIMOFUJI  Yasunori MATSUMOTO ＊  

Yuuki TAKEUCHI ＊ Masato SATO ＊ 

 

 我々はこれまでに懸濁結晶法による多品種少量生産に適した凍結濃縮システムの開発を検討してきた。農畜産物由来の

試料（果汁、牛乳、ショウガ汁）を用いた各濃縮試験によって、本システムがこれら試料の濃縮に有効であることを確認

した１）。本報では上記試料に続いて、水産物由来の試料であるだし汁への凍結濃縮システムの適用性を検証することにし

た。 
市販の業務用液体だし（ヤマキ㈱）を濃縮試験に供した。濃縮試験は氷粒子を発生させる製氷部と、氷粒子と濃縮液と

を分離する遠心分離機を配管で接続した循環方式の実験装置にて実施した。試料が循環する配管に取り付けたインライン

型Brix 計によって濃縮経過を観察した。39.9 kg のだしを使用し、3 倍以上の濃縮物を得ることを目標にした。濃縮過程

において適宜分析用試料を採取した。各分析用試料については、適宜希釈後、HPLC システムに注入し、遊離アミノ酸、

有機酸、核酸類の各濃度を測定した。同時にBrix 値と液色も測定した。 
濃縮前のだしはBrix 値 2.96%を示した。液体だしは製氷部内に投入され、0.1～0.3 mm の氷粒子を含むスラリー状態

になった後、遠心分離機に移送され、氷粒子と濃縮液とに分離された。その結果、9.7 kg の濃縮だしを得ることができた。

一方、遠心分離機から回収された氷の重量は 27.1 kg であった。濃縮後の液体だしは濃縮前サンプルの 3.1 倍の Brix 値

9.15%を示した。Brix 値の濃縮傾向と同様に、濃縮物の遊離アミノ酸、イノシン酸、乳酸の各濃度も濃縮前に比べて増加

していた。また液色は濃縮前Ｌ＊80.88、ａ＊3.77、ｂ＊57.97 から濃縮後Ｌ＊49.95、ａ＊27.74、ｂ＊76.67 に濃色化するこ

とを確認した。 
1) 第 59 回食品科学工学会大会講演要旨集，p.132（2012)   

                                                               

（(公社)日本食品科学工学会第 60回記念大会、平成 25年 8月） 

 

                 

＊ 高知工科大学 
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干しゼンマイの製造工程における色調の変化について 

下藤 悟 久武陸夫＊ 竹田匠輝 森山洋憲 

Change in color of royal fern during drying process 

 Satoru SHIMOFUJI Mutsuo HISATAKE ＊ Naruki TAKEDA Hironori MORIYAMA 

 

 高知県大豊町は日本一の干しゼンマイ生産地（19.6トン（H23 年））である。干しゼンマイは山間部の急傾斜地で収穫

後、天日干しによって生産される。国産品は生産性が低いものの需要が高いことから、高級食材として高価格で取引され

る（約 10,000 円/kg）。こうした干しゼンマイの品質については、経験的に赤色（飴色）の製品が良質であると判断され

てきた。これは適正に加工されたゼンマイが天日干しの際に赤色を発色することに由来する。適正な加工条件として、収

穫当日にゆで処理を行うこと、ゆで処理は温度と時間を厳守すること、必ず天日にさらすことなどが挙げられる。しかし

ながらこれら条件について明確な根拠がなく、生産者の経験に依存しているのが現状である。本研究では干しゼンマイの

品質安定化と増産とを目的として、製造工程におけるゼンマイの赤色発色機構の解析を試みた。 
試料として、収穫直後のゼンマイ、ゆで処理直後の品、天日乾燥の際に所定の時間間隔でサンプリングした品、完成品

(生鮮重量比 10％のもの)を実験に用いた。測色色差計を用いて試料の色調 L*a*b*値を評価した。アントシアニン量、ク

ロロフィル量、縮合型タンニン量を測定することにより、各試料の色素成分組成を比較した。続いて色に関与する成分に

ついて詳しく検討するために、各試料の70％メタノール抽出液を調製し、HPLC 分析に供した。 
生鮮品は a*が負の値を示し、緑色を呈する。干しゼンマイ完成品は a*が正の値を示し、赤褐色を呈する。色素成分組

成解析により、ゼンマイの赤色化にはアントシアニン類以外の成分の関与が示唆された。クロロフィル量はゆで処理直後

に著しく減少していた。これはクロロフィルが紫外線によって分解されためであると考えられる。また、縮合型タンニン

量も天日乾燥が進むとともに減少していくことがわかった。紫外線によってゼンマイに含まれるポリフェノールが酸化・

重合し、赤褐色となることが干しゼンマイの色調を赤色にする要因であると示唆された。 

                                                               

（(公社)日本食品科学工学会第 60回記念大会、平成 25年 8月） 

 

                 

＊ 食品加工特別技術支援員 
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ホームネットワークを用いた高齢者安否確認システムの開発 

デジタルサイネージの試作について 

今西孝也 野中 徹 * 池 龍美 * 今井一雅 **  

Development of a Safety Confirmation System for Elderly People 

Using Home Network 

Trial Manufacture of Digital signage 

Koya IMANISHI   Toru NONAKA *   Tatsumi IKE *   Kazumasa IMAI ** 

 

 「高齢者の見守りや安否確認システム」の構築において、RaspberryPi（ラズベリーパイ）マイコンをホー

ムサーバとして使用した。このマイコンを改良し、デジタル技術を活用してディスプレイに映像や情報を表

示するデジタルサイネージを開発した。本研究報告では、開発したデジタルサイネージについて記述すると

共に、平成 24 年度に開発・商品化した Beagleboard（ビーグルボード）を使用したものと比較した。また、

実際に導入した事例も報告する。 

 

１．はじめに  

高知県は全国平均に比べ約10年先行して高齢化が

進んでいる。このため、高知県が現在抱える課題は、

いずれ10年後の全国の課題とみなすことができる。そ

こで、高齢者が安心して暮らせる環境づくりを目的に、

室温、湿度、人の動き等をモニタリングし、高齢者ら

の安否確認を行うセンサネットワークを住宅内に「高

齢者の見守りや安否確認システム」として構築した。
1)このシステムでは、センサネットワークで取得され

たモニタリングデータを、Beagleboardマイコンを用

いて開発したホームサーバに時系列で保存した。 

平成24年度には、このホームサーバを、デジタル技

術を活用してディスプレイに映像や情報を表示するデ

ジタルサイネージに改良し、商品化した。これは、マ

イコンを用いた低価格なデジタルサイネージとして

「高知県新事業分野開発者認定制度」「高知県モデル

発注制度」（高知県内企業が開発した独創的な製品や

技術の優れた製品等の地産地消・地産外商を支援する

制度）で認定されている。2) 

近年、デジタルサイネージは、都市部を中心にショ

ッピングモール、病院、駅、役所などに急速に普及し、

新しい情報媒体として、世界的な市場の拡大が見込ま

れている。また、災害時の情報伝達手段として、デジ

タルサイネージは重要な媒体のひとつとして期待され

ている。 

高知県でもデジタルサイネージを活用し、その表現

力を活かしたコンテンツでいろいろな場所で情報提供

の取り組みをはじめている。たとえば、高知県安芸広

域エリアの9市町村では「高知県東部地域博覧会」を

計画し、観光振興に取り組んでいる。 

観光情報提供システムは、デジタルサイネージを用

い観光地図、イベント、施設・店舗案内などの情報を

表現力豊かに表示すると共に、設置場所の混雑状況や

温湿度などの環境情報もわかりやすく表示し、これら

の情報を他のデジタルサイネージに表示する機能や、

インターネット電話で表示内容について問い合わせる

機能なども提供する計画である。さらに、室戸ジオパ

ークを中心とした高知県安芸広域エリアの9市町村の

観光拠点、高知市内の観光拠点、都市部にある高知県

の広報施設などにデジタルサイネージを設置すること

により観光振興を目指している。 

そこで、本研究では、平成24年度に商品化したデジ

タルサイネージよりさらに低原価であるRaspberryPi

マイコンを使用し、使用者が簡単に表現力豊かに表示

する機能を追加したものを開発した。これを、     

を使用したデジタルサイネージと比較すると共に、導

入した事例を報告する。 
*    有限会社 恵比寿電機 

**   高知工業高等専門学校 

Beagleboard
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２．関連研究  

平成24年度に、TMS320C64xグラフィックプロセッ

サ、512MB RAMを搭載したBeagleboardマイコンを使

用し、焦電センサモジュールを接続したデジタルサイ

ネージを開発した。このデジタルサイネージは、焦電

センサにより、赤外線による人体検出を行い、人が画

面の前に来たときのみ画像を表示している。基本ソフ

トウェアは、Ubuntu Linuxを使用した。デジタルサイ

ネージのアプリケーションプログラムは、Qivコマン

ドとShell言語で開発した。 

図１にBeagleboard版デジタルサイネージを示す。

この研究開発により、Beagleboard版デジタルサイネ

ージは、マイコンを用いた低価格なデジタルサイネー

ジとして商品化された。 

しかし、商品化したこのデジタルサイネージを量産

するにあたりBeagleboardマイコンの入手手段を検討

すると、入手が少し困難である事がわかった。そこで、

今回、入手が比較的容易であり、Beagleboardマイコ

ンより安価なRaspberryPiマイコンを用いてデジタル

サイネージを開発した。開発するにあたり、      

版に無かった機能である表示データのブラウザによる

管理と表示内容、表示時間等をコンテンツごとに変更

できる機能を追加した。 

 

３．RaspberryPi版デジタルサイネージ 

RaspberryPiマイコンを用い、低コストのデジタル

サイネージを開発した。 

図2にRaspberryPi版デジタルサイネージを示す。

27インチディスプレイにHDMIケーブルでRaspberryPi

版デジタルサイネージを接続し、表示している。 

 

３．１ マイコン本体 

使用したRaspberryPiは、CPUプロセッサコアとし

てARM1176JZF-S（700MHz）、GPUにVideoCoreIV、内蔵

RAMに512MB、I/OコントローラにBroadcom BCM2835

を搭載し、SDメモリーカードを起動及びデータ保存用

のストレージにし、汎用I/Oピンをインターフェース

とした、低コストのマイコンである。3) 

 

図2 RaspberryPi版デジタルサイネージ 

 

図1 Beagleboard版デジタルサイネージ 

Beagleboard
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図3にRaspberryPi本体を、図4にRaspberryPi基

盤の裏面を示す。 

３．２ 基本ソフトウェア（OS） 

使用したRaspberryPiの基本ソフトウェアは、Linux

のディストリビューションの１つであるRaspbian（ラ

スプビアン）を使用した。 

Raspbianは、インターネットよりダウンロードした

ディスクイメージのファイルとして提供される。これ

をSDカードに書き込み、図4のとおりRaspberryPi

マイコンに差込み、使用する。4) 

 

３．３ デジタルサイネージアプリケーション 

デジタルサイネージのアプリケーションプログラム

は、表示内容、表示時間等をコンテンツごとにブラウ

ザ画面から変更できるようにScreenly（スクリーンリ

ー）のオープンソースエディションを使用した。5) 

図5にScreenlyの管理画面を示す。管理するPCか

ら、インターネットエクスプローラなどのブラウザを

用い、URLを指定し、この画面を表示し、画像、動画

等の登録を表示期間と表示間隔と共に行う。 

デジタルサイネージアプリケーションの開発は、

Python言語を用い、Screenlyに日本語機能、ディスク

キャッシュ強制書き込み機能、シャットダウン機能等

を追加することにより行った。 

Screenlyのライセンスは、Dual License: GPLv2 and 

Commercial License である。 

 

図3 RaspberryPi本体 

図5 Screenlyの管理画面 

図4 RaspberryPiの裏側 



３．４ Beagleboard版デジタルサイネージとの比較 

表1にBeagleboard版とRaspberry Pi版のデジタル

サイネージの比較表を示す。 

表１の比較表に示すとおり、基本ソフトウェアは、

それぞれUbuntu（ウブンツ）とRaspbianを使用して

いる。しかし、どちらの基本ソフトウェアもLinuxデ

ィストリビューションであるDebian（デビアン）から

派生したものであり、利用方法は似ている。たとえば、

ソフトウェアパッケージの管理は、APTと呼ばれる管

理システムが両者に存在しており、ソフトウェアのイ

ンストール、アップグレード等はほとんど同じコマン

ドで実行する。 

Raspberry Pi版では、Beagleboard版に無かった機

能として、ブラウザでの表示内容の管理がある。これ

により、ホームページを見るような方式で、表示内容

や表示時間等を設定できるようになった。さらに、

Raspberry Pi版では、インターネットから取得するホ

ームページをデジタルサイネージの表示内容にするこ

とが可能となった。 

 

４．デジタルサイネージの事例 

本研究で開発したデジタルサイネージをもとに商品

化した事例として、高知県庁受付に設置した例を図6

に示す。 

 

５．まとめ 

組み込みLinuxとRaspberry Piマイコンを利用し、

ブラウザで情報を更新できるデジタルサイネージを開

発した。今後、デジタルサイネージのネットワーク機

能、画面操作機能等を向上させ、商品価値の向上を目

指すと共に、観光振興、地域振興等への活用を検討す

る。また、2015年には高知県東部地域博覧会（愛称：

高知家・まるごと東部博）が始まり、デジタルサイネ

ージを利用した支援についても検討する。 

 

引用文献 

1) 今西孝也 野中徹 池龍美 今井一雅:平成24年度高

知県工業技術センター報告,No.44(2013)22-27 

2) 平成 24 年度「高知県新事業分野開拓者認定制度」

「高知県モデル発注制度」認定製品の公表 

http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/150501/h24

model-nintei1.html 

3) RASPBETTY PI 

http://www.raspberrypi.org/ 

4) Raspbian 

http://www.raspbian.org/ 

5) Screenly Open Source Edition 

http://www.screenlyapp.com/ose.html 

 

表1 Beagleboard版とRaspberry Pi版の比較表 

 版iP yrrebpsaR 版draobelgaeB 

 naibpsaR utnubU アェウトフソ本基

デジタルサイネージ

アプリケーション 

QivをShell言語で制御 Screenly OSE 

（Open Source edition） 

データの更新 Windowsファイル共有 ブラウザで更新 

 語言nohtyP 語言llehS 語言発開

表示内容 静止画、動画 静止画、動画、ホームページ 

 定設に由自でザウラブ 定固 間時示表

 

 

図6 高知県庁での設置例 
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マイクロバブルの評価技術の開発 

河野敏夫 伊吹 哲 鈴木大進 

Development of Evaluation Technique for Microbubble 

Toshio KONO  Satoru IBUKI  Masanobu SUZUKI 

 

 マイクロバブルの発生器の開発事業において、試作品の性能比較のための評価技術の開発を行った。レーザー回折式粒

度分布測定は直接的かつ簡便であるが、試験条件の変動に対する結果の変動量が少なくレスポンスが悪かった。間接的で

はあるがマイクロバブルの「滞留性」に着目して発生後の消滅過程による透過率の変化に注目した結果、高いレスポンス

が得られた。 

 

１．はじめに 

「マイクロバブル」をキーワードとして公開され

た出願特許の検索を行ったところ、1993年から2013

年の21年間で1000件以上がヒットした。年ごとの

件数の推移（図1）を見ると、2005年まではほぼ横

ばいの件数であり、2006年以降急激に件数が増加し、

2008年にピーク（138件）を迎えている。 

特許の出願から公開までの時間を考慮すると、マ

イクロバブルに関する研究開発は 2002 年～2005 年

にかけて活発に実施されたと考えられる。 

それぞれの内容について検証を行った結果、特許

の内容はマイクロバブルの発生装置に関するものと、

マイクロバブルの機能を活かした応用事例に関する

ものの二つに大別される。 

前者について、初期の発生装置は、微細な孔を持

つ多孔体に高圧の気体を注入して、発生する泡の粒

径を小さくする手法が主流であったが、その後はポ 

 

 

図1 マイクロバブルに関する特許出願数の推移 

ンプ等によって水を加圧しながら発生器に送り込み、

旋回流を生じさせて、気泡を細かく粉砕する手法が

主流となっている。 

後者について、マイクロバブルの応用事例は、造

船メーカーによる船舶の燃費向上、医療関連機器メ

ーカーによる超音波映像装置用の造影剤、環境プラ

ントメーカーによる閉鎖水域等での汚染底質の処理、

家電メーカーによる洗濯機の洗濯効率向上、食品プ

ラントメーカーによるペースト作成技術、化学プラ

ントメーカーによるオゾンマイクロバブルを用いた

有機汚染排水処理技術、印刷メーカーによるプリン

ト基板洗浄技術、自動車メーカーによる燃費向上技

術及びエンジンオイルの潤滑性能向上技術、美容機

器メーカーによる入浴/浴槽装置等、多岐にわたって

おり、昨今、身近なところでも注目されている。 

高知工業高等専門学校、（株）坂本技研、高知春野

農業協同組合、（株）宝照水産及び弊センターの 5

機関は共同で高知県産学官連携産業創出研究推進事

業に「高知県の基盤産業である第一次産業を活性化

させるマイクロバブルシステムの開発」の研究課題

で採択され、平成23年度から平成25年度にかけて

高知工業高等専門学校の基本技術 1)を元に、(株)坂

本技研による新規製品開発を目的として研究を行っ

た。 

前述のとおり、マイクロバブルの応用範囲は拡大

し、それに合わせたさまざまな種類の発生器が市販

されており、新製品開発のためには既存品との性能

比較が不可欠である。しかしながら、マイクロバブ

ル発生器の評価技術は標準化されていないため、弊

センターはその評価技術の開発を担当した。 
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２．実験方法 

２．１ 使用したマイクロバブル発生器について 

マイクロバブルの評価技術を開発するにあたり、

その発生器として現在市販されているものを使用し

た。市販品は水の導入口の後方から空気を導入し、

水圧によって旋回流を発生させた後に水と空気を接

触させる方式である。マイクロバブルの発生量及び

大きさは、導入する水の水圧及び空気の量によって

コントロールされる。 

 

２．２ レーザー回折式粒度分布測定装置による粒

度分布測定 

粉体等の固体粒子は電子顕微鏡等による観察が可

能であるが、マイクロバブルは気体のため固定化す

ることは困難であり、水中に存在している状態で測

定しなくてはならない。また、マイクロバブルは時

間経過に伴い収縮、消滅して形態が変化するため、

その形態を正確に測定するためには発生している状

態をリアルタイムで測定することが重要となる。そ

こで、マイクロバブルを発生させながらレーザー回

折式粒度分布測定装置のフローセルに直接導入して

評価を行うこととした。 

 評価装置はマイクロバブル発生部と粒径計測部か

ら構成される（図2）。マイクロバブル発生部は市販

マイクロバブル発生器を取り付けた10Lの水量の水

槽とマグネットポンプから構成される。この水槽か

らマイクロバブルを含む水を循環ポンプによってレ

ーザー式粒度分布測定装置のフローセルに直接導入

し、循環させながらマイクロバブルの粒径を計測し

た。装置付属のMieの散乱理論に基づいた解析を行

い、溶媒（水）と粒子（空気）の絶対屈折率はそれ

ぞれ1.33、1.00に設定した。 

 

 

図 2 粒度分布装置によるマイクロバブルの評価の

模式図 

２．３ 透過率による滞留性の測定 

 マイクロバブルの特徴である高滞留性によってそ

の性状を評価することとし、マイクロバブルによっ

て生じた濁りの時間変化を測定した（図3）。白熱灯

の光源による光を水槽内に透過させ、マイクロバブ

ルを発生させていない清水の状態で、波長 400～

900nmの間で透過率100%の校正を行った。次に、市

販発生器を用いて一定時間マイクロバブルを発生さ

せ、装置停止後、一定時間間隔で透過率の測定を行

った。発生条件によるマイクバブルの状態の違いを

評価するために、空気流量を変化させて透過率の測

定を行った。 

 

３.結果及び考察 

３．１ レーザー回折式粒度分布測定装置によ

るマイクロバブルの粒径評価について 

マグネットポンプの出力（圧力）は一定にし、発

生器に導入する空気の流量を10～500mL/minの間で

変化させて測定した結果を図 4 に示す。また、図 4

の結果から、平均気泡直径の値に注目して整理した

ものを図5に示す。その結果、発生器に導入する空

気流量が少ないほどマイクロバブルの粒径が小さく

なることが示唆された。しかしながら、変動要因と

して空気流量を変化させた度合いに対して、平均粒

子径の変化度合いが少なく、比較試験としてはレス

ポンスが低い結果となった。 

レーザー回折式粒度分布測定装置は、フローセル

を用いてマイクロバブルを連続的にリアルタイムで

測定することができるため、マイクロバブルの測定

に好都合と思われた。しかし、通常の粉体粒子計測

のケースでは0.1程度の信号強度が得られる（調整

する）のに対して、マイクロバブルの測定では信号 

 

 

図 3 光の透過率によるマイクロバブルの滞留

性評価の模式図
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マイクロバブルの評価技術を開発するにあたり、
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た。市販品は水の導入口の後方から空気を導入し、

水圧によって旋回流を発生させた後に水と空気を接

触させる方式である。マイクロバブルの発生量及び

大きさは、導入する水の水圧及び空気の量によって

コントロールされる。 
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折式粒度分布測定装置のフローセルに直接導入して

評価を行うこととした。 

 評価装置はマイクロバブル発生部と粒径計測部か

ら構成される（図2）。マイクロバブル発生部は市販

マイクロバブル発生器を取り付けた10Lの水量の水

槽とマグネットポンプから構成される。この水槽か

らマイクロバブルを含む水を循環ポンプによってレ

ーザー式粒度分布測定装置のフローセルに直接導入

し、循環させながらマイクロバブルの粒径を計測し

た。装置付属のMieの散乱理論に基づいた解析を行

い、溶媒（水）と粒子（空気）の絶対屈折率はそれ

ぞれ1.33、1.00に設定した。 

 

 

図 2 粒度分布装置によるマイクロバブルの評価の

模式図 

２．３ 透過率による滞留性の測定 

 マイクロバブルの特徴である高滞留性によってそ

の性状を評価することとし、マイクロバブルによっ

て生じた濁りの時間変化を測定した（図3）。白熱灯

の光源による光を水槽内に透過させ、マイクロバブ

ルを発生させていない清水の状態で、波長 400～

900nmの間で透過率100%の校正を行った。次に、市

販発生器を用いて一定時間マイクロバブルを発生さ

せ、装置停止後、一定時間間隔で透過率の測定を行

った。発生条件によるマイクバブルの状態の違いを

評価するために、空気流量を変化させて透過率の測

定を行った。 

 

３.結果及び考察 

３．１ レーザー回折式粒度分布測定装置によ

るマイクロバブルの粒径評価について 

マグネットポンプの出力（圧力）は一定にし、発

生器に導入する空気の流量を10～500mL/minの間で

変化させて測定した結果を図 4 に示す。また、図 4

の結果から、平均気泡直径の値に注目して整理した

ものを図5に示す。その結果、発生器に導入する空

気流量が少ないほどマイクロバブルの粒径が小さく

なることが示唆された。しかしながら、変動要因と

して空気流量を変化させた度合いに対して、平均粒

子径の変化度合いが少なく、比較試験としてはレス

ポンスが低い結果となった。 

レーザー回折式粒度分布測定装置は、フローセル

を用いてマイクロバブルを連続的にリアルタイムで

測定することができるため、マイクロバブルの測定

に好都合と思われた。しかし、通常の粉体粒子計測

のケースでは0.1程度の信号強度が得られる（調整

する）のに対して、マイクロバブルの測定では信号 

 

 

図 3 光の透過率によるマイクロバブルの滞留

性評価の模式図
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図4 空気流量によるマイクロバブルの粒度分布の変化 

 

 

図 5 空気流量とマイクロバブルの平均粒子径

の関係 

 

強度が低かった（0.02～0.03）ため、空気流量と平

均粒子径の関係がうまく整理できなったものと考え

られる。従って、レーザー回折式粒度分布測定装置

でマイクロバブルを評価するためには、いかに高濃

度のマイクロバブル溶液を準備できるかが重要とな

るが、発生能力が低い場合、評価することが困難と

なる。また、マイクロバブルよりも小さいナノバブ

ルの場合、粒径が使用するレーザーの波長よりも小

さくなるため、レーザー回折式粒度分布では直接的

な測定が原理的に困難となる。 

 

 

３．２ 透過率によるマイクロバブルの粒径評

価について 

図 6に一例として空気量 10mL/min と 1000mL/min

で実施した透過率の変化を示す。マイクロバブルの

発生を止めた直後に透過率は最低値を示し、時間経

過と共に上昇し、透明な状態に近づき、また、空気

量が少ない方が、初期の透過率が低くなり、より（白）

濁度が高くなることが分かる。 

マイクロバブルの粒径に起因する特徴的な吸収ピ

ークの発現を期待したが、残念ながら 400～900nm

の間で際だった吸収ピークは検出されなかった。空

気流量で透過率の変化を整理するために 400～

900nm の間の透過率を平均し、平均透過率として評

価に用いた（図7）。その結果、空気流量が少ない方

ほど平均透過率が100%に近づく（回復する）までの

時間が長くなる傾向が見られ、マイクロバブルの発

生によって濁度が高い状態が長期化することが分か

る。 

また空気流量が多い場合、平均透過率は対数関数

的に上昇するが、少ない場合は直線的に上昇した。 

 図 7 において、X 軸を拡大して、回復時間の

初期に注目すると、空気流量と平均透過率の上

昇挙動に高い相関性が見られることから、透過

率の変化、即ち滞留性を評価することによって

マイクロバブルの性状の違いを整理すること

が可能であり、比較試験として有効であること

が分かった。 
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図 6 透過率の時間変化（左：空気流量 10mL/min、右：空気流量 1000mL/min） 

 

 

図 7 平均透過率の回復時間と空気流量の関係 

 

４.まとめ 

 今回二つの手法でマイクロバブルの状態評価を行

った。第一にレーザー回折式粒度分布装置によるマ

イクロバブルの評価技術について下記のとおりであ

った。 

・水中に分散する粒子の量の目安となる吸光度は、

固体試料の場合、おおよそ0.1前後を目標として濃

度調整を行うが、マイクロバブルの場合、そこまで

の吸光度を稼ぐことができず、0.02～0.03程度の吸

光度での測定となった。 

・空気量を減少させると若干ながらマイクロバブル

の粒径は小さくなる傾向が見られた。この理由はマ

グネットポンプによる水の旋回流の強さ（速度）が

一定であれば、旋回流中に導入される空気量が少な

いほど、相対的な剪断力は大きくなり、空気はより

小さく粉砕されるためと考えられる。 

第二に透過率によるマイクロバブルの評価技術に

ついては下記のとおりであった。 

・マイクロバブルの発生について、可視光領域の透

過率を利用し、濁度という尺度で評価できることを

確認した。 

・マイクロバブルが支配的な領域では濁度の回復に

時間を要するため、マイクロバブルの高滞留性を確

認することができた。 

以上の結果から、レーザー回折式粒度分布測定は、

現在調査した範囲ではマイクロバブル発生器の評価

技術として適しているとは言えず、一方、透過率に

よる評価はマイクロバブルの発生状態を的確に捉え

ており、有効な評価技術であることが示唆された。 

 

引用文献 

1)秦隆志（高知工業高等専門学校）他：特開

2014-028340（2014） 
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レアメタルのリサイクル実用化技術の開発（第２報） 

用途拡大を目指して 

矢野雄也 岡﨑由佳 隅田 隆 川北浩久 福冨 兀＊
 

Recycling Technology for Rare Metals (Part 2) 

Aiming to expand applications 

Yuya YANO Yuka OKAZAKI Takashi SUMIDA Hirohisa KAWAKITA 

Takashi FUKUTOMI ＊ 

 

 セルロース系廃棄物の再利用を目指し開発してきた木粉吸着材の用途拡大を目的に実験を行った。基材となるセルロー

スの種類と吸着性能との関係を調べたところ、針葉樹切粉と竹切粉、竹かんな屑において大きな違いは見られなかった。

次に、有価・有害元素の吸着回収・除去に向けて吸着選択性の把握を行った結果、Cr(Ⅵ)、Se(Ⅵ)、Au(Ⅰ,Ⅲ)、Pd(Ⅱ)、

Pt(Ⅳ)、W(Ⅵ)、PO4
3-に選択的吸着性を持つことが分かった。また、PO4

3-、SO4
2-の分離回収も可能であった。 

 

１．まえがき 

 近年、電子機器の普及に伴い、貴金属の使用量が増

大している一方、利用可能な貴金属量は有限であるた

め、価格の高騰下落などの問題が起きている。脱貴金

属を目指し、代替品の開発及びその使用も多く行われ

ているが需要の高まりに追い付かず、依然としてその

使用量及び廃棄量が増大し続けている。貴金属含有廃

棄物からの貴金属回収技術も盛んに行われているが、

コストパフォーマンスの点から使用に有効なものは見

当たらない。 

また一方で高知県では林業をはじめ、紙産業などか

ら多くのセルロースが廃棄されている。 

我々はこれまでの廃棄セルロースの再利用に着目し、

セルロースを基材とする吸着材を作製し、金めっき排

液からの金回収技術を開発してきた。金の選択的吸着

能及び吸着率は比較的良好であるものの、先述と同じ

く実用化には製造及び回収コストと回収量とのバラン

スの問題が残されている。よって、製造及び回収コス

トの削減もしくは回収量の増加が必要である。 

本報ではこの問題の緩和を目指して行った調査実験

について報告する。 

 

 

 

 

 

２．実験方法 

２．１ 木粉の種類による金吸着能の差の把握 

 現在使用している木粉は針葉樹の切粉だが、製造コ

スト削減のため、他の安価なセルロース廃棄物への利

用展開も検討する必要がある。今回は竹廃棄物につい

て行った。 

竹の切粉、竹のかんな屑を基材とし、これまでの製

造工程１）でそれぞれ吸着材を作製し、金めっき排液を

用いて次のバッチ試験（以下、同様の手順をバッチ試

験とする）を行い比較評価した。 

 金濃度を100mg/Lに調整しためっき排液50mL（pH = 

4.2程度）に、作製吸着材を0.02g含浸させ、常温で

24時間撹拌後、金の濃度変化量を測定し、吸着率を調

べた。濃度測定にはICP-AES(SII、VISTA-PRO)を用い

た。使用めっき排液は県内めっき工場より採水したも

のを使い、吸着率は次式で定義した。 

吸着率(%) = [( Wa - Wb )/ M ] × 100 

Wa = バッチ試験前の溶液中金含有量(g) 

Wb = バッチ試験後の溶液中金含有量(g) 

M = 使用吸着材重量(g) 

 

２．２ 金以外の吸着能の把握 

 製造コスト削減のためには、金以外の利用用途を拡

大し、吸着剤の使用量を上げる必要がある。そのため

他元素の吸着能の検討を行った。 

２．２．１ 有価、有害元素の吸着能 

 表1の試薬を用いて各元素濃度が5mg/Lとなるよう
* 高知県企業化支援客員研究員 
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混合水溶液を調整（pH = 2.5程度）し、この混合液200mL

及び針葉樹切粉の吸着材0.1gを用いてバッチ試験を

実施し、経時的にサンプリング、溶液濃度測定を行っ

た。なお元素の選定は、本国における都市鉱山中に豊

富な金属元素もしくは有害元素で、陰イオン形態が存

在するかどうかを主な基準とし行った。都市鉱山に関

する情報は独立行政法人 物質・材料研究機構発表のも

の2)を参考にした。 

濃度変化率(%)= Cb / Ca × 100 

Ca = バッチ試験前の溶液中濃度(mg/L) 

Cb = バッチ試験後の溶液中濃度(mg/L) 

 

表1 混合溶液作製用試薬一覧 

イオン種 As(Ⅲ) As(Ⅴ) Au(Ⅰ) 

使用塩類 As2O3 Na2HAsO4 K[Au(CN)2]

イオン種 Au(Ⅲ) B(Ⅲ) Co(Ⅲ) 

使用塩類 K[AuCl4] H3BO3 K3[Co(CN)6]

イオン種 Cr(Ⅵ) In(Ⅲ) Mo(Ⅵ) 

使用塩類 K2Cr2O7 In Mo 

イオン種 Pd(Ⅱ) Pt(Ⅳ) Sb(Ⅴ) 

使用塩類 PdCl2 H2PtCl6 K[Sb(OH)6]

イオン種 Sb(Ⅲ) Se(Ⅳ) 

使用塩類 K2[(SbO)2C8H4O10]・3H2O K2SeO3 

イオン種 Se(Ⅵ) V(Ⅴ) W(Ⅵ) 

使用塩類 Na2SeO4 NH4VO3 Na2WO4 

 

２．２．２ リン酸、硫酸、硝酸イオンの吸着能 

リン酸、硫酸イオンが各100mg/L、リン酸、硫酸、

硝酸イオンが各100mg/Lとなるよう混合水溶液をそれ

ぞれ調整し、混合液100mL、針葉樹切粉吸着材0.5gを

用いて常温で24時間のバッチ試験を行った。 

 

３．結果及び考察 

３．１ 木粉の種類による金吸着能の差の把握 

 竹廃棄物を基材とし作製した吸着材のバッチ試験結

果とあわせて過去の針葉樹切粉を基材とした際の結果

を表2に示す。 

 過去の針葉樹切粉の結果はばらつきが大きく合成条

件をより詳細に検討する必要はあるものの、おおむね

竹を基材とし、その形態が違う場合でも針葉樹切粉と

同様の結果が得られている。 

 つまり、木材の種類によりリグニン量や構造に違い

はあるが、化学的成分を見れば同じ木質系セルロース

であり、同じ製造工程で同様の性能品が得られること

が分かった。 

 このことから今後、木材廃棄物以外の製紙スラッジ

のようなセルロース系廃棄物への応用展開の可能性も

考えられる。 

 

表2 竹基材吸着材のバッチ試験結果 

 切粉 かんな屑  
(参考) 

針葉樹切粉

吸着率(％) 5.9 7.8  5～10 

 

３．２ 金以外の吸着能の把握 

３．２．１ 有価、有害元素の吸着能 

 各陰イオンにおけるバッチ試験結果を図1～3に示

す。図のとおり作製吸着材への吸着量は元素により差

があり、選択性を持つことが示唆された。しかし、同

時に複数のイオンの吸着が認められたことから、その

選択性は不完全で、夾雑イオンの影響を受ける可能性

も示唆された。 

 本吸着材において特にCr(Ⅵ)、Au(Ⅰ,Ⅲ)、Pd(Ⅱ)、

Se(Ⅵ)の吸着効果が高く、条件次第ではPt(Ⅳ)、W(Ⅵ)

への活用の可能性が考えられる。 

 

３．２．２ リン酸、硫酸、硝酸イオンの吸着能 

 バッチ試験結果を表3に示す。 

 通常リン酸イオンと硫酸イオンの分離は困難だが、

本吸着材では硫酸イオンは吸着するが、リン酸イオン

はほぼ吸着せず溶液中に残存している。硝酸イオンの

吸着も認められたが、硫酸イオンの吸着能の方が高い

事が分かった。 

 おそらくリン酸、硫酸イオンの分離は、めっき排液

中の金酸とクエン酸イオンの分離と同じPVA被膜の効

果だろうと考えられるが、そのメカニズムはまだ解明

できていない。 
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図1 選択的吸着性1 
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図2 選択的吸着性2 
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図3 選択的吸着性3 

 

表3 リン酸、硫酸、硝酸イオンの選択的吸着性 

吸着率（％） PO4
3- SO4

2- NO3
-

PO4
3-、SO4

2-混合液 ＜0.5 7.7 - 

PO4
3-、SO4

2-、NO3
- 混合液 ＜0.5 4.6 2.0

 

 

 

５．まとめ 

 これまで我々は針葉樹切粉を用いたセルロース基材

陰イオン吸着材を開発してきた。この製造工程は竹を

基材に用いても同様の効果が認められ、今後他のセル

ロース系廃棄物を基材に使える可能性を示した。 

 製造工程に検討の余地を残すものの、多方面から大

量に発生するセルロース系廃棄物に活用できるとなる

と、廃棄コスト及び吸着材製造コストの削減につなが

ると考えられる。 

 また、これまで吸着材の利用先に金めっき排液から

の金回収のみを対象としてきたが、今回Cr(Ⅵ)、

Se(Ⅵ)といった有害元素、Au(Ⅰ,Ⅲ)、Pd(Ⅱ)、Pt(Ⅳ)、

W(Ⅵ)、PO4
3-といった有価物の選択的吸着能が認められ、

他用途への利用の可能性が広がった。 
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 高知県内に自生する未利用有用植物約 300種について、健康食品及び化粧品用機能性素材の開発を目的として、抗酸化

力（2 種）、ACE 阻害活性、α-グルコシダーゼ阻害活性、リパーゼ阻害活性、チロシナーゼ阻害活性、抗ウィルス活性、

抗ガン活性、脂肪蓄積抑制作用について、in-vitro の方法で調べた。各試料の活性を測定し、既存の活性物質とその強

さを比較することにより、その有効性を評価した。その結果、活性が強いと認められた試料が抗酸化力で 21 試料、ACE

阻害活性で 3試料、α-グルコシダーゼ阻害活性で 19試料、リパーゼ阻害活性で 43試料、チロシナーゼ阻害活性で 8試

料、抗ウィルス活性で 7試料、抗ガン活性で 36試料、脂肪蓄積抑制作用で 2試料であった。 

 

 

 

 

 

 

 

*    高知県資源利用加工特別技術支援員 
**   高知工科大学地域連携機構

    

***  高知大学農学部
 

****  高知県立大学健康栄養学部 
***** 株式会社 フタガミ

１．はじめに 

 高知県はわが国に自生する約 6千種の顕花植物

のうち約半分の 3,170種が存在する植物の宝庫で

ある。植物資源学的には、その約 1割が有用性を

持つと考えられているものの、産業利用の面では

ほとんどが未開拓である。そこで、本研究開発に

おいては、予備的な検討をもとに有望な植物種を

約 300種に絞り込み、健康食品用及び化粧品用機

能性素材の開発を目的として、具体的な抽出及び

有効性評価を検討したので報告する。 

 

 

 

 

２．実験方法 

２．１ 植物抽出物の調整 

採取した植物の各部位を 50℃、6時間乾燥させ

たのち、40℃で仕上げ乾燥させたものを供試品と

した。これを適当なサイズに裁断して、図 1に示

す方法により抽出した。すなわち、室温下に 80％

メタノールに 72時間浸漬してから濾過し、残渣に

再び 80％メタノールを加え、75℃で 3時間加熱抽

出した。濾過し、残渣に 80％メタノールを加え、

60℃で 1時間超音波抽出した。濾過したのち、濾

液を全て併せてメタノールを減圧下留去、真空凍

結乾燥することにより、植物抽出物を得た。植物

リストと抽出率は、表 1に示すとおりであった。 
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図1 抽出方法 

 

表1  

試料番号 部位 
抽出率 

(％) 

1 L 10.3 

2 L 30.5 

3 L 27.6 

4 S 31.0 

5 L 13.4 

6 F 19.1 

7 L 20.5 

8 L 24.2 

9 L 18.5 

10 L 11.5 

11 L 13.6 

12 F 45.7 

13 L 25.4 

14 L 18.6 

15 F 21.1 

16 S 10.1 

17 L 28.7 

18 F 2.5 

19 L 19.3 

20 L 46.4 

21 S 12.4 

22 F 67.3 

23 L 14.6 

24 S 16.6 

25 L 13.7 

26 穂 8.4 

27 L 31.0 

28 L 32.3 

29 L 25.4 

30 F 40.8 

31 L 25.9 

32 S 10.2 

33 全 12.3 

34 S 15.2 

35 花 24.7 

36 L 30.3 

37 L 46.0 

38 L 20.4 

39 L 18.5 

40 S 15.2 

41 L 21.8 

42 L 31.3 

43 L 45.1 

44 F 21.9 

45 L 30.0 

46 R? 22.8 

47 L 14.8 

48 L 18.7 

49 S? 39.0 

50 L 17.0 

51 S 10.6 

52 L 21.7 

53 L 15.9 

54 L 24.3 

55 S 10.3 

56 L 26.4 

57 R 9.8 

58 全 37.3 

59 花 49.0 

60 全 27.5 

61 L,茎,花 17.6 

62 L,茎 15.9 

63 全 27.4 

64 花(青) 33.7 

65 S 39.1 

66 若葉 18.0 

67 花 22.2 

68 F 20.2 

69 地上部 17.0 

70 花,F 22.8 

71 S,L 25.3 

72 全 27.2 

73 S,L 16.3 

74 F 26.7 

75 F 29.0 

試料裁断（20g）

８０％メタノール抽出（24hr@R.T.）

ろ過

75℃加熱抽出3hr

ろ過

60℃ソニケーション1hr

ろ過

乾燥・保管

エバポレーション（45～50℃）

真空凍結乾燥

コレクションバイアルへ

真空窒素置換

-20℃保管

残さ

80% メタノール

残さ

80% メタノール

残さ

・粉砕
・分取

ろ液

ろ液

ろ液

追加



76 L 35.5 

77 S 8.9 

78 全 11.5 

79 L 24.3 

80 S 13.8 

81 F 34.5 

82 花 19.9 

83 L 23.6 

84 S 7.3 

85 地上部 27.3 

86 地上部 16.8 

87 F 14.4 

88 F 11.7 

89 F 5.7 

90 L 28.3 

91 S 11.6 

92 F 20.3 

93 F 14.1 

94 地上部 17.6 

95 F 43.4 

96 S,L 18.0 

97 全 20.6 

98 地上部 21.2 

99 地上部 24.4 

100 全 35.8 

101 全 18.6 

102 全 15.2 

103 S 8.1 

104 全 20.0 

105 全 18.4 

106 F 41.2 

107 S,L 17.4 

108 F 47.1 

109 S,L 17.4 

110 地上部 9.6 

111 F 29.8 

112 S,L 15.7 

113 F 6.4 

114 S,L 14.4 

115 全 38.3 

116 全 38.6 

117 F 36.2 

118 地上部 27.4 

119 地上部 22.3 

２．２ 機能性評価 

２．２．１ 抗酸化力測定 

1)PAO(Potential Anti Oxidant)抗酸化能測定法 

 日研ザイル(株)日本老化制御研究所製PAO抗酸化能

測定キットを使用した。分析試料溶液は、抽出粉末

0.02gをジメチルスルホキシド(DMSO)(ナカライ、分子

生物学用試薬特級)1mLに完全溶解し、更にDMSOで16

～512倍に段階希釈した溶液を測定に供した。標準溶

液は、2mM尿素溶液を1～32倍に段階希釈した溶液を

測定に供した。また、抗酸化力の表記はCu還元力値を

同時に測定したTrolox相当量換算で表記した。 

 試料溶液、標準溶液、Trolox溶液(0.2mM)から各々

10μL分取し、希釈液390μL 加え、40倍希釈溶液と

した。次に、96穴マイクロプレートに200μL ずつ分

注し、マイクロプレートリーダーにて490nmの吸光度

を測定した。続いて、発色試薬であるCu++試薬50μL 

分注し、20℃で3分間インキュベートさせたのち、反

応停止液50μL 分注し、再び490nmの吸光度を測定し

た。 

 

2）DPPH(1,1-diphenyl-2-picrylhydrazyl)ラジカル消

去能測定法 

分析試料溶液は、抽出粉末0.01gをジメチルスルホ

キシド(DMSO)(ナカライ、分子生物学用試薬特級)1mL

に完全溶解し、試験に用いた。DPPH混液は、400μM 

DPPH(1,1-diphenyl-2-picrylhydrazyl)エタノール溶

液、200mM MES(2-morpholinoethanesulpholic acid)

緩衝液(pH6.0)、エタノールを等量混合し作製した。標

準溶液は、Trolox溶液を(0.2mM)を適宜希釈して、検

量線を作製した。 

 試料溶液またはTrolox溶液を96穴マイクロプレー

トに適宜分取し、5％エタノール溶液で希釈して、全量

50μLとした。そこに、DPPH混液150μL 分注し、室

温にて20分間反応させ、マイクロプレートリーダーに

て520nmの吸光度を測定した。 

 

２．２．２ ACE阻害活性測定 

 分析試料溶液は、植物体乾燥重1g相当量の抽出物が、

1mLに溶解した濃度(1g等量/mL)となるようジメチル

スルホキシド(DMSO)(ナカライ、分子生物学用試薬特

級)に溶解した溶液を、超純水を用いて50mg等量/mL

に希釈、5％ DMSO水溶液を用いて5mg等量/mLに希釈

し、これら2種の溶液を試験に用いた。 

 活性評価はUkedaらによって開発されたACE 

inhibition assay kitを使用し、キットに示されたプ
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トロコルに従い測定した。 

 

２．２．３ α-グルコシダーゼ阻害活性測定 

 ラット空腸由来の粗α-グルコシダーゼ画分は、

Kesslerらの方法に準じて刷子縁膜分画を調整して用

いた。すなわち、SD系雄性ラット(体重約250g)をイソ

フルラン麻酔下により心臓採血後に回復し、空腸部を

トライツ靱帯から下方へ20cmにわたって摘出した。切

開した空腸内部を氷冷した生理食塩水で洗浄後、粘膜

をスライドガラスを用いてこそぎとり、50mMマンニト

ール含有2mMトリス･塩酸緩衝液(pH 7.1)を加えて、氷

冷しながらホモジナイザーを用いて微細化した。これ

に塩化カルシウムを10mMになるように添加し、4℃で

15分間放置後に遠心分離(3000×g, 4℃, 15分)を行

った。得られた上清をさらに遠心分離(27,000×g, 4℃, 

15分)し、沈殿部(刷子縁膜分画)を得た。これを0.1M

マレイン酸緩衝液（pH 6.0）に懸濁し、Lowly法でタ

ンパク量を測定した後、試験に供するまで-20℃で保存

した。 

 0.1Mマレイン酸緩衝液(pH 6.0)300μL、ジメチルス

ルホキシド(DMSO)(ナカライ、分子生物学用試薬特級)

に溶解した植物抽出物10μL(10mg/mL)、250mMマルト

ース100μLを混合し、これに緩衝液で希釈した粗α-

グルコシダーゼ画分50-100μLを添加して37℃で30

分間反応後、沸騰水浴中に試験管を2.5分間浸漬した。

対照として、植物抽出物の代わりにDMSOを10μL添加

して行った。 

 反応後に生成したグルコース量は、グルコースCⅡ-

テストワコー(ムタローゼ･GOD法)を使用して行った。

本法において試料中のグルコースは、発色剤に含まれ

るムタローゼ、グルコースオキシダーゼ(GDO)、及びペ

ルオキシダーゼ等の作用により赤色の色素を生じ、こ

の赤色の吸光度を測定することにより試料中のグルコ

ースを定量した。 

 

２．２．４ リパーゼ阻害活性測定 

 方法は、Yoshikawaらの報告1）に準じて行った。植

物抽出物は、ジメチルスルホキシド(DMSO)(ナカライ、

分子生物学用試薬特級)に溶解し、評価時の試料濃度を

10mg/mLとした。ブタ膵リパーゼ(Sigma-Aldrich)及び

リパーゼキットS(大日本製薬)を使用した。測定方法

は、キットの方法を一部改変し、96穴マイクロプレー

トを使用して行った。すなわち、抽出物を含む試料サ

ンプル溶液15μL、酵素溶液(ブタ膵リパーゼ

0.05mg/mL、125mmol/Lトリス塩酸(pH 7.5))4μL、発

色液(0.1mg/mL 5,5’-ジチオビス(2-ニトロ安息香酸)

を含む緩衝液)50μLを入れて混和した後、30℃で5分

間予熱し、基質液(6.69mg/mL 三酪酸ジメルカプロール

+5.73mg/mL ドデシル硫酸ナトリウム)5μLを加え混

和後、遮光下にて30℃で30分間加熱し、反応停止液

を加えた後、マイクロプレートリーダーにて412nmの

吸光度を測定した。なお、各試料の対照には、試料溶

液としてDMSOを添加し、同様に操作して行った。 

 

２．２．５ チロシナーゼ阻害活性測定 

 測定は、Hanamuraらの報告2）に準じて行った。 

 分析試料溶液は、抽出粉末0.01gをジメチルスルホ

キシド(DMSO)(ナカライ、分子生物学用試薬特級)1mL

に完全溶解し、試験に用いた。また、チロシナーゼに

はマッシュルーム由来チロシナーゼを用いた。 

 96穴マイクロプレートに100mM リン酸ナトリウム

緩衝液(pH6.8)を70μL、試料溶液を2μL 分注し、更

に71.5units/mLのチロシナーゼ溶液を30μL添加し、

25℃にて5分間、プレインキュベーションを行った。

その後、10mM L-ジヒドロキシフェニルアラニン30μL

添加 、2分間インキュベートし、直ちにマイクロプレ

ートリーダーにて475nmの吸光度を測定した。 

 

２．２．６ 抗ウィルス活性評価 

 抗ウィルス活性を持つ化合物を効率的･高密度にス

クリーニングするために、タバコ培養細胞BY2から調

整したプロトプラストを実験材料として用いた。液体

培地で3日間培養したタバコ培養細胞BY2を遠心分離

で回収した後、酵素液(12.5mM 酢酸ナトリウム、5mM 

CaCl2、0.37M マンニトール(pH 5.8)、1.0% セルラー

ゼオノズカ RS(ヤクルト本社)、0.1％ ペクトリアーゼ 

Y-23(盛進製薬))に懸濁し、室温で2時間処理した。洗

浄用緩衝液(12.5mM 酢酸ナトリウム、5mM CaCl2、0.37M 

マンニトール(pH 5.8))で4回洗浄後、エレクトロポー

レーション用緩衝液(5mM MES、70mM KCl、0.33M マン

ニトール(pH 5.8))700μLに懸濁した。2μgのウィル

スRNAをエレクトロポーレーション法を用いてプロト

プラストに接種し、0.3M マンニトールを含む培養細胞

培地に懸濁した。その後、26℃で20時間培養した。こ

の際、植物抽出成分を0.5％容量加えた。 

 プロトプラストにおけるウィルスの検出には、ELISA

法を用いた。接種20時間後のプロトプラストは炭酸緩

衝液(Na2CO3 1.5g、NaHCO3 2.93g/L、pH 9.6)を用いて

溶解した。96穴ELISAプレートに100μLずつ分注し、

37℃で1時間静置した。その後、PBSTで4回洗浄し、
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トマトモザイクウィルスに特異的に抗体(1/2000)を加

え、1時間静置した。PBSTで洗浄後、anti-Rabbit lgG 

alkalinephosphatase conjugate(1/3000)を加え、1時

間静置した。PBSTで洗浄後、10％ dietanolamine pH 

9.8に1mg/mLの濃度で溶解した

p-nitorophenylphosphateを100μLずつ加え、マイク

ロプレートリーダーにて405吸光度を測定した。 

 

２．２．７ 抗ガン活性評価 

 大腸がん細胞に対する植物抽出物の増殖抑制の程度

を測定し、抗がん活性として評価した。 

 マウス大腸がん細胞(C-26)は、理化学研究所バイオ

リソースセンターから入手した。細胞の培養には、10％ 

ウシ胎児血清とペニシリン･ストレプトマイシン1％

を含むRPMI1640を培地として用いた。また、培養は

37℃、5％ CO2条件下で行った。細胞数は、トリパンブ

ルーで染色後、生細胞を細胞数計測装置を用いて測定

した。 

 活性は次のように測定した。継代培養によって80％

以上のコンフルエント状態になった細胞を2×

105cells/mLになるように調整し、調整後96穴マイク

ロプレートの各ウェルに100μLずつ播種し、24時間

培養した。培養後、各種植物抽出物を100mg/mLとなる

ようにジメチルスルホキシド(DMSO)(ナカライ、分子生

物学用試薬特級)で溶解し、これを培地に0.3％となる

ように添加し、調整した試験用培地で24時間培養した。

その後、各ウェルにCell Counting Kit-8を10μL添

加し、インキュベーターで1～2時間反応させた。反応

後、マイクロプレートリーダーにて450nmの吸光度を

測定した。 

 

２．２．８ 脂肪蓄積抑制測定 

 Okadaらの方法 3）に準じて行った。脂肪前駆細胞の

培養及び脂肪細胞への分化誘導は以下のとおりに行っ

た。マウス脂肪前駆細胞3T3-L1を用い、37℃、5％CO2

条件下、10％(v/v) ウシ胎児血清(FBS)100u/mL ペニシ

リン(Pen)、100u/mL ストレプトマイシン(Str)を含有

するDulbecco’s modified Eagle’s培地(DMEM)で2

日間予備培養した後、96穴マイクロプレートに細胞を

1×105/ウェルの密度で同培地に播種し、2日間培養し

た。その後、2.5μmol/L デキサメタゾン、0.5mmol/L 3-

イソブチルキサンチン、10μmol/L インシュリンを含

有する上記培地で、2日間脂肪細胞への分化誘導処理

を上記と同様の培養条件下で行った。誘導処理後、培

地を10％ FBS, Pen, Str及び10μmol/L インシュリ

ンを含むDMEM培地に交換し、2日毎に培地を交換しつ

つ、6日間培養した。植物抽出物は、ジメチルスルホ

キシド(DMSO)(ナカライ、分子生物学用試薬特級)にて

10μg/mLとし、分化誘導開始以降に、培地中に2μL

を添加して培養を行った。対照として、DMSOのみを添

加して同様に行った。6日目に細胞内中性脂肪蓄積量

を測定した。 

 細胞内中性脂肪量は、次に示す方法により行った。

96穴マイクロプレート上の細胞をリン酸緩衝液生理

食塩水(pH 7.2、PBS)で洗浄後、10％ ホルマリン液で

一晩固定した後、60％ イソプロパノール(v/v)に溶解

した0.3％ オイルレッドO液に15分間浸漬して,細胞

内トリグリセリドを染色した。染色後、細胞をPBSで

洗浄し、100％ イソプロパノールを添加してオイルレ

ッドOを溶出させ、マイクロプレートリーダーにて

490nm吸光度を測定した。対照のトリグリセリド量を

100として、各抽出物トリグリセリド量を相対値で示

した。 
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図2 抗酸化力（PAO, DPPH） 
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図3 ACE Kit-WSTの測定原理 

 

３．結果 

３．３．１ 抗酸化力(PAO、DPPH)評価 

 抗酸化物質の種類自体は数千種類にものぼるうえ、

抗酸化物質一分子あたりで無害化できる活性酸素の数

も、それぞれの分子量も異なる。そこで、抗酸化物質

が単位量(質量あるいは体積)あたり、どれほどの量の

活性酸素を還元(無害化)できるかを測定する方法が開

発され、これまでに数多くの測定法が報告されている

が、どれも一長一短があることは否めない。 

 しかしながら、代表的な測定方法というものは現実

的にいくつか存在しており、いずれも単位量(質量また

は体積)あたりのTrolox相当モル数で表される。 

 本報では、PAO(Potential Anti Oxidant)法及び

DPPH(1,1-diphenyl-2-picrylhydrazyl)法にて、 87種

119部位について抗酸化力測定を行った。その結果、

21試料に高い抗酸化力が認められた(図2)。 

 

３．３．２ ACE阻害活性評価 

 アンジオテンシン変換酵素(Angiotensin 

Converting Enzyme(ACE))は、血圧調節メカニズムの一

つであるレニン-アンジオテンシン系においてアンジ

オテンシンⅠから昇圧作用を有するアンジオテンシン

Ⅱを生成する。また同時に降圧ペプチドであるブラジ

キニンを分解するなど、血圧上昇に大きく関与してい

る酵素である。 

本報ではACE Kit-WST(図3)を用いて、22種33部位

について、ACE阻害活性測定を行った。その結果、4

試料に高い活性が認められた(表2)。 



表2 ACE阻害活性 

試料名 
ACE 阻害活性率(％) 

5mg eq./mL 0.5mg eq./mL

1 45.8 16.0 

2 64.5 4.4 

3 65.7 9.4 

4 74.9 16.6 

5 11.3 7.1 

6 38.0 11.4 

7 40.2 12.4 

8 24.7 2.0 

9 34.0 0.9 

10 28.3 0.9 

11 17.0 1.4 

 50mg eq./mL 5mg eq./mL 

12 102.5 38.5 

13 101.0 68.6 

14 87.4 27.5 

15 87.7 62.1 

16 94.1 -0.1 

17 95.5 56.4 

19 99.2 33.9 

20 100.6 38.9 

21 98.1 27.2 

23 94.6 30.1 

24 91.7 30.9 

25 100.4 67.2 

27 100.8 52.6 

28 99.8 67.4 

29 96.2 63.9 

30 95.5 44.4 

31 90.4 56.2 

32 97.6 8.8 

33 102.6 48.9 

34 102.0 41.4 

35 103.0 83.9 

36 100.3 89.8 

 

３．３．３ α-グルコシダーゼ阻害活性評価 

 α-グルコシダーゼとは、糖のα-1,4-グルコシド結

合を加水分解する反応を触媒する酵素をいう。ヒト腸

粘膜からは5種類のα-グルコシダーゼが分離されて

いるが、それぞれ基質特異性が異なる。 

本報では、α-グルコシダーゼの基質として、マルト

ースを使用して、植物抽出物の阻害活性を評価した。

87種119部位について、α-グルコシダーゼ阻害活性

測定を行った結果、19試料に高い活性が認められた

(図4)。 

 

 
 

図4 α-グルコシダーゼ阻害活性 
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３．３．４ リパーゼ阻害活性評価 

 食事性の脂質は、成人の場合、十二指腸に分泌され

る胆汁中の胆汁酸により乳化され、その後小腸内の消

化酵素リパーゼにより分解され、吸収される。この酵

素の作用を止めることで、食事由来の脂質の吸収を抑

制し、体内への脂質の蓄積量を抑えて肥満や糖尿病の

予防・改善の効果を発揮することができる。 

 本報では、各種植物抽出物が消化酵素として小腸に

分泌される膵リパーゼをどの程度阻害する可能性があ

るかを評価するために、リパーゼ阻害活性を測定した。

87種119部位について、リパーゼ阻害活性測定を行っ

た結果、43試料に高い活性が認められた(図5)。 

 

３．３．５ チロシナーゼ阻害活性評価 

 メラニンとは、フェノールの類似物質が高分子化し

て色素となったものの総称である。一般にメラニンは、

色素細胞の中で生合成される酵素チロシナーゼの働き

によって、チロシンからドーパへ、ドーパからドーパ

キノンへと二段階の反応を経て、さらに5,6-ジヒドロ

キシインドフェノール等の中間体を経て、高分子を形

成するものとされている。皮膚においてメラニンは、

紫外線から生体を保護する役目も果たしているといわ

れるが、過剰生成や不均一な蓄積は、皮膚の黒化やシ

ミの原因となる。従って、皮膚の黒化(皮膚色素沈着症)

を予防、治療または改善するためには、メラニンの産

生に関与するチロシナーゼの活性を阻害することが必

要となる。 

 本報では、各種植物抽出物がメラニンの産生に関与

するチロシナーゼをどの程度阻害する可能性があるか

を評価するために、チロシナーゼ阻害活性を測定した。 

87種119部位について、チロシナーゼ阻害活性測定を

行った結果、8試料に高い活性が認められた(図6)。こ

のうち、クワ科、シソ科、アカネ科で各1種、顕著な

チロシナーゼ阻害効果が見られた。最も阻害活性の強

かったクワ科植物について、活性成分の特定と構造解

析を実施している。

 

図5 リパーゼ阻害活性 
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図6 チロシナーゼ阻害活性 

３．３．６ 抗ウィルス活性評価 

 これまでに、植物病原ウィルスに対する有効な防除

方法は確立されておらず、ウィルス病害の防除方法の

確立は、安定な農業生産にとって必須の課題である。

ウィルスは、その増殖を寄生する生物に完全に依存し

ているため、ウィルスの増殖を抑制するような多くの

化合物は、植物の生育も阻害する。よって、ウィルス

の増殖は阻害するが、植物の生育は阻害しないウィル

ス増殖を特異的に阻害する化合物の探索が喫緊の課題

となっている。しかし、興味深いことに、栽培作物以

外の植物は、ウィルス病害に対する抵抗性を示すこと

がある。このことは、自生植物は抗ウィルス活性を有

する未知の物質を用い、ウィルス感染から自身を防御

している可能性を示唆している。 

 本研究では、トマト、ピーマン及びたばこなどのナ

ス科作物に感染し、甚大な被害を全世界で引き起こし

ているトマトモザイクウィルス(ToMV)を用い、抗ウィ

ルス活性を評価した。22種33部位について、抗ウィ

ルス活性測定を行った結果、10試料に高い活性が認め

られた(表3)。 

表3 

試料番号 部位 抗ウィルス活性 

1 L － 

2 L ＋＋＋ 

3 L ＋＋＋ 

4 S ＋＋ 

5 L － 

6 F ＋＋＋ 

7 L ＋ 

8 L ＋ 

9 L － 

10 L ＋ 

11 L ＋ 

12 F － 

13 L － 

14 L － 

15 F － 

16 S － 

17 L － 

19 L － 

20 L ＋＋ 

21 S － 

23 L － 

24 S － 

25 L － 

27 L － 

28 L ＋＋＋ 

29 L － 

30 F － 

(1
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31 L － 

32 S － 

33 全 － 

34 S － 

35 花 － 

36 L － 

 

３．３．７ 抗がん活性評価 

 大腸がん細胞に対する各種植物抽出物の増殖抑制の

程度を測定し、抗がん活性として評価した。87種119

部位について、抗がん活性測定を行った結果、36試料

に高い活性が認められた(図7)。 

 

３．３．８ 脂肪蓄積抑制評価 

 脂肪細胞のライフサイクルは、①中胚葉系多機能幹

細胞が前駆脂肪細胞へ決定される過程、②前駆脂肪細

胞の増殖と成熟脂肪細胞へと分化する過程、③機能を

終えた脂肪細胞の死と生体から排除される過程、に分

けて考えられている。そこで、各種植物抽出物の脂肪

蓄積抑制作用が、前駆脂肪細胞から成熟脂肪細胞へと

分化誘導された後の過程での発現機構とどう関係して

いるかを見いだすために、3T3-L1脂肪細胞を使用して

脂肪細胞に蓄積されたトリグリセリド(中性脂肪)量を

測定して評価した。 

 31種47部位について、3T3-L1脂肪細胞に対する脂

肪蓄積抑制評価を行ったところ、2試料に高い活性が

認められた(図8)。 

  

図7 抗がん活性 
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図8 脂肪蓄積抑制 

４．まとめ 

 高知県に自生する顕花植物のうち、有望な植物種を

約300種に絞り込み、健康食品用及び化粧品用機能性

素材の開発を目的として、具体的な抽出及び有効性評

価を検討した。 

 抗酸化力では21試料に、ACE阻害活性では3試料に、

α-グルコシダーゼ阻害では19試料に、リパーゼ阻害

では43試料に、チロシナーゼ阻害では8試料に、抗ウ

ィルス活性(タバコ細胞)では10試料に、抗がん活性

(マウス大腸がん細胞)では36試料に、3T3-L1脂肪分

解促進では2試料に高い活性が認められた。 

以上のことから、抗酸化、高血圧、糖尿病、肥満等

の成人病予防、色素沈着、抗ウィルス性、発がん予防 

等に有効と推定される多くの資源を見いだすことがで

きた。 
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高知県固有植物の有効利用に関する研究（第２報） 

カヤ（榧）種子油中の脂肪酸濃縮法の検討 

川北浩久 岡﨑由佳 鈴木大進 吉田麻吏＊
 

Utilization of endemic plant of Kochi Prefecture (Part 2) 

Concentration of the specific components of Seed oil of Torreya Nucifera  

Hirohisa KAWAKITA Yuka OKAZAKI 

Masanobu SUZUKI Mari YOSHIDA ＊ 

 

 カヤ（榧、Torreya Nucifera）種子から得られる油脂中の特徴成分である C20:3 5,11,14-ｴｲｺｻﾄﾘｴﾝ酸(ｼｱﾄﾞﾝ酸)の工

業的濃縮手法を検討した。 

その結果、尿素付加法及び減圧蒸留の単位操作により、いずれも40%強に濃縮することが可能であった。 

また、各手法毎にシアドン酸以外の脂肪酸濃縮係数には大きな差があり、これを利用することにより、効率的な分離・

濃縮が可能である事が示唆された。 

 

１．まえがき 

 高知県内では全国でも希な大規模なカヤ（榧）の植

林（約15万本）が行われており、筆者らはカヤ種子油

の有効利用の検討を行ってきた 1)。 

 カヤ種子にはシアドン酸が10%前後含まれており脂

肪代謝機能に関する様々な作用が報告されている。2) 

本研究では、これらシアドン酸に起因する作用を強

化した商品開発を行う事を前提とした工業的濃縮のた

めの基礎試験を種々検討したので報告する。 

 

２．試験方法 

 脂肪酸の濃縮方法 3)は、尿素付加法、減圧蒸留法、

ウィンタリング（低温分別）法、分別結晶法、カラム

クロマトグラフ法などが提唱されているが、コスト、

安全性を考慮し、本報では前3法について検討を行っ

た。 

２．１ 試料 

 前報記載常法による圧搾・濾過済種子油を用いた。 

 種子油は、原油、加水分解物もしくはエチルエステ

ル化処理物の3種類を使用した。 

 

２．２ 前処理方法 

２．２．１ 加水分解物 

 500gの原油に対し、150gKOH/2.5L-エチルアルコー

ル溶液を加え、ウォーターバスで6時間加熱還流、エ 

 

チルアルコールを留去後、6M塩酸を加えpH2以下に調

整し、n-ヘキサンで抽出した。 

 抽出は2回行い、十分に水洗後、無水硫酸ナトリウ

ムによる脱水後、濾過し、n-ヘキサンを減圧留去し、

加水分解物を得た。 

 

２．２．２ エチルエステル化物 

 先の加水分解物1kgに対し、エチルアルコール2L、

濃硫酸20ｍlを加え、マントルヒーターで4時間、加

熱還流し、n-ヘキサンで抽出した。 

 抽出は2回行い、十分に水洗後、無水硫酸ナトリウ

ムによる脱水後、濾過し、n-ヘキサンを減圧留去し、

エチルエステル化物を得た。 

 

２．３ 各濃縮法と評価方法 

２．３．１ 尿素付加法 

脂肪酸の不飽和度の差を利用した分別を行うべく、

尿素付加法を検討した。 

前処理工程で得られた加水分解物1kgに対し、メチ

ルアルコール3.3l、尿素660gを加熱溶解し、4℃にて

一晩放置後、晶析物をろ別した。ろ液はその10%を分

析に供し、残部90%に、再度尿素を加熱溶解し、前述

の手順同様、晶析物とろ液を得る操作を合計5回行い、

各区分の分別物中の脂肪酸組成を評価した。 

 晶析物は等量のメチルアルコールを加え加熱溶解し、

6M硫酸にてpH2以下に調整し、n-ヘキサンで抽出した。
* 高級アルコール工業株式会社 
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また、ろ液も6M硫酸にてpH調整、以下同様に抽出を

行った。 

抽出は2回行い、十分に水洗後、無水硫酸ナトリウ

ムによる脱水後、濾過、n-ヘキサンを減圧留去し、各

画分を得た。 

 ろ液は目的成分濃縮物としての組成評価を行うとと

もに、ろ液、晶析物ともに物質収支の算出基礎とした。 

 

２．３．２ 減圧蒸留法 

 エチルエステル化物を原料としウィットマー蒸留装

置にて5hPa（≒4mmHg)、180℃にて減圧蒸留を行い、

時間経過毎に得られた残液を評価した。 

 

２．３．３ ウィンターリング法 

 原油、加水分解物、エチルエステル化物に適宜溶媒

を添加し、-5℃～-29℃大気下で12時間撹拌後、同条

件下で自然濾過により分別した。 

表1 分別条件 

 

２．３．４ 脂肪酸組成分析 

ナカライテスク株式会社製脂肪酸分析キットにて常

法どおり前処理を行った。すなわち、三フッ化ホウ素

―メタノール法により、メチルエステル誘導体化を行

い、ガスクロマトグラフ質量分析計により、測定した。 

同定は標品との保持時間、マススペクトルの比較に

より行い、TICの面積百分率を便宜上、分析値として

使用した。 

GC-MS :JMS-Q1000MkⅡ（日本電子株式会社） 

     70eV-300μA  イオン源温度 260℃ 

 ｶﾗﾑ(共通)：Spelco-SP2500(0.25㎜×0.2μm×100m) 

      Inj:240℃,Det:240℃ 

      240℃(10min)-2℃/min-240℃(15min) 

 標準物質：SPELCO FAME Mix SPB-PUFA 

    WAKO(Cayman) 5(Z),11(Z),14(Z)-Eicosatrienoic acid 

 

３．結果及び考察 

３．１ 尿素付加法 

 5回繰り返し尿素付加を行った処理物の脂肪酸組成

を図１に示す。 また、その際の回収率を図2に示す。 

 本法は、脂肪酸の選択性が高く、尿素付加により、

飽和脂肪酸であるパルミチン酸、ステアリン酸は容易

に除去が可能であるが、分子量、構造が比較的近い不

飽和脂肪酸であるリノール酸とシアドン酸の完全な分

離はできなかった。 

 3回処理終了時点で、リノール酸、シアドン酸以外

はほぼ除去されており、5回処理終了時、シアドン酸

濃度は45.6%、シアドン酸／リノール酸比は0.87で、

シアドン酸回収率は39.2%であった。  

 

図1 尿素処理物の脂肪酸組成 

図2 尿素処理物中各脂肪酸の回収率 

 

３．２ 減圧蒸留法 

減圧下で塔頂温度180℃までゆるやかに加熱・保持

した状態下で留出させた際の残油部組成（図３）と回

収率（図４）を評価した。 

 

 

図3 減圧蒸留時の残油組成(4hPa､180℃) 

 

試料 ウィンタリング温度 使用溶剤 

加水分解油 -20℃ 5%含水アセトン 

エチルエステル化油 -20,-25,-29℃ － 
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図4 減圧蒸留時の各脂肪酸成分回収率 

 

その結果、94.3%留出時にシアドン酸濃度は42.0％

に達したが、リノール酸以外の比較的分子量の高い不

飽和脂肪酸が濃縮されているため、シアドン酸／リノ

ール酸比は2.6と、高値を示した。 

また、シアドン酸回収率は22.3％と、前法の約1/2

に留まった。 

 

３．３ ウィンタリング法 

３．３．１ 加水分解油のウィンタリング分別 

加水分解油のウィンタリング分別結果を図5、回収

率を図6に示す。 

その結果、低希釈時のパルミチン酸、ステアリン酸

の分別効果は顕著に見られたが、その他の脂肪酸を顕

著に分別する事はできなかった。 

 

図5 加水分解物のウィンタリング分別結果 

 

図6 ウィンタリング分別油(加水分解油)中の各脂

肪酸回収率 

３．３．２ エチルエステル化油のウィンタリング分

別 

エチルエステル化油のウィンタリング分別結果を図

7、回収率を図8に示す。 

図7より、この温度帯ではシアドン酸の濃縮は限界

があるが、パルミチン酸、ステアリン酸の分別効果の

温度依存性があり、比較的容易に分離が可能であった。 

 

図7 エチルエステル化油のウィンタリング分別結果 

 

図8 ウィンタリング分別油（エチルエステル化油）

中の各脂肪酸回収率 

 

３．４ 各方法の比較 

３．１～３．３の各手法の結果から、最も高い分離

効率が得られた各条件での脂肪酸組成から得られた処

理前後の濃縮係数を表2に示す。 

表2 各濃縮法による脂肪酸濃縮係数・回収率比較 

ﾊﾟﾙﾐﾁ
ﾝ+ｽﾃ
ｱﾘﾝ

ｵﾚｲﾝ
酸

ﾘﾉｰﾙ
酸

ｴｲｺｻ
ｼﾞｴﾝ
酸

ｼｱﾄﾞﾝ
酸

尿素付加法 5回付加処理 0.0 0.0 1.1 0.0 5.3 39.2
減圧蒸留法 94.3%留去残液 0.2 0.5 0.3 7.6 4.9 22.3
ウィンタリング -20℃,1:3ｱｾﾄﾝ 0.1 1.1 1.1 0.5 1.1 67.5
ウィンタリング -29℃ 0.2 1.2 0.9 1.6 1.4 34.7

方法 条件

脂肪酸濃縮係数 ｼｱﾄﾞﾝ
酸回
収率
(%)

 

以上の結果より、尿素付加法をベースに、リノール

酸除去に減圧蒸留法を併用する事により、効率的なシ

アドン酸濃縮が図れるものと思われる。 

また、本報では単蒸留による減圧蒸留であるが、工

業的には多段蒸留を採用する事により、シアドン酸回

収率の向上が図られる事は容易に推察される。 
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４． まとめ 

カヤ種子油中のシアドン酸の濃縮単位操作を試みた。 

その結果、尿素付加法及び減圧蒸留法によりシアド

ン酸濃度をそれぞれ45.6%、42%に濃縮する事が可能で

あった。また、その時の回収率は、それぞれ39.2%、

22.3%であった。 

上記２法による濃縮過程でシアドン酸以外の脂肪酸

濃縮係数には大きな差があり、これを組み合わせ利用

することにより、効率的な分離・濃縮が可能である事

が示唆された。 
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海洋深層水濃縮水の滅菌処理技術 

 

隅田 隆 矢野雄也 伊吹 哲 竹家 均＊
 

Sterilization Processing Technique of Deep Sea Concentration Water 

Takashi SUMIDA Yuya YANO Satoru IBUKI Hitoshi TAKEYA＊ 

 

 

 海洋深層水濃縮水の滅菌処理技術として、UV ランプ及び UF（限外ろ過）膜を用いた滅菌システムを評価した。ラボス

ケール、実機スケールの試験から UVランプ、UF膜の滅菌処理の有効性を示す結果を得た。循環方式では濃縮水をストッ

クするタンク内の衛生管理には注意を要した。濃縮水の供給に関しては、UV ランプ、UF 膜の滅菌処理後直接の提供が望

ましい結果となった。 

 

１．はじめに 

室戸市の深層水利用企業においては、深層水の脱塩

水は利用しているものの濃縮水は多くを廃棄しており、

この濃縮水の利用が模索されている。濃縮水とは、逆

浸透膜方式を用いて脱塩水を生産している際に、二次

的に生産される濃縮海水を言う。現在、深層水を利用

する企業は室戸市まで採水に行く必要があり、運搬コ

ストも無視できない。濃縮水を利用する場合、品質安

定性の面、輸送コストの面が優位であるならば、県中

西部などさらなる深層水利用につながる。 

この濃縮水に関しては、濃縮水を提供する企業の視

点からすると、衛生面を考慮して菌類が認められない

濃縮水を販売したいという要望がある。そこで、濃縮

水の滅菌処理技術を調査し、濃縮水の提供に向けての

基礎データを報告する。 

 

２．滅菌処理の方法とその特徴 

２．１ 紫外線ランプ 

紫外線による殺菌機構については、生物の細胞内に

は遺伝情報をつかさどる核酸(DNA または RNA)が存在

し、UVが照射されると核酸はその光を吸収し、一部の

ピリミジン(主にチミン)がピリミジン二量体を形成す

るため、遺伝子からの転写制御が滞り新陳代謝に支障

を来たし死に至るとされる。したがって、UVで細菌自

体は直ちに死ぬわけではないが、代謝能力、増殖能力

が無くなった状態になる。そのため、不活化ともいわ

れる。また、少量のUVの場合は、細菌の種によっては

可視光を強く照射されると活性を取り戻す光回復とい

う現象も見られる。その光回復には、波長300～500nm

の可視光によって活性化される光回復酵素による酵素

的光回復と、近紫外光により間接的に復元される非酵

素的光回復の2通りが知られている。対象菌が光回復

する場合は、その回復レベルも考慮してUV照射量など

を決定する必要がある。1) 2)  

殺菌に用いられる光源として、殺菌作用の大きい

260nm付近(253.7nm)の UVを効率よく発光する低圧水

銀ランプが一般的に広く使用されている。また、使用

するガラス管は、UVを透過する必要があるため特殊ガ

ラスや石英ガラスが用いられる。また、殺菌作用は波

長が300nm以下であれば有効であるので、最近では高

圧水銀ランプやキセノンランプなども殺菌用途に使用

されている。 

水や溶液を対象としてUV殺菌する場合、対象水への

照射方法により外照式と内照式に大別されるが、殺菌

効率の良さ、使いやすさなどから内照式が広く利用さ

れている。装置としては、水とランプを隔絶するラン

プジャケットの内部に光源(UVランプ)を入れた殺菌

槽と電源装置で構成される。近年、光源の高出力化や

多灯方式により装置の処理能力も高くなり、殺菌槽一

槽でも枯草菌芽胞に対して200m3/hで99.9％処理可能

な大容量処理ができる装置もある。滅菌処理では以下

の条件を考慮して設計しなければならない。 

1.処理流量 

2.処理対象菌 

3.処理液のUV透過率 

4.処理液の温度(液温により光源の出力が変化する) 

5.処理液中の浮遊物の有無(影部は殺菌されない) 

また、UV照射により有機物の酸化分解がおこることが

* 高知県海洋深層水研究所 
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報告されており、処理液に変質がないことの確認が必

要となる。3) 

 

２．２ 膜処理 

膜分離技術としては、その孔形の大きさより精密ろ

過（Micro Filtration、 MF）膜、限外ろ過（Ultra 

Filtration、 UF）膜、ナノろ過(Nano Filtration、 

NF)膜、逆浸透（Reverse Osmosis、 RO）膜に分類さ

れる。MF は、主に微粒子や微生物の除去を目的として、

生ビールやミネラルウォーターの除菌、醤油の除菌・

清澄化に利用される。使用圧力は0.1MPa 以下とされ

る。UF は、酵素・タンパク質、多糖類のような高分子

化合物の分離に利用され、その分画分子量は数千から

数十万の範囲といわれる。従って、必要な圧力もそれ

ほど高くなく、一般に0.1～0.3MPa 程度である。代表

的な実用化例としては酵素の精製がある。NF は、RO と

UF の中間領域の分離技術として10 年ほど前から注目

されており、分子量数百の低分子化合物を分離でき、

オリゴ糖の分画等に利用されている。RO では、他のろ

過法がふるい分けであるのに対し、水と溶質の膜に対

する溶解性と拡散性の違いによって分離されると考え

られている。用途は海水の淡水化をはじめ、各種濃縮

に用いられ、数MPa 程度の圧力で濃縮できるため熱変

性がなく、高品質の濃縮製品ができることが特長であ

る。膜を用いての滅菌処理は、菌類を殺すのでなく分

離させるという意味合いとなる。菌類の除去を目的と

する膜の種類としては、MFあるいはUFが適合すると

思われる。図1に分離対象物質と分離膜を示す。 

 

３．実験方法 

３．１ 滅菌UVランプ及びUF膜 

ラボスケールでの滅菌装置では、UVランプは環境テ

クノス製UVG6W、UF膜はダイセン・メンブレン・シス

テムズ製HIT-1-FUS1582を用いた。また、実機スケー

ルの装置として、海洋深層水研究所所有のUVランプは

日本フォトサイエンス製NPH-1/2（900w）、UF膜は東レ

製CP20-1010を用いた。 

 

３．２ ラボスケールによる滅菌試験 

３．２．１ UVランプ循環方式 

UVランプを使用しての除菌能を調べた。菌の評価は

一般生菌数法により実施した。ただし、標準寒天培地

の作成には滅菌処理した濃縮水を用いた。 

UVランプ循環システムを図2に示す。試験に使用し

た濃縮水量は870ml、循環流速は7.2mL/minで試料は2

時間で1巡する。サンプリング場所はUVランプ通過後

と容器内で、サンプリング時間は、スタート時、30分

後、その後1時間毎に行った。なお、濃縮水は海洋深

図2 UVランプ循環システム 

図3 UVランプ-UF膜循環システム 

図1 各種膜分離法と分離対象4) 

54



層水研究所内にて東レ逆浸透膜SU-810で造水し、一定

期間35℃インキュベータにて培養した疑似雑菌水と

したものである。 

 

３．２．２ UVランプ-UF膜循環方式 

UVランプ循環方式にUF膜を加えたシステムで除菌

能を調べた。試験条件は３．２．１に記述したUVラン

プ循環方式と同じで、サンプリング場所はUF膜通過後

と容器内である。UVランプ-UF膜循環システムを図3

に示す。 

 

３．３ 実機スケールによる滅菌試験 

UVランプとUF膜を組み合わせた実機スケールでの

除菌能を調べた。試験に使用した濃縮水は3m3、循環

流速は1m3/hで試料は3時間で1巡する。この濃縮水

は、インキュベータで培養した疑似雑菌水を2Lほど加

えた試料である。サンプリング場所は、タンク内、UV

ランプ通過後、UF膜通過後とした。また、サンプリン

グ時間はスタート時、1、2、4、8、24時間で行った。

循環システムは、図3と同様である。 

 

４．結果及び考察 

４．１ ラボスケールによる滅菌試験 

４．１．１ UVランプ循環方式 

表1に試験結果を示す。スタート時42000個/mLの

生菌数だったが、UVランプ透過後は全てカウント0と

なった。また、容器内は、徐々に減少しているものの

5時間後で650個/mLだった。 

 

表1 UVランプ循環方式の一般生菌数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．１．２ UVランプ-UF膜循環方式 

表2にUVランプ-UF膜循環方式の試験結果を示す。

スタート時は4300個/mLの生菌数だったが、UVランプ

-UF膜通過後はゼロとなった。容器内の生菌数はUVラ

ンプ循環方式と同様減少はしているものの、7時間後

でも70個/mLだった。これは、タンク内は除菌処理を

しているわけでないため菌数がゼロとはならず、UV、

UF処理水での希釈効果のためと考えられた。 

UVランプ循環方式とUVランプ-UF膜循環方式のラボ

試験結果を比較すると、処理能力は両方式でも効果に

差がなかった。しかしながら、UVランプの滅菌処理に

関しては、いままでの予備試験の結果から、滅菌効果

にバラツキが見られた。これは変動照射時間、照射距

離、懸濁物の有無等滅菌条件によるものと考えられ、

UVランプ、UF膜の組み合わせによる処理がより望まし

いと考える。 

 

表2  UVランプ-UF膜循環方式の一般生菌数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．２ 実機スケールによる滅菌試験 

次に、実機スケールでの滅菌試験を実施した。試験

結果を表3に示す。ラボ試験結果に反してUVランプ通

過後、UF膜通過後で数個/mLの菌数がカウントされた。

原因として、サンプリングのため分岐したホースを設

置しており、その分岐部分やホース内のコンタミが考

えられた。実用化に関しては、次亜塩素酸溶液等を用

いた使用前のシステム系内の消毒が重要となると思わ

れる。 

 

表3 実機スケールでの一般生菌数 

 

濃縮水のタンク内の菌数は、ラボ試験同様の傾向を

示し徐々に減少しているが24時間後で12個/mLの菌

時間(h) 
UV通過後 

 (個/mL) 

容器内 

(個/mL) 

0 - 42000 

0.5 0 28000 

1 0 30600 

2 0 3200 

3 0 2000 

4 0 1400 

5 0 650 

時間(h)
UF通過後 

(個/mL) 

容器内 

(個/mL) 

0 - 4300 

0.5 0 1560 

1 0 1400 

2 0 400 

3 0 238 

4 0 136 

5 0 120 

6 0 125 

7 0 70 

時間(h)
UV通過後 

（個/mL) 

UF通過後 

（個/mL) 

タンク内 

(個/mL) 

0 - - 730 

1 5 2 740 

2 2 1 210 

4 1 2 48 

8 0 2 80 

24 0 0 12 
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数がカウントされた。循環式システムは一般的に利用

されているが、濃縮水の提供においてタンクからの提

供ではなくUV、UFの処理後の濃縮水を直接提供するこ

とが望ましいことが示唆された。 

 

５．まとめ 

濃縮水の供給のためUVランプ、UF膜を用いた滅菌

処理方法を検討した。ラボ試験において、UVランプ、

UF膜の滅菌効果が確認できた。ラボ試験の結果を受け

て実機スケールでの滅菌試験を実施した結果、UVラン

プ処理、UF膜処理後の濃縮水を供給するシステム作り

が必要と考えられた。また、使用前のシステム系内の

消毒処理が重要であると思われた。 

 

参考文献 

 1) 大垣眞一郎：造水技術、15(1989)33-39 

2) 新谷英晴:防菌防黴、31(2003)385-391 

 3) 隅田隆：高知県海洋深層水研究所報、

5(2002)104-107 

 4) 山代祐司、新谷卓司:生物工学会誌、

1(2013)11-13 
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Ⅱ 平成 25年度高知県工業技術センター業務年報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１．総 説 

１－１ 沿 革 

昭和 

  16年11月 高知県商工奨励館試験場から独立し、高知県紙業試験場と併設のまま化学、醸造、

地下資源、機械の４部門設置 

  18年３月 工芸部門が商工奨励館から移管 

  19年１月 庶務部を設置 

  19年８月 高知市桟橋通2-11-15に新築 

  20年   戦争により庶務部、化学部のみとなる 

  21年５月 職員の帰還により工芸部門復活 

  22年５月 高知県木工技術養成所を吸収し木竹部を新設、機械係を置く 

  23年４月 地下資源部門を復活し、窯業地源部となる 

  24年２月 工芸部を木竹部に吸収 

  26年１月 金属機械部設置 

  27年４月 窯業地源部が石灰部と改称 

  30年８月 庶務部を総務課に、化学、石灰、金属機械、木竹各部をそれぞれ科に改称 

  36年４月 デザイン科を新設 

  37年４月 石灰科を窯業科と改称 

  38年４月 食品科を新設 

  41年４月 技術相談室設置（高知県中小企業指導所技術係及び当場各科長が兼任） 

  45年10月 技術相談室を技術・公害相談室と改称 

  53年４月 金属機械科を金属科と機械科に分科 

  55年４月 次長制度新設 

  56年４月 木竹科を木材加工科と木材指導科に分科 

 

平成 

  ２年３月 高知市布師田3992-3（現在地）へ移転 

  ２年４月 高知県工業試験場を高知県工業技術センターに改称し、開所 同時に技術・公害相

談室を企画情報室、化学科、窯業科を技術第１部、食品科を技術第２部、機械科、

金属科を技術第３部、木材加工科、木材指導科を技術第４部に機構改革 

  ６年４月 技術次長制度を新設し、次長（事務）、技術次長の２次長制となる 

  10年４月 企業化支援センターを工業技術センター内に設置 

  11年４月 工業技術センター土佐山田分室を森林総合センター内に設置 

13年４月 企画情報室を企画室に、技術第１部を資源環境部に、技術第２部を食品加工部に、

技術第３部を生産情報部と材料技術部に、技術第４部を資源環境部と材料技術部に、

それぞれ再編して改称 

    17年４月 企画室を研究企画部に、食品加工部を食品開発部に、生産情報部と材料技術部を生

産技術部に、それぞれ再編して改称 

土佐山田分室を森林技術センターに業務移管 

  19年４月 研究企画部、食品開発部、生産技術部、資源環境部をそれぞれ課に改称 

  23年３月 食品加工研究棟竣工 
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１－２ 土地及び建物 （平成 26 年 3 月 31 日現在） 

（１）庁 舎 

①位  置   高知市布師田 3992-3（〒781-5101） 

②敷地面積   13,757.76 ㎡ 

③建物面積    9,320.84 ㎡ 

 

名 称 構 造 面 積 

本館棟 鉄筋コンクリート５階 3,833.15 ㎡ 

技術研修棟 鉄筋コンクリート２階 777.19 ㎡ 

機械・金属・電子・ 

窯業・木材工芸棟 
鉄筋コンクリート２階 2,387.46 ㎡ 

機械金属実験棟 鉄骨ＡＬＣ折半葺 299.39 ㎡ 

材料実験棟 鉄骨ＡＬＣ折半葺 377.47 ㎡ 

食品加工研究棟 鉄骨造 195.75 ㎡ 

渡り廊下 鉄筋コンクリート２階 28.80 ㎡ 

車庫棟 鉄骨ＡＬＣ折半葺 107.21 ㎡ 

産業廃棄物置場 鉄骨スレート 6.00 ㎡ 

危険物倉庫 鉄筋コンクリート 10.00 ㎡ 

木材乾燥棟 鉄骨折半葺 48.15 ㎡ 

特殊ガス、LPG 棟 鉄筋コンクリート 31.50 ㎡ 

計量検定所 鉄筋コンクリート 462.77 ㎡ 

企業化支援センター 鉄筋コンクリート２階 756.00 ㎡ 

 

（２）本館内関係機関利用状況 

 

階 室 別 面 積 

４ 階 (一社)発明協会 高知県支部 172.8 ㎡ 

４ 階 (一社)高知県工業会 37.2 ㎡ 

５ 階 
高知県産業振興推進高知市地域本部 

地域づくり支援課 地域支援企画員 
38.3 ㎡ 

 

１－３ 組織と分掌 （平成 26 年 3 月 31 日現在） 

総務課（３名内兼１名）・・・・・管理、運営全般に関すること 

 

研究企画課（３名）・・・・・・・試験研究、技術者養成、産学官連携、企画調整、成果普及、

技術移転、企業化支援研究室 等に関すること 

 

食品開発課（８名）・・・・・・・食品素材、農水産加工品、醸造食品、バイオテクノロジー技

術、食品加工システム 等に関すること 

 

生産技術課（７名）・・・・・・・電気・電子、メカトロ技術、情報技術、機械加工、金属材 

料、鋳造、表面改質 等に関すること 

 

資源環境課（９名）・・・・・・・化学工業技術、セラミックス、窯業、土石、環境技術、塗装

技術、木材加工、プラスチック 等に関すること 
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１－４ 職員名簿 

（平成 26 年 3 月 31 日現在） 

課 名 職 名 氏 名 備 考 

所     長 津嶋 貴弘 H25.4.1～ 

次     長 小松 信幸  

技 術 次 長 篠原 速都 H25.4.1～ 

総務課 課 長 小松 信幸 兼務 

 
チーフ 森岡 孝子 H25.4.1～ 

主 幹 泉  公栄 H25.4.1～ 

研究企画課 課 長 島本  悟 H25.4.1～ 

 チーフ 保科 公彦 H25.4.1～ 

 主任研究員 竹内宏太郎  

食品開発課 課 長 上東 治彦  

 チーフ 森山 洋憲  

 チーフ 遠藤 恭範 H25.4.1～ 

 主任研究員 近森 麻矢  

 主任研究員 加藤 麗奈  

 主任研究員 阿部 祐子  

 研究員 竹田 匠輝  

 研究員 下藤  悟  

生産技術課 課 長 刈谷  学 H25.4.1～ 

 チーフ（機械加工担当） 山本  浩  

 チーフ（制御技術担当） 眞鍋 豊士 H25.4.1～ 

 主任研究員 今西 孝也  

 主任研究員 毛利 謙作  

 主任研究員 土方啓志郎  

 主任研究員 村井 正徳  

資源環境課 課 長 川北 浩久  

 チーフ（環境技術担当） 隅田  隆  

 チーフ（資源活用担当） 河野 敏夫  

 主任研究員 岡本 佳乃 H25.4.1～ 

 主任研究員 伊吹  哲  

 主任研究員 鶴田  望  

 主任研究員 岡﨑 由佳  

 研究員 矢野 雄也  

 研究員 鈴木 大進 H25.4.1 新規採用 
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歳　　　入（特定財源）

決　算　額

平成25年度

円

8．使用料及び手数料 23,751,425

1．使用料 8,068,405

5．商工労働使用料 8,068,405

(2)工業技術センター使用料 8,068,405

2．手数料 15,683,020

4．商工労働手数料 15,683,020

(2)工業試験手数料 15,683,020

14．諸　収　入 30,898,395

6．受託事業収入 30,223,979

1．受託事業収入 30,223,979

（3）産業技術振興受託事業収入 30,223,979

8．雑　　入 674,416

11．商工労働部収入 674,416

(3)新産業推進課収入 674,416

54,649,820合　　　　　　　　　　　計

１－５　　決算状況

款 項 目 節



歳　　　入（特定財源）

決　算　額

平成25年度

円

8．使用料及び手数料 23,751,425

1．使用料 8,068,405

5．商工労働使用料 8,068,405

(2)工業技術センター使用料 8,068,405

2．手数料 15,683,020

4．商工労働手数料 15,683,020

(2)工業試験手数料 15,683,020

14．諸　収　入 30,898,395

6．受託事業収入 30,223,979

1．受託事業収入 30,223,979

（3）産業技術振興受託事業収入 30,223,979

8．雑　　入 674,416

11．商工労働部収入 674,416

(3)新産業推進課収入 674,416

54,649,820合　　　　　　　　　　　計

１－５　　決算状況

款 項 目 節
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歳　　　出

決　算　額

平成25年度

円

7．商工労働費 418,851,922

1．商工費 418,851,922

4．産業技術振興費 418,851,922

(2)給料 135,731,103

(3)職員手当等 65,276,408

(4)共済費 50,332,103

(７)賃金 7,449,385

(8)報償費 18,855,231

(9)旅費 6,716,559

(11)需用費 61,073,864

(12)役務費 1,710,312

(13)委託料 21,541,285

(14)使用料及び賃借料 918,652

(15)工事請負費 7,920,150

(18)備品購入費 40,808,250

(19)負担金補助及び交付金 512,820

(27)公課費 5,800

12．土木費 0

6．建築費 0

3．建築費 0

(11)需用費

418,851,922

款 項 目 節

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　　　計
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２．業務・事業の状況 
 

２－１ 研究開発及び技術支援  

○ものづくり産業振興事業 

（１）産学官連携推進事業 

①新ダイカスト法による高品質薄肉大型一体化アルミ部品の試作開発（H22～H26、生産技術課） 

②ホームネットワークによる高齢者安否確認システムの開発（H23～H25、生産技術課） 

③マイクロバブルシステムの開発（H23～H26、資源環境課） 

④県内未利用有用植物の活用に向けた農商工医連携基盤の構築と事業化モデル（H23～H26、資源環境課） 

⑤サイクロン高性能化によるフィルターレス新型吸引車の開発（H24～H25、資源環境課） 

（２）ものづくり産業推進事業 

   ①結晶構造制御による研削用砥粒の開発（H22～H25、資源環境課） 

②硬質地盤対応型切削チップの開発（H23～H25、生産技術課） 

③難削・難形状用ツールホルダの開発（H23～H26、生産技術課） 

④モーションパックの油圧プレス装置分野への新展開（H24～H25、生産技術課） 

⑤レアメタルのリサイクル実用化技術の開発（H23～H25、資源環境課） 

⑥拡張現実感による防災計測機器の高機能化（H25～H26、生産技術課） 

⑦地域資源循環につながる国産柑橘加工技術の刷新（H24～H26、生産技術課） 

⑧光造形による消失模型を用いた大型精密鋳造法の開発（H24～H26、生産技術課） 

⑨分割式ロータリーフィルターの応用商品開発（H25～H26、生産技術課） 

⑩インサート・インモールド併用特殊金型とそれに対応した新規意匠材の開発（H25～H27、資源環境課） 

⑪地域木質資源と県内技術の高度利用による商品開発支援（H25～H27、資源環境課） 

⑫石灰業界に対する技術支援（H25～H26、資源環境課） 

⑬産業排水処理技術の開発（H25～H26、資源環境課） 

⑭海洋深層水濃縮水の保存安定性試験（H25、資源環境課） 

 

○食品産業振興事業 

（１）食品加工産業重点支援事業 

   ①高規格化乾燥処理技術確立と地産外商向け乾燥素材の研究開発（H23～H25、食品開発課) 

   ②多品種少量生産に適した凍結濃縮装置の開発（H22～H26、食品開発課) 

   ③超高圧処理による農水産加工品への利用（H23～H25、食品開発課) 

   ④問題解決型研究による農商工連携事業者支援（H24～H26、食品開発課） 

   ⑤柑橘果皮由来エッセンシャルオイルの食品への応用（H23～H25、食品開発課) 

   ⑥ヘルスコンシャスなアルコール飲料の開発（H23～H26、食品開発課) 

   ⑦県産ユズ果汁のブランド化推進支援（H23～H27、食品開発課) 

   ⑧県産素材を用いた発酵食品の開発（H25～H27、食品開発課) 

   ⑨県産ショウガを利用した嚥下機能改善補助品の開発（H25～H27、食品開発課) 

   ⑩ウコン属植物の機能性成分に着目したウコン加工技術の開発（H25～H27、食品開発課) 

   ⑪シラス加工場の効率化支援（H25～H27、食品開発課) 

（２）地域 AP重点支援事業費 
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２－２ 企業化支援の推進  

県内業界の技術開発支援や企業化を推進するため、国を初めとする様々な方面の提案公募型事業に企業や大学とと

もに積極的な挑戦を行い、技術開発に関する外部ファンドの獲得に努めた。 

企業からの依頼分析、設備使用、技術相談など、日常的な技術サービスに迅速に対応するとともに、遠方からの問

い合わせに対応するため、電子メールによるオンライン技術相談の活用を推進した。 

また、主要な既設設備・機器を企業技術者に広く開放して利用拡大を図るため、設備利用についての広報に努める

ともに、関連企業の品質管理、商取引上の証明、新製品開発のための分析試験を迅速に行いながら、企業の競争力向

上を図った。 

 

２－３ 産学官の連携  

高知県産業振興計画で推進する産学官連携事業の推進チームのメンバーとして本県の取り組むべき研究テーマや共

同研究推進の手法などについて検討し、具体的な研究の頭出しや大学、企業とのネットワークを構築させるコーディ

ネートを行った。 

また、各省庁や県内外の団体等との連携を深めるため、情報交換を積極的に行うとともに、企業等との連携コーデ

ィネーター役として、四国地域イノベーション創出協議会への参画を初めとする各種の支援活動を行った。 

また、県内業界の技術開発支援や企業化を推進するため、国を初めとする様々な方面の提案公募型事業に企業や大

学とともに積極的な挑戦を行い、技術開発に関する外部ファンドの獲得に努めた。 

 

２－４ 技術人材養成及び職員の資質向上  

主に食品加工及び機械金属分野の企業技術者を対象に製造技術や品質管理を研修・指導するため、外部の技術指導

アドバイザーや職員が講師となって、研修・指導を行い、産業の担い手となる製造技術者の養成を図った。 

また、外部から登用した食品加工特別技術支援員、機械金属加工特別技術支援員及び資源利用加工特別技術支援員

が、職員とともに企業等の技術レベルに応じた技術相談、巡回指導、商品開発の支援を行った。 

高知市の地域雇用創造推進事業（パッケージ事業）や土佐 FBC人材創出事業等の人材育成事業を積極的に推進する

とともに、研修生受け入れ事業などにより、企業技術者の育成を図り、県内企業の研究開発力向上に努めた。 

職員の資質向上のため、産総研での研修や支援事業を積極的に利用し、研究者としてのスキル習得に努めた。 

 

２－５ 技術サービス  

企業からの依頼分析、設備使用、技術相談など、日常的な技術サービスに迅速に対応するとともに、企業の生産現

場等へ出向いて熱処理や溶接などに関する技術指導、さらに最新の技術情報や研究内容等についての講習会を実施す

るなど、幅広い分野に対する技術関連サービスを適時開催した。 

 

２－６ 情報の収集提供及び技術成果の普及  

新鮮な情報をタイムリーに発信するため、メールニュースを適宜発行するとともに、当センターホームページを逐

次更新し、国の支援施策や様々な講演会等の情報など企業にとって有益な情報を発信した。 

また、研究や支援活動によって得られた成果は、研究・支援活動成果報告会やホームページ等を通じて普及を図っ

た。 

技術情報誌（技術情報こうち・年間３回発行）、研究報告、研究開発＆企業支援成果報告書等を発行するとともに、

(公財)高知県産業振興センターの情報誌「情報プラットフォーム」に、隔月で工技の活動内容を掲載して積極的な広

報活動を行い、センターの活動内容を広く知っていただくように努めた。 

また、高校生を対象に工業技術体験セミナーの開催や研究開発現場の見学会等を行い、製造業の技術開発について

興味を持っていただく活動も行った。 

 

以上、所長以下５課３２名の体制で、商工労働部以外にも、産業振興推進部等の県庁各部や県内自治体、(一社)高

知県工業会、(公財)高知県産業振興センター等の関係団体、大学等及び関係業界と連携を図りながら、県内産業界の

技術支援機関として各々の業務を実施した。 
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３．誌上・口頭発表 

３－１ 論文発表 

テーマ・著 者 掲 載 誌 

（技術次長）  

自動車内装材等への木質系部材の展開 

篠原速都 

 

日本塑性加工学会誌 

Vol.55, No.637, pp93-97(2014-2) 

（資源環境課）  

Thermoelectric properties and figure of merit of 
perovskite-type Ba1_xLaxSnO3 with x.0.002–0.008
Masahiro Yasukawa, Toshio Kono, Kazushige Ueda, 
Hiroshi Yanagi, Sung Wng Kim, Hideo Hosono 
 

Solid State Communications, 172(2013) 49-53 

 

３－２ その他の投稿 

テーマ・著 者 掲 載 誌 

（所長）  

高知県工業技術センター食品開発課における取り

組みについて 

津嶋貴弘 

 

「食品の試験と研究」第48号 

（2013、平成25年度版） 

（食品開発課）  

食品に含まれる微量な機能性成分の分析 

森山洋憲、下藤悟 

 

製品中に含まれる（超）微量成分･不純物の同

定･定量ノウハウ 

技術情報協会，第1版, pp. 206-210（2014）

 

ショウガ粉末の6-ジンゲロール分析法 

森山洋憲 
食品中の健康機能性成分の分析法マニュアル

産技連/食品機能成分分析研究会，2013 

 

（資源環境課）  

技術シーズを活用した研究開発テーマの発掘 

隅田隆、鶴田望（分担著書） 

 

技術情報協会、第8章、第11節811-817 

 

３－３ 学会発表（ポスター発表含む） 

発  表  題  目 学 会 名 期 日 場 所 

（技術次長）    

高知県産竹材を用いた自動車内装材等の製品開発 

篠原速都 

第 7 回産学官民

コミュニティ全

国大会 

H25.10.19 高知市 

（食品開発課）    

懸濁結晶法凍結濃縮装置を用いた液体だしの濃縮 

森山洋憲、下藤悟（工技）、第十覚、泰泉寺雄三（垣

内）、森澤秀次（光電設）、竹島敬志、北村達（高知

高専）、竹内悠規、佐藤暢、松本泰典（高知工科大） 

日本食品科学工

学会第 60 回大

会 

H25. 8.30 東京都日

野市 
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発  表  題  目 学 会 名 期 日 場 所 

干しゼンマイ製造工程における色調変化について 

下藤悟、久武陸夫、竹田匠輝、森山洋憲 

 

日本食品科学工

学会第 60 回大

会 

 

H25. 8.30 東京都日

野市 

懸濁結晶法による凍結濃縮システムの製氷部の効率性

に関する研究 

竹内悠規、佐藤暢、松本泰典（高知工科大）、竹島敬

志、北村達（高知高専）、泰泉寺雄三（垣内）、森澤

秀次（光電設）、森山洋憲、下藤悟（工技） 

 

日本設計工学会

四国支部平成 25

年度研究発表講

演会 

H26. 3.26 香美市 

（生産技術課）    

「マイクロ波による柑橘類からの精油抽出」 

村井正徳 

第 7 回産学官民

コミュニティ全

国大会 

H25.10.19 高知市 

（資源環境課）    

セルロースを基材とする貴金属吸着材の開発 

隅田隆・矢野雄也・岡﨑由佳・山下実・川北浩久・福

冨兀 

日本分析化学学

会 第 73 回分析

化学討論会 

 

H25. 5.19 函館市 

 

３－４ その他の発表 

講演会等名称及び題目 発表者 主  催 期 日 場 所 

（所長）     

先輩から学ぶⅠ「職業領域別講演」 

農林水産系・工業系研究技術者 

津嶋貴弘 高知小津高等学

校 

H25.10.31 高知市 

（食品開発課）     

食品分析フォーラム推進会議 

「ショウガの 6-ジンゲロールの分析」 

森山洋憲 産技連/食品機能

成分分析研究会 

H25. 7.24 高松市 

産業技術連携推進会議ライフサイエンス部

会・バイオテクノロジー分科研究成果・実

用化事例発表会「県産未利用有用植物の活

用に向けた農商工医連携基盤の構築と事業

化モデル」 

 

岡本佳乃

 

産業技術総合研

究所 

産業技術連携推

進会議 

H26. 2.19 つくば市 

（生産技術課）     

地産外商を支援する食品充填機の開発 毛利謙作 地域交流ﾜｰｸｼｮｯ

ﾌﾟ実行委員会 

 

H25. 5.22 つくば市 

「ホームネットワークによる高齢者安否確認に

関する研究」 

今西孝也 平成 25 年度産

総研本格研究ワ

ークショップ in 松

山 

 

H25.11.12 松山市 

「エネルギーを情報化する技術と製品の

開発」 

今西孝也 産業技術連携推

進会議第 11 回

組み込み研究会

 

H25.11.19 東京都江

東区 
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講演会等名称及び題目 発表者 主  催 期 日 場 所 

組込み総合技術展 2013 

「電子看板」のパネルと実機展示 

 

今西孝也 （社）組込みシ

ステム技術協会 

H25.11.20 

 ～11.22 

横浜市 

第 3 回 TOPPERS 活用アイデア・アプリケ

ーション開発コンテスト 

「uIP による WEB サーバの開発」 

(活用アイデア部門銅賞) 

 

今西孝也 特定非営利活

動法人 TOPPERS 

プロジェクト   

H25.11.21 

 

横浜市 

（資源環境課）     

高知化学会 第 26 回研究会 

「欧州 RoHS 規制と ISO/IEC 17025 試験所認

定取得の取り組みについて」 

 

岡﨑由佳 高知化学会 H25. 8.31 高知市 

平成 25 年度産業技術連携推進会議中国地域

部会・四国地域部会合同 環境・エネルギ

ー技術分科会 

「セルロースを基材とした金吸着材の開

発」 

 

矢野雄也 産業技術総合研

究所 

産業技術連携推

進会議 

H25.11.29 岡山県 
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４．技術サービス  

４－１ 依頼試験、機器使用 

担 当 課 
依 頼 試 験 機 器 使 用 

受付件数 項目数 受付件数 項目数 

総 務 課 － － 155 181 

食品開発課 278 1,393 175 621 

生産技術課 92 280 362 1,031 

資源環境課 415 2,071 336 983 

合   計 785 3,744 1,028 2,816 

 

 

 

４－２ 審査員派遣 

審 査 会 等 名 称 期 日 主  催 派遣者 会 場 

（所長･技術次長）     

ものづくり中小企業・小規模事

業者試作開発等支援事業 

第 1 回高知県審査委員会 

H25. 4.17 高知県中小企業団体

中央会 

津嶋貴弘 中央会会議室

〃 

第 2 回高知県審査委員会 

H25. 5.14 〃 〃 

 

〃 

 

〃 

第 3 回高知県審査委員会 

H25. 8. 8 〃 〃 

 

〃 

 

研究会発事業化支援事業費補助

金審査会 第 1 回 

H25. 5.27 高知県商工労働部 

工業振興課 

〃 

 

工業技術セン

ター 

〃  第 2 回 H25. 7.16 〃 〃 〃 

〃  第 3 回 H25. 9.25 〃 〃 〃 

〃  第 4 回 H25.11.15 〃 〃 〃 

〃  第 5 回 H25.12. 6 〃 〃 〃 

第 1 回高知県防災関連製品認定

審査会 

H25. 6.27 高知県防災関連産業

交流会(工業振興課)

篠原速都 高知会館 

第 2 回 〃 H25.12.17 〃 津嶋貴弘 高知会館 

防災関連見本市出展者選考審査

委員会 

H25. 7.23 高知県商工労働部 

工業振興課 

〃 高知共済会館

土佐 FBCⅡ企画運営委員会選考委

員会（書類審査） 

H25. 8. 6 高知大学国際・地域

連携センター 

〃 高知大学農学

部 

 〃（面接審査） H25. 8.19 〃 〃 〃 

高知市実践型地域雇用創造事業

受託事業者選考審査委員会 

H25. 8.22 高知市雇用創出促進

協議会 

〃 高知市役所た

かじょう庁舎

土佐 FBCⅡ企画運営委員会選考委

員会（書類審査） 

H25.10.23 〃 〃 〃 

 〃（面接審査） H25.11. 7 〃 〃 〃 
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審 査 会 等 名 称 期 日 主  催 派遣者 会 場 

高知県リサイクル製品等認定審

査会 

H25.12. 5 高知県林業振興環境

部 環境対策課 

〃 高知会館 

第 28 回高知県地場産業大賞審査

委員会 

H26. 1. 7 (公財)高知県産業振

興センター 

〃 

 

ぢばさんセン

ター 

第 2 回高知県下水汚泥有効活用

検討委員会 

H26. 2. 7 高知県下水汚泥有効

活用検討委員会 

〃 

 

県職業能力開

発センター 

第 13 回高知エコ産業大賞審査会 H26. 2.19 高知ｴｺﾃﾞｻﾞｲﾝ協議会 津嶋貴弘 布師田工業団

地組合事務所

第 1 回高知県新事業分野開拓者

認定制度・高知県モデル発注制

度審査会 

H25. 9. 5 高知県商工労働部 

工業振興課 

篠原速都 高知会館 

第 2 回高知県新事業分野開拓者

認定制度・高知県モデル発注制

度審査会 

H26. 2.18

 

高知県商工労働部 

工業振興課 

〃 高知会館 

第 56 回高知県発明工夫審査会 H25.10.24 一般財団法人高知県

発明協会 

〃 工業技術セン

ター 

     ）課発開品食（

平成２５年度全国新酒鑑評会 

 

H25. 4.23

 ～ 4.25

酒類総合研究所 上東治彦 酒類総合研究

所 

Sake competition 2013 

 

H25. 5.28

   7. 1

長谷川酒店・日本名

門酒会 

上東治彦 東京プリンス

ホテル 

平成 25 年度県内酒造場庫内品質

管理調査会 

 

H25. 7.24

    7.25

     7.26

安芸税務署 

高知税務署 

須崎税務署 

上東治彦 安芸税務署 

高知税務署 

須崎税務署 

平成 25 年度四国清酒鑑評会 H25.10. 8

  ～10. 9

高松国税局 上東治彦 

加藤麗奈 

高松国税局 

高知県酒審会市販酒審査会 

 

H25.11. 5 高知県酒審会 上東治彦 

加藤麗奈 

城西館 

平成 25 年度四国市販酒調査会 

 

H26. 3.11

  ～ 3.12

高松国税局 〃 高松国税局 

土佐宇宙酒審査会 

 

H26. 2.28

 

高知県酒造組合 加藤麗奈 

上東治彦 

高知県酒造会

館 

平成 25 酒造年度県新酒鑑評会 

 

 

H26. 3.19

 

高知県酒造組合 

 

 

上東治彦 

加藤麗奈 

 

高知県酒造会

館 

 

平成 25 酒造年度四国吟醸酒研究

会 

H26. 3.25

 

高松国税局 上東治彦 高松国税局 

     ）課術技産生（

ＪＩＳ溶接技能者評価試験補助

員 

H25.11. 9 (一社)高知県溶接協

会 

土方啓志郎 高知高等技術

学校 

      〃 H26. 3. 1

 

 〃 〃 〃

プロポーザル審査委員会 

見本市出展業務委託 

H26. 3.26 高知県商工労働部 刈谷 学 工業技術セン

ター 
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４－３ 技能検定（高知県職業能力開発協会主催） 

検 定 名 称 期 日 派遣者 会 場 

機械加工（普通旋盤）3 級、機械加工

（フライス盤）2 級 

H25. 6.29 毛利謙作 高知高等技術学校 

仕上げ(治工具仕上げ) 1 級 

 

H25. 7.13 山本 浩 (株)中央精機 

鋳造 1､2 級 

 

H25. 7.21 眞鍋豊士 (株)トミナガ 

機械保全（機械系保全）3 級 

 

H25．7.27 土方啓志郎 地域職業訓練センター 

機械加工（普通旋盤）1、2、3 級 

 

H25. 7.27 毛利謙作 須崎工業高等学校 

機械加工（普通旋盤）3 級 

 

H25. 7.27 山本 浩 宿毛工業高等学校 

機械加工（マシニングセンタ）1、2 級 

機械加工（平面研削盤）2 級 

H25. 7.27 島本 悟 高知旭光精工(株) 

機械加工（普通旋盤）3 級 H25. 7.27

 

村井正徳 

 

高知東工業高等学校 

 

機械加工（数値制御旋盤）1 級 H25. 7.28

 

村井正徳 

 

高知精工メッキ(株) 

 

機械加工（普通旋盤）3 級 

機械加工（フライス盤）3 級 

H25. 8. 3

 

村井正徳 

 

高知精工メッキ(株) 

 

機械加工（マシニングセンタ）1、2 級 

 

H25. 8. 3 島本 悟 高知精工メッキ(株) 

機械加工（採点） 

 

H25．8. 7 島本 悟 

村井正徳 

工業技術センター 

機械加工（採点） 

 

H25．8. 8 山本 浩 

毛利謙作 

工業技術センター 

電気めっき 1、2 級 H25. 8.11 川北浩久 

竹内宏太郎

高知精工メッキ（株） 

機械加工（普通旋盤）2 級 

 

H25. 8.24 山本 浩 高知工業高等学校 

金属熱処理（一般熱処理） 1、2 級 

 

H25．9. 1 本川高男 

土方啓志郎

地域職業訓練センター 

油圧装置調整 1、2 級 H26．1.11 山本  浩 

村井正徳 

地域職業訓練センター 

洋菓子技能検定 

 

H26. 1.12 岡本佳乃 学校法人龍馬学園 

機械保全（機械系保全）1、2 級 

 

H26．1.18 土方啓志郎 地域職業訓練センター 

工場板金（機械板金）1、2 級 

工場板金（タレットパンチプレス）2 級 

H26．1.19

 

村井正徳 (株)栄光工業 

 

電気機器組立て（シーケンス制御作業） 

2 級 

H26. 1.25 刈谷 学 地域職業訓練センター 

機械検査 1、2 級 H26. 1.25 島本 悟 

山本  浩 

地域職業訓練センター 

機械加工（普通旋盤）3 級 

 

H26. 2. 1 毛利謙作 高知工業高等学校 

機械保全（電気系保全）1、2 級 

 

H26. 2. 2 刈谷 学 地域職業訓練センター 
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４－４ 技術指導アドバイザー派遣 

分野 アドバイザー 派遣先 期日 

生産管理 

門田 勝一 (有)森岡製作所 H25. 9.10

 (株)SEG 南国工場 H25.10.11

機械・金属 東 秋夫 講習会「高知県溶接技術コンクール事前体験講習」 H25. 5.11

  講習会「全国溶接技術競技会事前講習」 H25. 8.31

 庄武 寿也 講習会「高知県溶接技術コンクール事前体験講習」 H25. 5.11

  講習会「全国溶接技術競技会事前講習」 H25. 8.31

 宮﨑 悟 講習会「１日溶接実践講習会」 H25. 6.16

  講習会「１日溶接実践講習会」 H25.10.20

  講習会「１日溶接実践講習会」 H26. 2. 9

 旗手 稔 (株)特殊製鋼所 H25. 9.24

  (株)特殊製鋼所 H26. 3.10

 宮岡 成光 講習会「全国溶接技術競技会事前講習」 H25. 8.31
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５．人材養成・技術研修 
 
５－１ 人材養成研修、技術講習会 

数者加参 日 期 目題演講、名会習講

（食品開発課）   

焼酎醸造技術研修 H25. 4.16 

H25. 6.20 

H25.10. 4 

H25.10.29 

3 

2 

4 

3 

第 5 回高知県ユズ交流会 

 

H25. 4.18 92 

ユズ果汁分析技術指導 

 

H25. 4.23 3 

漬物実習（イタドリを用いたキムチ漬け製造の実習） 

 

H25. 5.28 13 

濁酒製造技術研修 

 

H25. 6. 3 

～ 6.21 

7 

 

衛生管理研修 

加工場内での衛生管理について 

H25. 6. 6 

H25. 8. 8 

H26. 1.14 

  ～ 1.17 

9 

7 

4 

 

品質管理研修 

 企業の品質管理としての基礎的な知識と分析技術の習得 

 

衛生管理のための微生物検査と介護食の物性測定方法の習得 

 

アルコール分析と微生物検査 

 

H25. 6.10

～ 6.14 

H25. 7. 1 

～ 7. 5 

H25.11.12 

 

2 

 

1 

 

1 

土佐 FBCⅡ「食品学」 

土佐 FBCⅡ「現場実践学」 

 第１回 農産加工実習 

第２回 衛生・品質管理、施設・設備設計の基礎 

     酒類・発酵調味料製造管理実習 

第３回 成分分析、微生物実習 

第４回 水産加工実習 

第５回 企業視察研修 

H25. 5.28 

H25. 7.25 

H25. 8.22 

 

H25. 9. 5 

H25.11.14 

H26. 1. 9 

30 

14 

高知県酒造技術研究会 

 「県内酒造場実地研修会」 

 

 「全国市販酒きき酒研修会」 

「平成 24 酒造年度の醸造結果について」 

「高松国税局鑑評会出品利き酒会」 

 

H25. 6.13 

  ～ 6.14 

H25. 7.19 

H25. 8.20 

H25. 9.26 

 

8 

 

12 

20 

20 

高知県の工業、特に食品産業の現状と振興策 

 

H25. 8.27 9 

ユズ果汁の品質向上に関する研修会 

 

H25.10.18 20 

平成 25 年ユズ搾汁前の講習会 

 

H25.10.29 10 

さとうきび利用加工研究会 

 「高知産の黒糖と製造工程中の色調変化について」 

 

H25.11.15 28 

H25. 5.14 
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数者加参 日 期 目題演講、名会習講

リキュール製造技術研修 H25.11.25 

～11.26 

H26. 1.30 

H26. 3. 4 

～ 3. 5 

H26. 3.13 

～ 3.14 

2 

栗加工品製造技術現場実習 H25.12.13 

 

5 

食品開発基礎講座 H26. 2. 7 

  ～ 2.25 

10 

ユズ果汁分析技術指導 

 

H26. 2.25 2 

異物分析セミナー「異物・クレームが発生したら」 H26. 2.27 

H26. 3. 6 

5 

7 

食品加工研修 

野菜の乾燥と販売について 

加工品製造の基礎技術（賞味期限設定、加熱殺菌、保存料、包装資材） 

 

H26. 2.27 

H26. 2.27 

 

9 

41 

（生産技術課）   

高知県溶接技術コンクール事前体験講習 H25. 5.11 

 

20 

放射線透過試験（県立高知高等技術学校依頼） 

 

H25. 5.14 4 

WES8103(２級)溶接管理技術者認証基準に基づく溶接技術者の勉強会 

（1 日限定） 

H25. 5.28 10 

 

１日溶接実践講習（技術指導アドバイザー事業）（１） 

〃         〃       （２） 

〃         〃       （３） 

H25. 6.16 

H25.10.20

H26. 2. 9 

12 

8 

6 

鋳造技術者研修 

（主催：高知県中小企業団体中央会） 

H25. 7. 3 

  ～ 8. 7 

22 

インバータ実践講習 

 

H25. 9.12 

 

19 

 

WES8103(２級)溶接管理技術者認証基準に基づく溶接技術者の勉強会 

 

H25. 9.26 

  ～10.31 

16 

製造業競争力強化セミナー 不良解析コース 

（主催：高知市雇用創出促進協議会） 

 第１回 

 

 第２回 

 

 

H25.10.15 

  ～11.12 

H25.11.19 

  ～12.17 

 

 

6 

  

6 

非接触三次元形状測定装置利用研修 

 

H25.11.25 

  ～11.26 

27 

 

「なぜなぜ分析」活用のポイント 

 

H26. 1.16 

     1.23 

21 

三次元測定装置利用研修 

 

H26. 1.28 

  ～ 1.30 

4 

技術講演 溶接部欠陥と非破壊検査の相関性について 

 

H26. 3. 3 8 



 

数者加参 日 期 目題演講、名会習講

リキュール製造技術研修 H25.11.25 

～11.26 

H26. 1.30 

H26. 3. 4 

～ 3. 5 

H26. 3.13 

～ 3.14 

2 

栗加工品製造技術現場実習 H25.12.13 

 

5 

食品開発基礎講座 H26. 2. 7 

  ～ 2.25 

10 

ユズ果汁分析技術指導 

 

H26. 2.25 2 

異物分析セミナー「異物・クレームが発生したら」 H26. 2.27 

H26. 3. 6 

5 

7 

食品加工研修 

野菜の乾燥と販売について 

加工品製造の基礎技術（賞味期限設定、加熱殺菌、保存料、包装資材） 

 

H26. 2.27 

H26. 2.27 

 

9 

41 

（生産技術課）   

高知県溶接技術コンクール事前体験講習 H25. 5.11 

 

20 

放射線透過試験（県立高知高等技術学校依頼） 

 

H25. 5.14 4 

WES8103(２級)溶接管理技術者認証基準に基づく溶接技術者の勉強会 

（1 日限定） 

H25. 5.28 10 

 

１日溶接実践講習（技術指導アドバイザー事業）（１） 

〃         〃       （２） 

〃         〃       （３） 

H25. 6.16 

H25.10.20

H26. 2. 9 

12 

8 

6 

鋳造技術者研修 

（主催：高知県中小企業団体中央会） 

H25. 7. 3 

  ～ 8. 7 

22 

インバータ実践講習 

 

H25. 9.12 

 

19 

 

WES8103(２級)溶接管理技術者認証基準に基づく溶接技術者の勉強会 

 

H25. 9.26 

  ～10.31 

16 

製造業競争力強化セミナー 不良解析コース 

（主催：高知市雇用創出促進協議会） 

 第１回 

 

 第２回 

 

 

H25.10.15 

  ～11.12 

H25.11.19 

  ～12.17 

 

 

6 

  

6 

非接触三次元形状測定装置利用研修 

 

H25.11.25 

  ～11.26 

27 

 

「なぜなぜ分析」活用のポイント 

 

H26. 1.16 

     1.23 

21 

三次元測定装置利用研修 

 

H26. 1.28 

  ～ 1.30 

4 

技術講演 溶接部欠陥と非破壊検査の相関性について 

 

H26. 3. 3 8 
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数者加参 日 期 目題演講、名会習講

組み込みソフトウェア研修 

①  組み込みマイコン第１回 

 

②  組み込み Linux 

 

③  組み込みマイコン第２回 

 

H26. 3. 5 

 

H26. 3.18 

  ～ 3.19 

H26. 3.25 

 

 

6 

 

5 

 

6 

（資源環境課）   

ものづくり基盤強化のための技術人材育成講座「分析化学」 

①  基礎編 

分析の基本と ICP 発光分析法・原子吸光分析法 

          〃           

Ｘ線回折装置 

ガスクロマトグラフ質量分析法 

電子顕微鏡 

蛍光Ｘ線装置 

赤外分光光度計 

イオンクロマトグラフ 

②  応用編 

クレーム対応試験非破壊分析 

クレーム対応試験湿式分析 

 

 

H25. 9. 6 

     9.13 

H25. 9.20 

H25. 9.27 

H25.10. 4 

H25.10.11 

H25.10.18 

H25.10.25 

 

H25.11. 1 

H25.11. 8 

 

 

 

8 

 

5 

5 

8 

7 

6 

4 

 

4 

5 

化粧品関連講演会 

「新規化粧品原料開発をとりまく環境の変化と今後の動向」 

 

H25.12.26  25 

 

 
 
５－２ 講師派遣 
 

（１）大学等への派遣 

大 学 等 名 称 派 遣 者 期 日 
（技術次長）   

高知大学農学部現代応用生物科学 

 「感性と環境をものづくりに」 

篠 原 速 都 

 

H26. 1.31 

 

（食品開発課）    

高知大学大学院農学研究科 客員准教授 

海洋深層水科学講座  「海洋深層水機能学」 

上 東 治 彦 H25. 4. 1 ～ H26. 3.31 

 

高知大学農学部現代応用生物科学「高知県の酒造り」 

 

上 東 治 彦 H25.10.25 

 

（２）講習会等への派遣 

 数人 日 期 者 遣 派 等目題演講、名会習講

    ）課発開品食（

山内宝物資料館文化講座 

「清酒製造技術と高知県の酒造りについて」 

上東治彦 H25. 9. 7 

H25.11. 2 

60 

40 

九州酒造研究会 

「高知県の酒造り」 

上東治彦 

 

H25.10.11 

 

60 

 

 彦治東上 会和講造酒合組造酒県知高 H25.11.27 15 
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講習会名、講演題目等 派 遣 者 期 日 人数 

（生産技術課）    

溶接実践講習①～③（県立高知高等技術学校主催） 

半自動溶接座学 

 

 

 

土方啓志郎 H25. 6. 8 

～ 6.22 

H25.10.12 

～10.26 

H26. 2. 8 

～ 2.15 

7 

 

7 

 

3 

 

（資源環境課）    

RoHS セミナー（日本高度紙工業株式会社主催） 

高知県工業技術センターにおける試験所認定の概要について 

高知県工業技術センターにおける RoHS 試験（IEC62321）Br 分

析について 

高知県工業技術センターにおける RoHS 試験（IEC62321）PbC

d、T-Cr 分析について 

高知県工業技術センターにおける RoHS 試験（IEC62321）Hg 分

析について 

高知県工業技術センターにおける RoHS 試験認定の今後の動向

について 

高知県工業技術センターにおける RoHS 試験－定性試験成績書

について 

 

 

岡﨑由佳 

隅田 隆 

 

矢野雄也 

 

岡﨑由佳 

 

岡﨑由佳 

 

隅田 隆 

H25. 6. 13 14 

 
 
５－３ 研修生の受入 

事 業 所 属 期 間 人数 

高知県工業技術センター外部研究員 

 

高級アルコール工業㈱ H25. 4. 1～H26. 3.31 1 

〃 ㈱コスモ工房 

 

H25. 4. 1～H26. 3.31 1 

〃 高知精工（株） H26. 1.22～H26. 3.31 1 

高知 CST 養成プログラム受講生 教諭及び大学院生 

 

H25. 9. 4 5 

スーパーサイエンスハイスクールプログラム

受講生 

高知小津高校 

 

 

H25.12.19 10 

企業実習（インターンシップ）生 高知工科大学 

 

H25. 8.19～H25. 8.30 2 

〃 高知大学 

 

H25. 8.19～H25. 8.30 3 

〃 高知県立大学 H25. 8.19～H25. 8.30 4 

 



 

講習会名、講演題目等 派 遣 者 期 日 人数 

（生産技術課）    

溶接実践講習①～③（県立高知高等技術学校主催） 

半自動溶接座学 

 

 

 

土方啓志郎 H25. 6. 8 

～ 6.22 

H25.10.12 

～10.26 

H26. 2. 8 

～ 2.15 

7 

 

7 

 

3 

 

（資源環境課）    

RoHS セミナー（日本高度紙工業株式会社主催） 

高知県工業技術センターにおける試験所認定の概要について 

高知県工業技術センターにおける RoHS 試験（IEC62321）Br 分

析について 

高知県工業技術センターにおける RoHS 試験（IEC62321）PbC

d、T-Cr 分析について 

高知県工業技術センターにおける RoHS 試験（IEC62321）Hg 分

析について 

高知県工業技術センターにおける RoHS 試験認定の今後の動向

について 

高知県工業技術センターにおける RoHS 試験－定性試験成績書

について 

 

 

岡﨑由佳 

隅田 隆 

 

矢野雄也 

 

岡﨑由佳 

 

岡﨑由佳 

 

隅田 隆 

H25. 6. 13 14 

 
 
５－３ 研修生の受入 

事 業 所 属 期 間 人数 

高知県工業技術センター外部研究員 

 

高級アルコール工業㈱ H25. 4. 1～H26. 3.31 1 

〃 ㈱コスモ工房 

 

H25. 4. 1～H26. 3.31 1 

〃 高知精工（株） H26. 1.22～H26. 3.31 1 

高知 CST 養成プログラム受講生 教諭及び大学院生 

 

H25. 9. 4 5 

スーパーサイエンスハイスクールプログラム

受講生 

高知小津高校 

 

 

H25.12.19 10 

企業実習（インターンシップ）生 高知工科大学 

 

H25. 8.19～H25. 8.30 2 

〃 高知大学 

 

H25. 8.19～H25. 8.30 3 

〃 高知県立大学 H25. 8.19～H25. 8.30 4 
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６．産業財産権 

 ○登録 

登録年月日 登録番号 発明の名称 発明者名 
共同 

単独 

の別 
備  考 

平成10年10月 9日 
特許 

第2837386号 

海洋深層水を利用した

味噌又は清酒及びその

製造方法 

森山 洋憲

上東 治彦

久武 陸夫

単独 実施企業数5社 

平成19年 3月16日 
特許 

第3930491号 

三次元成型可能な天然

木突き板及びその製造

方法 

篠原 速都

鶴田  望
単独  

平成19年 5月18日 
特許 

第3955923号 
真空、乾燥・濃縮装置 村井 正徳 共同 

兼松エンジニアリ

ング株式会社 

平成19年10月19日 
特許 

第4025845号 

木材の曲げ加工方法及

び木材の曲げ加工装置

関田 寿一

篠原 速都

鶴田  望

共同 

株式会社ミロクテ

クノウッド 

金川靖 

平成19年10月26日 
特許 

第4031789号 

高濃度ミネラル液の製

造方法およびその製造

装置 

浜田 和秀

隅田  隆

川北 浩久

共同 

AGCエンジニアリ

ング株式会社 

東レ株式会社 

平成20年11月21日 
特許 

第4218904号 

ステアリングホイール

に模様を転写する転写

装置 

篠原 速都

山下  実

鶴田  望

共同 

実施企業数1社 

東海理化販売株式

会社 

平成21年12月18日 
特許 

第4423496号 
電子放出電極 

西村 一仁

笹岡 秀紀
共同 

(財)高知県産業振

興センター 

カシオ計算機株式

会社 

平成22年 6月18日 
特許 

第 4528926 号 

電界放出型素子の駆動

装置及びその駆動方法

西村 一仁

笹岡 秀紀
共同 

(財)高知県産業振

興センター 

カシオ計算機株式

会社 

平成23年10月14日 
特許 

第 4843353 号 

生物防汚剤、防汚処理

方法および防汚処理物

品 

浜田 和秀

篠原 速都

山下  実

鶴田  望

共同 

大日精化工業株式

会社 

高知工科大学 

平成23年10月14日 
特許 

第 4843354 号 

生物防汚剤、防汚処理

方法および防汚処理物

品 

浜田 和秀

篠原 速都

山下  実

鶴田  望

共同 

大日精化工業株式

会社 

高知工科大学 

平成23年10月28日 
特許 

第 4849578 号 

マイクロ波を利用した

抽出装置 

浜田 和秀

村井 正徳
共同 

実施企業数1社 

兼松エンジニアリ

ング株式会社 

平成24年 1月13日 
特許 

第 4899179 号 

ステアリングホイール

に模様を転写する転写

方法 

篠原 速都

山下  実

鶴田  望
共同 

株式会社東海理化

クリエイト 

平成24年11月 9日 
特許 

第 5124810 号 

エンドセリンｰ１産生抑

制剤 

野村  明

岡本 佳乃
共同 

(独)産業技術総合

研究所 
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平成24年12月21日 
特許 

第 5158989 号 

転写シート及び該転写

シートを用いた成形品

への加飾膜形成方法 

篠原 速都 共同 

株式会社フジコー

大日精化工業株式

会社 

平成25年 4月 5日 
特許 

第 5236568 号 

酸素酸イオン吸着剤、

その製造方法およびイ

オン吸着処理方法 

篠原 速都

伊藤  毅

隅田  隆

川北 浩久

河野 敏夫

山下  実

鶴田  望

岡﨑 由佳

共同 

大日精化工業株式

会社 

福冨 兀 

平成25年 4月 5日 
特許 

第 5236569 号 

酸素酸イオン吸着剤の

製造方法、酸素酸イオ

ン吸着剤およびその使

用方法 

篠原 速都

伊藤  毅

隅田  隆

川北 浩久

河野 敏夫

山下  実

鶴田  望

岡﨑 由佳

共同 

大日精化工業株式

会社 

福冨 兀 

平成25年 4月26日 
特許 

第 5252261 号 

真空、乾燥・濃縮シス

テム 
村井 正徳 共同 

兼松エンジニアリ

ング株式会社 

平成25年 7月19日 
特許 

第 5320008 号 

防汚・抗菌剤、抗菌剤

組成物および防汚・抗

菌処理 

篠原 速都

山下  実

鶴田  望
共同 

大日精化工業株式

会社 

平成25年 9月13日 
特許 

第 5362313 号 

防汚・抗菌剤、抗菌剤

組成物および防汚・抗

菌処理 

篠原 速都

山下  実

鶴田  望
共同 

大日精化工業株式

会社 

 

○公開中 

公開年月日 公開番号 発明の名称 発明者名 

共同 

単独 

の別 

備  考 

平成21年5月28日 
特開 

2009-113034 

イオン吸着材、その製

造方法およびその使用

方法 

篠原 速都

伊藤  毅

隅田  隆

川北 浩久

河野 敏夫

山下  実

鶴田  望

岡﨑 由佳

単独  

平成23年 2月24日 
特開 

2011－37184 

圧密木材複合成型品の

成形方法 

篠原 速都

山下  実

伊藤  毅

鶴田  望

単独  

平成25年 1月10日 
特開 

2013-006280 

複雑な形状のインモー

ルド成型を行う方法、

そのインモールド成型

に使用する転写シート

、および当該方法で形

成された樹脂成形品 

篠原 速都

鶴田  望
共同 

東洋機械金属株式

会社、株式会社ミ

ロク製作所 



 

 

平成24年12月21日 
特許 

第 5158989 号 

転写シート及び該転写

シートを用いた成形品

への加飾膜形成方法 

篠原 速都 共同 

株式会社フジコー

大日精化工業株式

会社 

平成25年 4月 5日 
特許 

第 5236568 号 

酸素酸イオン吸着剤、

その製造方法およびイ

オン吸着処理方法 

篠原 速都

伊藤  毅

隅田  隆

川北 浩久

河野 敏夫

山下  実

鶴田  望

岡﨑 由佳

共同 

大日精化工業株式

会社 

福冨 兀 

平成25年 4月 5日 
特許 

第 5236569 号 

酸素酸イオン吸着剤の

製造方法、酸素酸イオ

ン吸着剤およびその使

用方法 

篠原 速都

伊藤  毅

隅田  隆

川北 浩久

河野 敏夫

山下  実

鶴田  望

岡﨑 由佳

共同 

大日精化工業株式

会社 

福冨 兀 

平成25年 4月26日 
特許 

第 5252261 号 

真空、乾燥・濃縮シス

テム 
村井 正徳 共同 

兼松エンジニアリ

ング株式会社 

平成25年 7月19日 
特許 

第 5320008 号 

防汚・抗菌剤、抗菌剤

組成物および防汚・抗

菌処理 

篠原 速都

山下  実

鶴田  望
共同 

大日精化工業株式

会社 

平成25年 9月13日 
特許 

第 5362313 号 

防汚・抗菌剤、抗菌剤

組成物および防汚・抗

菌処理 

篠原 速都

山下  実

鶴田  望
共同 

大日精化工業株式

会社 

 

○公開中 

公開年月日 公開番号 発明の名称 発明者名 

共同 

単独 

の別 

備  考 

平成21年5月28日 
特開 

2009-113034 

イオン吸着材、その製

造方法およびその使用

方法 

篠原 速都

伊藤  毅

隅田  隆

川北 浩久

河野 敏夫

山下  実

鶴田  望

岡﨑 由佳

単独  

平成23年 2月24日 
特開 

2011－37184 

圧密木材複合成型品の

成形方法 

篠原 速都

山下  実

伊藤  毅

鶴田  望

単独  

平成25年 1月10日 
特開 

2013-006280 

複雑な形状のインモー

ルド成型を行う方法、

そのインモールド成型

に使用する転写シート

、および当該方法で形

成された樹脂成形品 

篠原 速都

鶴田  望
共同 

東洋機械金属株式

会社、株式会社ミ

ロク製作所 
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公開年月日 公開番号 発明の名称 発明者名 

共同 

単独 

の別 

備  考 

平成25年3月4日 
特開 

2013-044492 

凍結濃縮装置および凍

結濃縮方法 
森山 洋憲 共同 

株式会社泉井鐡工

所、高知工科大学

平成25年 5月 2日 
特開 

2013-078724 

酸素酸イオン収着材、

該収着材の製造方法お

よび該収着材を使用し

た処理原液の酸素酸イ

オン収着処理方法 

篠原 速都

隅田  隆

川北 浩久

河野 敏夫

山下  実

鶴田  望

岡﨑 由佳

竹家  均

共同 
大日精化工業株式

会社 

平成25年 6月17日 
特開 

2013-119196 

インモールド成形方法

および当該方法で形成

された樹脂成形品 

篠原 速都

鶴田  望
共同 

東洋機械金属株式

会社、株式会社ミ

ロク製作所 

平成25年 7月 4日 
特開 

2013-129637 

ジンゲロール含有組成

物 
森山 洋憲 共同 

高知大学、有限会

社川上食品、株式

会社高南メディカ

ル、ひまわり乳業

株式会社、株式会

社ソフィ、藤田竜
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（食品開発課）

　流動造粒機 　ﾌｧｲﾝﾘｭｰｻﾞｰEXRS-60 　不二ﾊﾟｳﾀﾞﾙ㈱ S58

　二波長ｸﾛﾏﾄｽｷｬﾅｰ 　CS-930 　㈱島津製作所 S59

　ｸﾘｰﾝﾍﾞﾝﾁ 　CCV-801EC 　ﾔﾏﾄ科学㈱ S59

　超微粒磨砕機(ﾏｽｺﾛｲﾀﾞｰ) 　MIKZ A-10-10型 　増幸産業㈱ S59

　細胞融合装置 　SSH-2 　㈱島津製作所 S63

　ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 　GC-15APE 　㈱島津製作所 S63

　製菓製ﾊﾟﾝ用機械装置(混合機)  　NAM-50 　㈱愛工舎製作所 H1

　製菓製ﾊﾟﾝ用機械装置(ﾓﾙﾀﾞｰ)  　KR型 　㈱鎌田機械製作所 H1

H1

H1
　水分活性測定装置 　HYGROSKOP DT型 H1

　超低温ﾌﾘｰｻﾞｰ 　BFU-500 　㈱日本ﾌﾘｰｻﾞｰ H1

　恒温恒湿器(ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀｰ) 　PR-1FP 　ﾀﾊﾞｲｴｽﾍﾟｯｸ㈱ H1

　真空凍結乾燥機 　RLE-52 　共和真空技術㈱ H1

　ﾎﾞｲﾗｰ一式 　GX-350S 　三浦工業㈱ H1

　安全ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ 　SCV-1303ECⅡB 　日立製作所㈱ H1

　ｽﾊﾟｲﾗﾙﾌﾟﾚｰﾀｰ 　ｽﾊﾟｲﾗﾙﾌﾟﾚｰﾀｰD型 　ｽﾊﾟｲﾗﾙｼｽﾃﾑｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ H2

　ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌｨｰｼｽﾃﾑ  　FPLCｼｽﾃﾑ 　ﾌｧﾙﾏｼｱ H2

　遠赤外線乾燥試験装置 　NJZ1205 　新日本無線㈱ H2

　ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 　HP5890ｼﾘｰｽﾞⅡ 　ﾋｭｰﾚｯﾄﾊﾟｯｶｰﾄﾞ社 H2

　超低温恒温恒湿器 　PSL-2F 　ﾀﾊﾞｲｴｽﾍﾟｯｸ㈱ H2

　恒温振とう培養機 　BR-300 　ﾀｲﾃｯｸ H2

　真空回転釜 　UMF-12型 　ｽﾃﾌｧﾝ社 H4

　くん製装置 　SU-50F 　大道産業㈱ H4

　全自動発酵機 　ﾄﾞｳｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰPR-36S 　㈱ﾂｼﾞｷｶｲ H5

　粉砕機一式 　TAP-1WZ 　東京ｱﾄﾏｲｻﾞｰ製造㈱ H6

　解凍機一式 　SE-DEPAK500 　ｻﾝﾃﾂ㈱ H6

　濃縮装置一式 　防爆型ﾛｰﾀﾘｰｴﾊﾞﾎﾟﾚｰﾀｰRE-10S-100 　柴田科学器械工業㈱ H6

　超急速凍結庫 　ｼｮｯｸﾌﾘｰｻﾞｰｸｲｯｸﾘｰKQS-10 　㈱共栄電熱 H6

　真空乾燥機(食品用)一式 　NDR-300M 　新日本製鐵㈱ H6

　恒温振とう培養機  　BR-300 　ﾀｲﾃｯｸ㈱ H7

　粗脂肪抽出装置 　ｿｸｽﾃｯｸｼｽﾃﾑ2HT型 　ﾃｨｹｰﾀｰ社 H7

　連続式遠心分離機  　日立CR22 　日立工機㈱ H7

　遺伝子増幅ｼｽﾃﾑｰ式 　TP-3000 　宝酒造㈱ﾊﾞｲｵ事業部 H8

　精米装置 　SDB2A小型醸造精米器 　㈱佐竹製作所 H8

　糖化蒸留装置 　TM-50(糖化装置)､V-20S(蒸留装置) 　㈱ｹｰｱｲ H8

　分取用高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 　AKTA､explorer100 　ﾌｧﾙﾏｼｱﾊﾞｲｵﾃｸ㈱ H9

　天然高分子用高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 　DG-980-50 他 　日本分光㈱ H9

　ﾍｯﾄﾞｽﾍﾟｰｽｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 　HP7694､HP6890 　ﾋｭｰﾚｯﾄﾊﾟｯｶｰﾄﾞ社 H10

　低分子量ｶﾞｽﾏｽ 　HP5973MSD 　ﾋｭｰﾚｯﾄﾊﾟｯｶｰﾄﾞ社 H10

　鮮度測定器 　UP980 　日本分光㈱ H10

　ﾁﾗｰ装置 　ﾌｧｰｽﾄﾁﾗｰｷﾝｸﾞ DCU-R502AOT-S 　第一工業㈱ H11

　LC/MS分析装置 　LCQ-DUO ｲｵﾝﾄﾗｯﾌﾟ型 　ｻｰﾓｸｴｽﾄ社 H12

　高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 　SCL-10A 他 　㈱島津製作所 H13

　遠心濃縮装置一式 　VEC-310 　旭ﾃｸﾉｸﾞﾗｽ H13

　ﾍｯﾄﾞｽﾍﾟｰｽｵｰﾄｻﾝﾌﾟﾗｰ 　7694A(EPC仕様) 　ｱｼﾞﾚﾝﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ社 H13

規　格 製　作　所
導入
年度

　ﾛﾄﾛﾆｯｸ社
　(ｸﾞﾝｾﾞ産業)

 　CKOS451 　㈱ﾌｼﾞｲ機械製作所

７．参考資料

７－１　主要設備

名　称

　製菓製ﾊﾟﾝ用機械装置
　(回転式万能練り機)
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規　格 製　作　所
導入
年度

名　称

H13

H13

　ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｲｸﾛｽｺｰﾌﾟ 　VH-P40 　㈱ｷｰｴﾝｽ H13

　自動細菌同定検査装置  　miniAPI 　日本ﾋﾞｵﾒﾘｭｰ㈱ H13

　ﾃｸｽﾁｬｰｱﾅﾗｲｻﾞｰ 　TA/XT2i 　SMS社 H13

　純水製造機 　MILLI-Q ELIX-5 　MILLIPORE H14

　ﾏｲｸﾛｱﾚｲｽｷｬﾅｰ 　SCANARRAY LITE 　PACKARD H14

　冷却遠心機 　CENTRIFUGE GRX-220 　TOMY H14

　電熱ｵｰﾌﾞﾝ 　EBSPS-222B 　㈱ﾌｼﾞｻﾜ H15

　ｵｰﾄｻﾝﾌﾟﾗｰ(高速液体ｸﾛﾏﾄ用) 　PU-980用AS-2051 　日本分光㈱ H16

　耐候試験機 　ｿｰﾗｰﾎﾞｯｸｽ1500e 　ｺﾌｫﾒｸﾞﾗ社 H16

　小型高温高圧調理殺菌機 　達人釜FCS-KM75 　SANYO H17

　全自動高速ｱﾐﾉ酸分析計 　JLC-500/V2 AminoTac 　日本電子㈱ H18

　機能性成分高速分析ｼｽﾃﾑ 　ACQUITY UltraPerfomanceLC 　日本ｳｵｰﾀｰｽﾞ㈱ H21

　ｽﾗｲｻｰ 　ECD-702型ﾌｰﾄﾞｽﾗｲｻｰ 　ｴﾑﾗ社 H21

　微量香気成分定量装置 　 　GERSTEL社･Agilent社 H21

　冷風乾燥機 　乾燥野菜専用ｺﾝﾊﾟｸﾄ型乾燥試験機DV-5P 　㈱ﾕﾆﾏｯｸ H21

　 H21

　柑橘搾汁試験機 　 　川島博孝製 H21
　 H21

　ﾊﾟﾙﾊﾟｰﾌｨﾆｯｼｬｰ 　 　 H21
　ｸﾘｰﾌﾟﾒｰﾀｰ 　RE2-33005B ｺﾝﾄﾛｰﾙﾓﾃﾞﾙ 　㈱山電 H21

　果実洗浄装置 　 　川島博孝製 H21

　微量成分分離分取高速ｼｽﾃﾑ 　ﾃﾞﾙﾀ600ｼｽﾃﾑ 　日本ｳｫｰﾀｰｽﾞ㈱ H22

　機能性成分高速分析ｼｽﾃﾑ 　X-LCｼｽﾃﾑ 　日本分光㈱ H22

　ﾌﾘｰｽﾞﾄﾞﾗｲ 　RLEⅡ－103 　共和真空技術㈱ H22

　精油成分抽出用減圧蒸留装置 　EXT-V40P06 　兼松ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ H22

　ﾎﾟｽﾄｶﾗﾑ誘導体化HPLCｼｽﾃﾑ 　日本ｳｫｰﾀｰｽﾞ㈱ H22

　微粉粒磨砕機 　MKCA6-2Jα 　増幸産業㈱ H22

　分光計 　日本分光㈱ H22

　ミートチョッパー 　MCｰ32 　㈱なんつね H23

　卓上型エアー式包装機 　KSP-01 1型 　㈱ｹｰﾖｰﾏｼﾅﾘｰ H23

　縦型真空包装機 　1-6175-01 　ﾄｽﾊﾟｯｸ H23

　窒素分析装置 　Kje1tec8400 　FOSS H24

　脂肪酸分析装置 　GC-2010plus 　㈱島津製作所 H25

（生産技術課） 　 　

　型彫ﾌﾗｲｽ盤 　KGJ-CF型 　KK牧野ﾌﾗｲｽ製作所 S38

　旋盤 　RAMO T-37-8 　大阪機工㈱ S43

　ﾜｰﾄﾝ 万能治具･取付け具装置 　 　ﾜｰﾄﾝｱﾝﾄﾞｳｨﾙｺｯｸｽ社 S44

　ｶﾞｾｯﾄｼｬｰ 　SS5-4 　㈱大一鉄工所 S57

　ﾏｲｸﾛﾋﾞｯｶｰｽ硬度計 　MVK-E 　㈱明石製作所 S57

　真円度測定機 　RA-7 　㈱ﾐﾂﾄﾖ S61

　三次元測定装置 　FJ1006 　㈱ﾐﾂﾄﾖ S61

　ﾛｼﾞｯｸｱﾅﾗｲｻﾞｰ 　SL-4620 　岩崎通信機㈱ S61

　磁気探傷装置 　NQ-50F 　日本電磁測器㈱ S63

　表面粗さ計 　ｻｰﾌﾃｽﾄ-501 　㈱ﾐﾂﾄﾖ S63

　万能測定顕微鏡 　TUM-220BH 　㈱ﾄﾌﾟｺﾝ H1

　歯車試験機 　CLP-35 　大阪精密機械㈱ H1

　真空溶解炉 　FVM‐5､FBT‐30､FTH‐50‐3VM 　富士電波工業㈱ H1

　㈱日立製作所

　㈱日立製作所

　ｱｼﾞﾚﾝﾄ社

　温度調整ﾕﾆｯﾄ 　STABLE MICRO
　SYSTEMS社

　U-2001(微生物対応機)

　U-2001(強酸･強塩基対応機)　紫外可視近赤外分光光度計
　(強酸､強塩基)

　食品香気成分分析用
　情報処理装置

　紫外可視近赤外分光光度計
　(微生物)
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規　格 製　作　所
導入
年度

名　称

　ﾛｰﾙ圧延機 　R65 　㈲坂本鉄工所 H1

　鍛造用加熱炉 　 　㈲坂本鉄工所 H1

　EMI･EMC測定ｼｽﾃﾑ 　R2542B､EMC-5000T1 H1

　ｺﾝﾀｰﾏｼﾝ 　VA-400 　㈱ｱﾏﾀﾞ H2
　立型ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀ 　MCV-410 OKK-GMC 　大阪機工㈱ H2

　計装化ｼｬﾙﾋﾟｰ計測装置 　CAI AC5-EZ2 　東京試験機製作所 H4

　恒温恒湿試験機 　SSE-47CI-A 　㈱ｶﾄｰ H4

　走査型ﾚｰｻﾞｰﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ振動計 　ﾓﾃﾞﾙPSV-100型 　ﾎﾟﾘﾃｯｸ社 H6

　消失模型鋳造用ﾌﾟﾗﾝﾄ 　LFT-1 　大洋鋳機㈱ H6

　切削動力計 　4成分動力計#9272 　ｷｽﾗｰ社 H8

　超音波映像装置 　SDS-61000 　日本ｸﾗｳﾄｸﾚｰﾏｰ㈱ H9

　油圧加振機 　ZONIC油圧加振ｼｽﾃﾑ 1000-4型 　㈱ｴｰ･ｱﾝﾄﾞ･ﾃﾞｨ H9

　動電型加振機 　VS-2000A-140T 　IMV㈱ H9

　NC円ﾃｰﾌﾞﾙｾｯﾄ 　1軸追加仕様　RNCN-251LS 　津田駒工業㈱ H9

　ｸﾞﾗｲﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｾﾝﾀ 　YBM-640V 　安田工業㈱ H9

　ﾜｲﾔｶｯﾄ放電加工機 　FX-10 　三菱電機㈱ H9

　精密平面研削盤 　SGM-63E2 　㈱ﾅｶﾞｾｲﾝﾃｸﾞﾚｯｸｽ H9

　3次元計測装置 　SA-G37 　㈱ﾐﾂﾄﾖ H10

　ｷﾞｱﾊﾞﾗﾝｽ測定装置 　VIBRO TEST41 　SHENCK社 H10

　走査型ﾌﾟﾛｰﾌﾞ顕微鏡 　JSPM-4200 　㈱日本電子 H10

　ｷﾞﾔ加工精度試験装置 　Bright Apex 1220(特殊仕様) 　㈱ﾐﾂﾄﾖ H10
　円運動精度試験装置 　QC10 　ﾚﾆｼｮｰ㈱ H11

　ｶﾑ設計･加工支援ﾂｰﾙ 　CA-100 　ﾃｸﾌｧ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ H11

　ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ 　TDS3032 　ｿﾆｰ･ﾃｸﾄﾛﾆｸｽ㈱ H11

　ﾚｰｻﾞ寸法測定装置 　3Z4L-S506R 他 　ｵﾑﾛﾝ㈱ 他 H11

　ﾒﾓﾘﾚｺｰﾀﾞ 　8841 　日置電機㈱ H11

　ﾃﾞｼﾞﾀﾙｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ 　TDS784D-1M 　ｿﾆｰ･ﾃｸﾄﾛﾆｸｽ㈱ H11

　ﾃﾞｼﾞﾀﾙ超音波探傷器 　UDS-15 　日本ｸﾗｳﾄｸﾚｰﾏｰ㈱ H11

　ﾌﾟﾘﾝﾄ基板作成装置 　LPKF95SⅡ 　日本LPKF㈱ H11

　歪み計測装置 　DE1200(静)､RA1200(動) 　NEC三栄㈱ H11

　ﾎﾟｼﾞｼｮﾝｷｬﾘﾌﾞﾚｰﾀ 　DISTAX L-IM-21B-02 　㈱東京精密 H11

　対話型CNC汎用旋盤 　1BL-530NCi-850-52 　㈱ﾌﾞﾙｰﾗｲﾝ工業 H12

　FFTｱﾅﾗｲｻﾞ 　CF-3200J 　小野測器㈱ H12

　電気式溶融炉 　IS-DC0001 　㈱石川島岩国製作所 H12

　赤外線炭素硫黄同時分析装置 　CS-444LS 　LECO社 H13

　3次元CADｼｽﾃﾑ 　SolidWorks 　ｸﾎﾞﾀｿﾘｯﾄﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱ H15

　3次元ﾃﾞｼﾞﾀｲｼﾞﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 　ﾐﾂﾄﾖ･ﾚﾆｼｮｰｻｲｸﾛﾝ 　㈱ﾐﾂﾄﾖ H15
　鋳造ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 　TOPCAST 　㈱ﾄﾖﾀｼｽﾃﾑﾘｻｰﾁ H15

　固体発光分析装置 　ARL QUANTRIS 　ThermoELECTRON社 H16

　有限要素法解析ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ 　A9665A3#ABJ 　ﾋｭｰﾚｯﾄﾊﾟｯｶｰﾄﾞ社 H16

　超微粒子ﾋﾞｰﾑ成膜装置 　KT-AD-03-HP 　ｶｷｳﾁﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ㈱ H16

　金属組織検査試料作成装置 　 　ｽﾄﾙｱｽ社(丸本工業㈱) H17

　ﾉｲｽﾞｲﾐｭﾆﾃｨ試験装置 　ESS-2000AX 　㈱ﾉｲｽﾞ研究所 H20

　金属顕微鏡ｼｽﾃﾑ 　 　㈱ﾆｺﾝ H21

　乾式X線透過装置 　SMX-3500 　㈱島津製作所 H21

　C言語ｺﾝﾄﾛｰﾗ 　Q12DCCPU-V 　三菱電機㈱ H21

　硬度計 　ｴｺｰﾁｯﾌﾟ･ﾋﾟｯｺﾛ 　ﾌﾟﾛｾｸ社 H21

H14

H10　ANSYS社,UGS社　構造解析装置

　㈱森精機製作所、
　㈱ｾﾞﾈﾃｯｸ

　ANSYS/Multiphysics Unigraphics
　Product Bunkle

　㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄ､松貿機
　器㈱､㈱ﾉｲｽﾞ研究所

　5軸制御ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀ 　GV503/5AX､MasterCam
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規　格 製　作　所
導入
年度

名　称

　精密騒音計 　NA-28CE･ﾒﾓﾘｰｶｰﾄﾞ 　 H21

　CNC輪郭形状測定機 　SV-C4000CNCｼｽﾃﾑ 　ﾐﾂﾄﾖ H22

　万能試験機 　UH-F1000KNI 　㈱島津製作所 H23

　冷熱衝撃試験機 　TSA-72ES-A 　エスペック㈱ H24

　非接触三次元形状測定装置 　COMET　L3D-8M 　Steinbichler社 H25

　CNC三次元測定装置 　CRYSTA-ApexS 122010 ㈱ミツトヨ H25

（資源環境課） 　 　

　耐圧試験機 　C7-100､C-TK10A 　東京衡機製造所㈱ S50

　水銀分析装置 　ﾘｶﾞｸ･ﾏｷｭﾘｰ/SP 　日本ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ㈱ S54

　恒温恒湿器 　PR-4GM 　ﾀﾊﾞｲｴｽﾍﾟｯｸ㈱ S60
　冷間等方圧ﾌﾟﾚｽ(CIP) 　CL45-22-30 　日機装㈱ S60

　高速昇温電気炉 　KSH-3 　東洋科学産業㈱ S60

　切断･研削盤 　ｾﾗﾐｸﾛﾝMX-833 　㈱ﾏﾙﾄｰ S60

　逆浸透膜実験装置 　RUW-4X 　日東電気工業㈱ S62

　表面粗さ測定器 　SE-30C 　㈱小坂研究所 S62

　雰囲気焼成炉 　FVPHP-R-10 　富士電波工業㈱ S63

　乾燥機 　FRET-60 　富士電波工業㈱ S63

　ﾚｰｻﾞｰ回折式粒度分布測定装置 　SALDA-1100 　㈱島津製作所 S63

　高温炉 　1700型 　ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ東洋㈱ H1

　ｽﾌﾟﾚｰﾄﾞﾗｲﾔｰ 　ﾃﾞｨｽｸ式 R-3型 　㈱坂本技研 H1

　全自動蛍光X線分析装置 　3270E 　理学電機工業㈱ H1

　UV装置 　KUV-10251-1X 　東芝電気㈱ H1

　はんだ濡れ試験装置 　ｿﾙﾀﾞｰﾁｪｯｶｰSAT-5000 　㈱ﾚｽｶ H2

　熱伝導率測定装置  　QTM-D3 　京都電子工業㈱ H2

　SPS1500VR 　ｾｲｺｰ電子工業㈱ H3

　ﾏｲｸﾛﾊｲｽｺｰﾌﾟ 　KH-2200 　第百通信工業㈱ H4
　熱機械的分析装置(TMA) 　TMA/SS 350 　ｾｲｺｰ電子工業㈱ H5

　超微小硬度計 　MVK-H300 　㈱ｱｶｼ H5

　絶対反射率測定装置 　ASR-3145 　㈱島津製作所 H5

　全有機体炭素計(TOC) 　TOC-5000 　㈱島津製作所 H5

　JSM-5800LV,JED2120 　日本電子㈱ H7

　耐候試験機 　WEL-75XS-HC-B-EcS 　ｽｶﾞ試験機㈱ H7

　ｼｽﾃﾑ光学顕微鏡 　BX60-53MU 　ｵﾘﾝﾊﾟｽ㈱ H7

　ﾀﾞﾌﾞﾙﾋﾞｰﾑ分光光度計 　U-2001 　㈱日立製作所 H7

　自動ｽｸﾗｯﾁ試験機 　ﾚﾍﾞﾃｽﾄ 　ﾌﾟﾛﾒﾄﾛﾝﾃｸﾆｸｽ H7

　膜厚計 　D211-D 　㈱ｹｯﾄ科学研究所 H7

　赤外線温度解析装置 　ｻｰﾓﾋﾞｭｱｼｽﾃﾑJTG-6300-KA 　日本電子㈱ H8

　床性能測定試験装置 　 　高知計量㈲ H8

　軟X線TV検査ｼｽﾃﾑ 　H-100 　ﾊｲﾃｯｸｽ H8

　元素分析計 　全自動元素分析装置2400ⅡCHNS/O 　㈱ﾊﾟｰｷﾝｴﾙﾏｰｼﾞｬﾊﾟﾝ H9

　ｲｵﾝｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 　DX-320 　日本ﾀﾞｲｵﾈｸｽ㈱ H10
　比表面積測定装置 　NOVA2000 　ﾕｱｻｱｲｵﾆｸｽ㈱ H10

　ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ分析計 　GC-17AAPtFw 　㈱島津製作所 H10

　成形機  　NS60-9A 　日精樹脂工業㈱ H10

　熱分析装置 　TG-DTA2000S,DSC3100S 　ﾏｯｸｻｲｴﾝｽ㈱ H13

　遊星型ﾎﾞｰﾙﾐﾙ 　P-5/4 　ﾌﾘｯﾁｪ社 H13

　粉砕機(ｼﾞｮｰｸﾗｯｼｬｰ方式) 　ﾍﾞｽﾄﾌｧｲﾝﾌﾞﾚｰｶｰ 　小川ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ㈱ H13

H9　AXIS-HS　X線光電子分光分析装置(ESCA)

　ｴﾈﾙｷﾞｰ分散形X線装置付き
　走査型電子顕微鏡

　JIR-6500 　日本電子㈱

S59　LC-6A　高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ分析装置 　㈱島津製作所、
　㈱日立製作所

H3

　㈱島津製作所、
　KRATOS

　ﾌｰﾘｴ変換赤外分光光度計
　(FT-IR)

　液体用高周波ﾌﾟﾗｽﾞﾏ発光
　分析装置
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所　作　製格　規
導入
年度

名　称

31H所作製平小㈱　02-ENO置装出押　置装拌撹合混　

41H㈱ｽﾟﾌｯﾘｨﾌ本日　orP treP'X　置装折回線X的目多動自全　

61Hｸｯﾃﾞﾄｱ㈲　)W(METSYS CAPDA　置装定測法ｰﾞﾊﾝｬﾁ型小　
81H所工鉄本山㈱　01-06-01-AT　機形成元次3　

81H㈱ﾂﾝﾒﾙﾂｽﾝｲ本日　D3-PS/ｰﾘｭｷｰﾏ　置装析分銀水　

81H所作製津島㈱　形SM DSINk05-GA　機験試料材能万密精　

91H㈱ｸｯﾟﾍｽｴ　HPK4-LP　槽湿恒温恒　

91H所作製津島㈱　0022-DLAS　置装定測布分度粒　

02H所業工川品　rQ-MA52　ｰｻｷﾐ泡脱熱加能万　

12H㈱子電本日　ⅡkM CG0001Q-SMJ　計析分量質ﾌﾗﾞｸﾄﾏﾛｸｽﾞｶ　
12H㈱子電本日　F1076-MSJ　鏡微顕子電査走　

12H所作製元井㈱　型S-9781-CMI　ｽﾚﾟﾌ熱加型小　

12H㈱機電ｵｼｳ　052-TIU　計量光算積線外紫　

22H㈱ｰﾀｰﾈﾐﾗ成大　）Ⅱ-AM（ｰﾀｰﾈﾐﾗﾄｽｰｧﾌ　ｰﾀｰﾈﾐﾗﾑﾙｨﾌｲﾗﾞﾄ　

22H㈲工商ﾄﾏﾔ　置装写転熱0322　置装写転熱面全用汎　

32H㈱学化京東　型0014-KT　ｰﾗﾟﾌﾝｻﾞﾄｰﾞﾋ　

　ｼｰｹﾝｼｬﾙ型ICP発光分光分析
装置

42H㈱ｰﾞｼﾛﾉｸﾃﾉﾅ･ｲｱｲｱｽｴ　DD-VU0253SPS　

H21　ｱｼﾞﾚﾝﾄ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ　7500CX　高周波誘導結合ﾌﾟﾗｽﾞﾏｲｵﾝ源
　質量分析装置

51H㈱ﾂﾝﾒﾙﾂｽﾝｲｰｺｲｾ　ORP-ATSIV　

H15　SpectrAA-880Z,220F　原子吸光分光光度計

　高周波誘導結合ﾌﾟﾗｽﾞﾏ発光
　分光分析装置(ICP)

　ﾊﾞﾘｱﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ
　ｼﾞｬﾊﾟﾝﾘﾐﾃｯﾄﾞ
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７－２ 補助事業等 

年度 項  目 事業名 
事業費 

（千円） 

補助金等 

（千円） 
部課名 備 考 

H25 

 

 

設備拡充 

・非接触三次元形状測定

装置 

・CNC三次元測定装置 

 

公設工業試験研究所の

設備拡充補助事業 

 

36,893 24,595

 

 

生産技術課 

 

 

2/3補助（財

団法人ＪＫＡ

） 

 

 

 

新規加飾技術による自動

車内装材の開発 

 

Ａ－ＳＴＥＰ 

ＦＳ（シーズ顕在化）

1,300 1,300 資源環境課 委託研究（独

立行政法人科

学技術振興機

構） 

 

懸濁結晶法による凍結濃

縮システムの開発 

 

戦略的基盤技術高度化

支援事業（四国経済産

業局） 

2,498 2,498 食品開発課 

 

受託研究（公

益財団法人高

知県産業振興

センター） 

 

高知県の基盤産業である

第一次産業を活性化させ

るマイクロバブルシステ

ムの開発 

高知県産学官連携産業

創出研究推進事業 

896 896 生産技術課 

資源環境課 

受託研究（独

立行政法人国

立高等専門学

校機構高知工

業高等専門学

校） 

 

県産未利用有用植物の活

用に向けた事業化モデル

の推進と農商工医連携基

盤の構築 

 

〃 

 

1,614 1,614 資源環境課 受託研究（公

立大学法人高

知工科大学）

ショウガを利用した嚥下

機能改善品の開発 

〃 

 

1,080 1,080 食品開発課 

 

受託研究（国

立大学法人高

知大学） 

シンクロキャストによる

軽量薄肉アルミニウム部

品の生産技術開発 

こうち産業振興基金 

地域研究成果事業化支

援事業 

2,000 2,000 生産技術課 

 

研究助成金、

助成率10/10

（公益財団法

人高知県産業

振興センター

） 

サイクロン高性能化によ

るフィルターレス新型吸

引車の開発 

 

〃 

 

699 699 生産技術課 

資源環境課 

〃 

地域資源循環につながる

国産柑橘加工技術の刷新 

 

〃 

 

2,500 2,500 資源環境課 〃 

酵素剥皮技術の利用を核

としたカンキツ果実新商

材の開発と事業化方策の

策定 

農林水産業・食品産業

科学技術研究推進事業

実用技術開発ステージ

2,420 2,420 食品開発課 

 

委託事業（独

立行政法人農

業・食品産業

技術総合研究

機構） 
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７－３ 人事異動 

（平成 25 年 4 月 1 日付） 

○転入・内部異動等 

氏  名 職     名 旧所属 

津嶋 貴弘 所長 海洋深層水研究所長 

森岡 孝子 総務課チーフ 中央西林業チーフ（総務担当） 

遠藤 恭範 食品開発課チーフ 紙産業技術センター製紙技術課チーフ 

泉  公栄 総務課主幹 幼保支援課主幹 

鈴木 大進 資源環境課研究員 新規採用 

 

○転出等 

氏  名 職     名 新所属 

西内  豊 所長 （退職） 

浜田 和秀 技術次長 海洋深層水研究所長 

南  典明 生産技術課長 （退職） 

伊興木富雄 総務課チーフ （退職） 

竹﨑摩里子 総務課主幹 高知高等技術学校主幹 

山下  実 資源環境課主任研究員 紙産業技術センター製紙技術課チーフ 

 

 

 

（平成 26 年 4 月 1 日付） 

○転入・内部異動等 

氏  名 職     名 旧所属 

橋本 雅彦 次長兼総務課長 図書館次長 

堀川 晃玄 資源環境課研究員 新規採用 

秋田もなみ 食品開発課研究員 新規採用 

 

○転出等 

氏  名 職     名 新所属 

小松 信幸 次長兼総務課長 （退職） 
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